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議案第 1号

専決処分の承認について

令和 6年度茅ヶ崎市一般会計補正予算（第 14号）について、急施を要したので、市長

において専決処分したから承認されたい。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

提案理由

本案は、地方自治法第 17 9条第 3項の規定により提案する。
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専決処分書

令和 6年度茅ヶ崎市一般会計補正予算（第 14号）を次のとおり定める。

地方自治法第 17 9条第 1項の規定により専決処分する。

令和 7年 1月 31日

専決第 1号

茅ヶ崎市長佐藤 光
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令和 6年度茅ヶ崎市一般会計補正予算（第 14号）

令和 6年度茅ヶ崎市の一般会計補正予算（第 14号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第 1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ57,267千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 98,030,780千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、 「第 1表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費の補正）

第2条繰越明許費の追加は、 「第2表繰越明許費補正」による。



-10-

--0123456789

第1表歳入歳出予算補正
歳入

（単位千円）

款 項 補正前の額 補 正額 計

15国庫支出金 18,027,915 57,267 18,085,182 

2国庫補助金 5,390,122 57,267 5,447,389 

歳 入 合 計 97,973,513 57,267 98,030,780 
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歳出
（単位千円）

款 項 補正前の額 補 正額 計

3民生費 40,700,856 57,267 40,758,123 

1社会福祉費 19, 210, 679 57,267 19,267,946 

歳 出 合 計 97,973,513 57,267 98,030,780 
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第 2 表 繰越明許費補正

追加 （単位千円）

款 項 事 業 名 金 額

職 員 給 与 費 2,407 

3 民生費 1 社会福祉費

物価高騰対応重点支援給付金給付事務費（追加） 54,860 
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歳入歳出補正予算事項別明細書
一般

括
入

総
歳

ー

（単位千円）

款 補正前の額 補正額 計

15国庫支出金 18,027,915 57,267 18,085,182 

威9,.. 入 合 計 97,973,513 57,267 98,030,780 
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歳出

款 補正前の額 補正額 計

3民生費 40,700,856 57,267 40,758,123 

歳 出 ムロ 計 97,973,513 57,267 98,030,780 
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一般

（単位千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳
特 宇 財 源

国県支出金 地 方 債 そ 他
般 財 源

の

57,267 

゜ ゜ ゜57,267 

゜ ゜ ゜



-16-

--0123456789

2 歳入

款 項 目 補正前の額 補 正 額 計

15国庫支出金 18,027,915 57,267 18,085,182 

2国庫補助金 5,390,122 57,267 5,447,389 

2民生費国庫補助金 3,223,328 57,267 3,280,595 

歳 入 ムロ 計 97,973,513 57,267 98,030,780 
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国庫支出金

（単位千円）

節
説 明

区 分 金 額

4地方創生臨時 57,267 1物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 57,267 

交付金
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3 歳出

補正額の財源内訳
款 項 目 補正前の額 補正額 計

区 ノ刀＼ 金 額

3民生費 40,700,`  856 57,267 40,758,123 

1社会福祉費 19, 210, 679 I I 57,267 19,267,946 

I 

1社会福祉総務費 7,929,954 57,267 7,987,221 国庫支出金 57,267 

I 

， □ 
歳 出 合 計 97,973,513 57,267 98,030,780 
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民生費

（単位千円）

節

区 分 金 額
説 明

1報酬 2,541 10職員給与費 2,407 

~ ｀ 250物価高騰対応重点支援給付金給付事業費（追加） 54,860 
3職員手当等 3,252 2物価高騰対応重点支援給付金給付事務費（追加） 54,860 

6時間外勤務手 2,407 

当

17会計年度任用 845 

職員期末勤勉

手当

4共済費 611 

8旅費 27-0 

1費用弁償 270 

10需用費 816 

1消耗品費 816 

11役務費 5,975 

1通信運搬費 4,090 

3手数料 1,885 

12委託料 40,869 

13使用料及び賃 2,933 

借料
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補正予算給与費明細書

2一般職

(1) 総括

区 分

補正後

補正前

比 較

職員手当
の内訳

職員数

（人）

1,637 
(1,450) 
1,637 
(1,449) 

゜(1) 
区 ハ刀

補正後

補正前

比 較

給 与 費

報酬 職員手当

（千円） （千円）

1,411,809 6,211,321 

1,409,268 6,208,069 

2,541 3,252 

期末勤勉手当 時間外勤務手当
（千円） （千円）

3,348,563 762,327 

3,347,718 759,920 

845 2,407 

※表中（）は、短時間勤務職員につ]＼て外書きしたものです。

計 共済費

（千円） （千円）

13,989,005 2,476,530 

13,983,212 2,475,919 

5,793 611 

※職員数には、育児休業を取得した職員の代替として採用している任期付職員を含みます。

ア会計年度任用職員以外の職員

給 与 喪

区 ／刀＼ 職員手当 計 合計 備考

（千円） （千円） （千円）

補正後 5,806,599 12,172,474 14,450,423 

補正前 5,804,192 12,170,067 14,448,016 

比 較 2,407 2,407 2,407 

区 分
時間外勤務手当
（千円）

職員手当
補正後 762,327 

の内訳
補正前 759,920 

比 較 2,407 

イ会計年度任用職員

給 与 費

区 分 職員数 報酬 職員手当 計 共済費

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

補正後
(1,405) 

1,411,809 404,722 1,816,531 198,581 

補正前
(1,404) 

1,409,268 403,877 1,813,145 197,970 

比 較
(1) 

2,541 845 3,386 611 

区 分 期末勤勉（千手円当） 

職員手当
補正後 404,722 

の内訳
補正前 403,877 

比 較 845 

合計 備考

（千円）

16,465,535 

16,459,131 

6,404 

合計 備考

（千円）

2,015,112 

2,011,115 

3,997 

※表中（）は、短時間勤務職員（常時勤務を要する職員に比し、勤務時間が短い職員）について外書きしたものです。

(2) 職員手当の増減額の明細

区分
疇
（千円）

訳

職員手当 3,252 I その他の増減分

（千円）

3,252 

説明

期末勤勉手当

時間外勤務手当

845千円

2,407千円

備考
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鏃案第 2号

令和6年度茅ヶ崎市一般会計補正予算（第 15号）

令和 6年度茅ヶ崎市の一般会計補正予算（第 15号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第 1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ7,761,267千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ 105,792,047千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、 「第 1表 歳入歳出予算補正」による。

（継続費の補正）

第 2条継続費の変更は、 「第2表継続費補正」による。

（繰越明許費の補正）

第 3条 繰越明許費の追加及び変更は、 「第 3表 繰越明許費補正」による。

（債務負担行為の補正）

第4条債務負担行為の追加は、 「第4表 債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第5条 地方債の追加及び変更は、 「第 5表 地方債補正」による。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

提案理由

本案は、地方自治法第21 8条第 1項の規定により提案する。
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第 1表歳入歳出予算補正
歳入

（単位千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

11地方交付税 3,476,943 883,608 4,360,551 

1地方交付税 3,476,943 883,608 4,360,551 

14使用料及び手数料 1,597,876 7,846 1,605,722 

1使用料 383,126 7,846 390,972 

15国庫支出金 18,085,182 2,495,883 20,581,065 

1国庫負担金 12,588,283 1,008,044 13,596,327 

2国庫補助金 5,447,389 1,487,839 6,935,228 

16県支出金 6,511,903 469,806 6,981,709 

1県負担金 4,472,544 440,660 4,913,204 

2県補助金 1,502,770 29,146 1,531,916 

17財産収入 213,149 29,031 242,180 

1財産運用収入 177,100 26,787 203,887 

2財産売払収入 36,049 2,244 38,293 

18寄附金 225,146 18,957 244,103 

1寄附金 225,146 18,957 244,103 

19繰入金 1,034,561 △2,734 1,031,827 

2基金繰入金 960,735 △2,734 958,001 

20繰越金 2,199,285 3,610,000 5,809,285 

1繰越金 2,199,285 3,610,000 5,809,285 

21諸収入 5,056,051 14,270 5,070,321 

5雑入 1, 717, 159 14,270 1,731,429 

22市債 12,283,499 234,600 12,518,099 

1市債 12,283,499 234,600 12,518,099 

歳 入 合 計 98,030,780 7,761,267 105,792,047 
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歳出
（単位千円）

款 項 補正前の額 補正 額 計

2総務費 10,644,687 380,733 11,025,420 

1総務管理費 8,658,133 363,586 9,021,719 

3戸籍住民基本台帳費 835,962 17,147 853,109 

3民生費 40,758,123 3,019,606 43,777,729 

1社会福祉費 19,267,946 1,286,996 20,554,942 

2児童福祉費 17,094,202 1,533,306 18,627,508 

3生活保護費 4,395,975 199,304 4,595,279 

4衛生費 11,290,561 519,014 11,809,575 

1保健衛生費 5,738,411 424,215 6,162,626 

2清掃費 5,552,150 94,799 5,646,949 

6農林水産業費 338,821 21,925 360,746 

1農業費 179,963 6,182 186,145 

2水産業費 158,858 15,743 174,601 

7商工費 3,415,496 476,287 3,891,783 

1商工費 3,415,496 476,287 3,891,783 

8土木費 10,084,335 71,141 10,155,476 

2道路橋りょう費 2,983,583 67,465 3,051,048 

4都市計画費 4,332,413 3,676 4,336,089 

9消防費 3,590,773 

゜
3,590,773 

1消防費 3,590,773 

゜
3,590,773 

10教育費 11,324,351 3,272,561 14,596,912 

1教育総務費 1,170,678 3,048,739 4,219,417 

2小学校費 3,031,720 148,323 3,180,043 

3中学校費 4,144,898 35,910 4,180,808 

4学校給食費 1,059,989 27,744 1,087,733 

5社会教育費 1,917,066 11,845 1,928,911 
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款

―

歳 出 合

項

計

補正前の額 I 
98, 030, 780 I 7, 761, 267 

（単位千円）

計

105,792,047 
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第 2 表 脊挫 続 費 補 正

変更

補 正 月‘lj’ 補 正 後

款 項 事業名
総額 年度 年割額 総額 年度 年割額

亀

千円 千円 千円 千円

8土木費 2道路 浜園橋橋りょう 318,969 令和5年度

゜
250,000 令和5年度

゜橋りょう費 整備事業
（取付道路工） 令和6年度 318,969 令和6年度 230,000 

＼ ＼ 
令和7年度 20,000 

10教育費 2小学校費 学校施設整備事業 439,917 令和6年度

゜
321,628 令和6年度

゜（円蔵小学校西棟・
中棟大規模改修工 令和7年度 439,917 令和7年度 321,628 
事）
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第 3 表 繰越明許費補正

追加 （単位千円）

款 項
事 業 名

金 額
（ 目 ） 

防 災 資 機 材 整 備 事 業 83,913 

1 総務管理費

2 総務費 防 災 倉 庫 整 備 事 業 5,786 

3 戸籍住民基本台帳費 社会保障・税番号制度推進事業 16,477 

物価高騰対応重点支援給付金（追加） 810,000 

物価高騰対応重点支援事業
37,050 

（ 社 ノ云＼ 福 祉 総 務 費 ） 
1 社会福祉費

障 が し‘ 者 福 祉 砥呂 理 経 費 10,352 

3 民生費
物価高騰対応重点支援事業

13,318 
（ 障 が し‘ 者 福 祉 費 ） 

ファース トプレゼン ト事業 25, 171 

2 児童福祉費

JI日し 童 手 当 費 10,164 

4 衛生費 1 保健衛生費
物価高騰対応重点支援事業

27,492 
（ 保 健 衛 生 総 務 費 ） 

1 農 業 費
物価高騰対応重点支援事業

6,182 
（ 威幸 業 振 興 費 ） 

6 農林水産業費

2 水 産 業 費 漁 港 機 ム月ヒヒ 保 全 事 業 89,968 

7 商工費 1 商 工 費
物価高騰対応重点支援事業

413,840 
（ 商 工 振 興 費 ） 

道路橋り よ う総務管理経費 7,363 

道 路 舗 丞斗士 修 繕 事 業 144,617 

幹 線 道 路 維 持 保 全 事 業 17,570 

狭 あ し‘ 道 路 整 備 事 業 6,091 

8 土木費 2 道路橋りょう費

香川甘沼線道路改良事業 23, 710 

上赤羽根堤線道路改良事業 51, 920 

高田萩園線道路改良事業 62,882 

市道 0 1 0 9 号線歩道設置事業 29,208 
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（単位千円）

款 項
事 業 名

金 額
（ 目 ） 

市道 0 1 1 0 号線歩道設置事業 58,638 

2 道路橋りょう費

下寺尾芹沢線道路改良事業 11,817 

8 土木費 浜見平地区拠点整備事業 155,545 

4 都 市 計 画 費 新 国 道 線 街 路 事 業 165,859 

森林緑地等維持管理経費 9,009 

1 教育総務費 教 コ目 事 務 委 託 負 担 金 8,108 

邑子 校 施 設 蔽工 備 事 業 118,290 

2 小 だ子 校 費

特 別 支 援 学級 関 係 経 費 24,449 

巫子 校 施 設 整 備 事 業 256,022 

10 教 六目 費 3 中 呂子 校 費

特別 支 援 学級 関 係 経 費 28,237 

物価高騰対応重点支援事業
25,500 

（学校給食用食品購入費）
4 学校給食費

学校 給食 用 食 品 購 入 費 2,244 

5 社会教育費 文化資料館跡地処分事業 5,500 

変更 （単位千円）

補正前 補正後
款 項 事 業 名

金 額 金 額

2 総務費 1 総務管理費 車 両 硲目 理 経 費 320 509 

7 商工費 1 商 工 費 道の駅整備推進事業 93,676 156, 123 

8 土木費 2 道路橋りょう費 浜園橋橋りょう整備事業 , 6,897 44,981 

消防通信業務管理経費 1,185 3,677 ， 消防費 1 消 防 費

消 防 車 両 整備 事 業 39,080 149,143 
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第 4 表 債務負担行為補正

追 t 加

事 項 期 間 限 度 額

千円
令和7年度交通安全施設設置事業経費 令和6＼年度 21,848 

令和7年度

令和 7年度市道80 3 1号線道路改良事業経費 令和6年度
s 

12,875 

令和7年度

令和7年度消防団器具置場改修事業経費 令和6s年度 11,833 

令和7年度
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第 5 表 地方債補正

追加 （単位千円）

補正前 補正後
起 債 の 目 的 起債の方法 利 率 償還の方法

限度額 限度額

普通貸借又は証 5. 0％以内 公的資金については、
下 寺 尾 芹 沢 線 9,700 

券発行。 （ただし、利率見直 その融資条件により、

道 路 改 良 事 業 事業の進捗その し方式で借り入 民間等資金の場合に
他の都合により れる公的資金につ は、その債権者との
起債前借り又は いて、利率の見直 融資条件による。
翌年度に繰り越 しを行った後に ただし、市財政の都
して借り入れる おいては、当該 合により、繰上償還、

消防署松林出張所 8,000 ことができる。 見直し後の利率） 償還年限の短縮又は

整 備 事 業 低利債に借り換える
ことができる。

計 12,283,499 12,518,099 ---------一--------
変更 （単位千円）

補 正 月‘Jj’ 補 正 後
起 債 の 目 的

限 度 額 限 度 額

粗 大
>S’ 
み 処 理 施 設 整 備 事 業 423,400 436,500 ‘ 

漁 港 機 能 保 全 事 業 49,900 52,200 

道 路 舗 装 事 業 174,400 257,000 

浜 園 橋 橋 り よ う 整 備 事 業 332,500 308,300 

義 務 教 コ目 施 設 整 備 事 業 4,816,800 4,959,900 

計 12,283,499 12,518,099 
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括
入

総
歳

ー
歳入歳出補正予算事項別明細書

一般

（単位千円）

款 補正前の額 補 正額 計

11地方交付税 3,476,943 883,608 4,360,551 

14使用料及び手数料 1,597,876 7,846 1,605,722 

15国庫支出金 18,085,182 2,495,883 20,581,065 

16県支出金 6,511,903 469,806 6,981,709 

17財産収入 213,149 29,031 242,180 

18寄附金 225,146 18,957 244,103 

19繰入金 1,034,561 △2,734 1,031,827 

20繰越金 2,199,285 3,610,000 5,809,285 

21諸収入 5,056,051 14,270 5,070,321 

22市債 12,283,499 234,600 12, ・518, 099 

歳 入 ムロ 計 98,030,780 7,761,267 105,792,047 
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歳出

款 補正前の額 補 正 額 計

2総務費
I 
10,644,687 380,733 11,025,420 

3民生費
I 

40,758，ロ 3,019,606 43,777,729 

4衛生費 11,290, 561 519,014 11,809,575 
I 

6農林水産業費 338,821 21,925 360,746 

7商工費 3,415,496 476,287 3,891,783 

8士木費 10,084,335 71, 141 10,155,476 

l 

9消防費 3,590,773 

゜
3,590,773 

10教育費
I I 
11, 324, 351 3,272,561 14,596,912 

歳 出 合 計
I 
98, 030, 780 i I I 1, 761, 267 I I 105,792,047 
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一般

（単位千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳
特 定 財 砺1

般 財 源
国 県 支 出 金 地 方 債 他そ の

61,326 

゜
22,401 297,006 

2,364,890 

゜
19,928 634,788 

27,492 13,100 29,191 449,231 

12,182 2,300 7,846 △403 

413,840 

゜ ゜
62,447 

28,669 68,100 △26,277 649 

゜
8,000 

゜
△8,000 

57,290 143,100 20,541 3,051,630 

2,965,689 234,600 73,630 4,487,348 
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2 歳入

款 項 目 補正前の額 補 正 額 計

11 地方交付税 3,476,943 883,608 4,360,551 

I 

I I 1地方交付税
I 

3,476,943 883,608 4,360,551 

1地方交付税 3,476,943 883,608 4,360,551 

14使用料及び手数料 1,597,876 7,846 1,605,722 

l使用料
I 

383,126 7,846 390,972 

5農林水産業使用料 I 31,339 7, 8461 39,185 

I 

15 国庫支出金 18,085,182 2,495,883 20,581,065 

I 

1国庫負担金 12,588,283 1,008,044 I 13,596,327 

1民生費国庫負担金 12,571,082 1,008,044 13,579,126 

2国庫補助金 5,447,389 1,487,839 6,935,228 

1総務費国庫補助金 530,795 61,326 592,121 

I I 

2民生費囚廂補助金 3,280,595 887,040 4,167,635 

I 
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地方交付税使用料及び手数料国庫支出金

（単位千円）

節
説 明

区 ノ刀＼ 金 額

1地方交付税 883,608 1普通交付税 883,608 

2水産業使用料 7,846 2海岸保全区域・漁港区域使用料 7,846 

1社会福祉費負 122,433 1保険基盤安定負担金 23,818 
3自立支援給付費負担金 (1/2) 74,001 

担金 6障害児入所給付費等負担金 (1/2) 24,614 

2児童福祉費負 837,272 1保育所運営費負担金 (5/10) 533,750 
8施設型給付費負担金 (5/1O) 172,450 

担金 9地域型保育給付費負担金 (5/10) 126,730 
10施設等利用費負担金 (5/10) 4,342 

3生活保護費負 48,339 1生活保護費負担金 (3/4) 48,339 

担金

1総務管理費補 44,849 5 新しい地方経済•生活環境創生交付金（地域防災緊急整備型）
44,849 

助金

2戸籍住民基本 16,477 4社会保障・税番号制度システム整備費補助金 16,477 

台帳費補助金

1社会福祉費補 8,471 1市町村地域生活支援事業補助金 (1/ 2) 5,069 
11障害者自立支援給付審査支払等システム事業補助金 (1/ 2) 

助金 3,402 
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款 項 目 補正前の額 補正額 計

3衛生費国庫補助金 497,333 27,492 524,825 

4農林水産業費国庫補助金 45,000 12,182 57,182 

5土木費国庫補助金 797,335 28,669 826,004 

6教育費国庫補助金 296,331 57,290 353,621 

7商工費国庫補助金

゜
413,840 413,840 

16県支出金 6,511,903 469,806 6,981, 709 

1県負担金 4,472,544 440,660 4,913,204 
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国庫支出金県支出金

（単位千円）

節
説 明

区 ノ刀‘ 金 額

2児童福祉費補 18,201 4子ども・子育て支援交付金 8,037 
13子ども・子育て支援事業費補助金 {10/1 0) 10,164 

助金

4地方創生臨時 860,368 l物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 860,368 

交付金

3地方創生臨時 27,492 1物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 27,492 

交付金

1水産業費補助 6,000 1水産物供給基盤機能保全事業費補助金 (1/ 2) 6,000 

金

2地方創生臨時 6,182 1物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 6,182 

交付金

2道路橋りょう 28,669 1社会資本整備総合交付金 28,669 

費補助金

2小学校費補助 19,559 3小学校施設整備費補助金 19,559 

金

3中学校費補助 12,231 3中学校施設整備費補助金 12,231 

金

5地方創生臨時 25,500 1物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 25,500 

交付金

1地方創生臨時 413,840 1物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 413,840 

交付金
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款 項 目 補正前の額 補 正 額 計

1民生費県負担金 4,443,614 440,660 4,884,274 

2県補助金 1- 1,502,770 29,146 1,531,916 

2民生費県補助金 1,007,008 29,146 1,036,154 

17財産収入 213,149 29,031 242,180 

1財産運用収入 177,100 26,787 203,887 

2利子及び配当金 65,493 26,787 92,280 

2財産売払収入 36,049 2,244 38,293 

2物品売払収入 11,049 2,244 13,293 

18寄附金 225,146 18,957 244,103 

1寄附金 225,146 18,957 244,103 

2総務費寄附金 159,865 950 160,815 
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県支出金財産収入寄附金

（単位千円）

節
説 明

区 分 金 額

1社会福祉費負 127,806 3保険基盤安定負担金 78,499 
4自立支援給付費負担金 (1/4) 37,000 

担金 5障害児施設措置費（給付費等）負担金 (1/4) 12,307 

2児童福祉費負 312,854 l保育所運営費負担金 (2. 5/1 0) 196,817 
7施設型給付費負担金 (2. 5/1 0) 74,953 

担金 8地域型保育給付費負担金 (2. 5/1 0) 38,913 
9施設等利用費負担金 (2. 5/1 0) 2,171 

1社会福祉費補 2,534 5市町村地域生活支援事業補助金 (1/ 4) 2,534 

助金

2児童福祉費補 26,612 1ひとり親家庭等医療費助成事業補助金 (1/ 2) 8,344 
6子ども・子育て支援交付金 8,037 

助金 7教育・保育給付費（施設型給付費等）補助金 (1/ 2) 10,231 

1利子収入 26,787 2財政調整基金利子 2,613 
3公共施設等再編整備基金利子 8,353 
4まち・ひと・しごと創生基金利子 4 
6文化振興基金利子 2 
7姉妹都市交流基金利子 17 
8子ども未来応援基金利子 455 
9太陽光発電設備普及啓発基金利子 3 
10ごみ減量化・資源化基金利子 1,023 
11緑のまちづくり基金利子 471 
12森林環境譲与税基金利子 1 1 
13学校施設整備基金利子 13,835 

1物品売払収入 2,244 2学校給食費 2,244 

1総務費指定寄 950 2公共施設等再編整備基金寄附金 580 
5文化振興基金寄附金 34 

附金 6姉妹都市交流基金寄附金 336 

必
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款 項 目 補正前の額 補 正 額 計

3民生費寄附金 13,010 12,159 25,169 

4衛生費寄附金 121 1,411 1,532 

5上木費寄附金 1,400 △25 1,375 

I 

6教育費寄附金 10 4,462 4,472 

19繰入金 1,034,561 △2,734 1,031,827 

2基金繰入金 I | 
960,735 △2,734 958,001 

I i 1ふるさと基金繰入金 96,670 3,462 100,132 

5子ども未来応援基金繰入金 131,306 6,904 138,210 

7ごみ減量化・資源化基金繰入金 473,899 △13, 100 460,799 

20繰越金 2,199,285 3,610,000 5,809,285 

1繰越金 2,199,285 3,610,000 5,809,285 

1繰越金 2,199,285 3,610,000 5,809,285 

21諸収入 5,056,051 14,270 5,070,321 

5雑入 1,717,159 14,270 1,731,429 

I 
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寄附金繰入金繰越金諸収入

（単位千円）

節
説 明

区 ノ刀‘ 金 額

1民生費指定寄 12,159 1社会福祉基金寄附金 476 
2子ども未来応援基金寄附金 11,683 

附金

1衛生費指定寄 1,411 1太陽光発電設備普及啓発基金寄附金 655 
2ごみ減量化・資源化基金寄附金 756 

附金

1土木費指定寄 △25 1緑のまちづくり基金寄附金 △25 

附金

1教育費指定寄 4,462 1学校施設整備基金寄附金 4,462 

附金

1ふるさと基金 3,462 1ふるさと基金繰入金 3,462 

繰入金

1子ども未来応 6,904 1子ども未来応援基金繰入金 6,904 

援基金繰入金

1ごみ減量化・ △13, 100 lごみ減量化・資源化基金繰入金 △13,100 

資源化基金繰

入金

1前年度繰越金 3,610,000 1前年度繰越金 3,610,000 
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款 項 目 補正前の額 補 正 額 計

2雑入 1, 715, 148 14,270 1,729,418 

~ヽ

22市債 12,283,499 234,600 12,518,099 

1市債 12,283,499 234,600 12,518,099 

3衛生債
I 

591,400 13, 100 604,500 

5農林水産業債 56,600 2,300 58,900 

7土木債 3,668,000 68,100 3,736,100 

I 

8消防債 405,800 8,000 413,800 

9教育債 4,892,200 143, 100 5,035,300 
， 

歳 入 ムロ 計 98,030,780 7,761,267 105,792,047 
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諸収入市債

（単位千円）

節
説 明

区 分 金 額

3民生費雑入 1,150 18障がい児支援給付費返還金 329 
19訓練等給付費返還金 821 

4衛生費雑入 39,854 4太陽光発電売電収入 52 
6有価物売却代 39,802 

8土木費雑入 △26,734 8浜園橋橋りょう整備負担金 △26,734 

2清掃債 13,100 5粗大ごみ処理施設整備事業債 13, 100 

2水産業債 2,300 1漁港機能保全事業債 2,300 

1道路橋りょう 68, 100 3道路舗装事業債 82,600 
13浜園橋橋りょう整備事業債 △24,200 

債 25下寺尾芹沢線道路改良事業債 9,700 

1消防債 8,000 7消防署松林出張所整備事業債 8,000 

1小学校債 120,400 1義務教育施設整備事業債 120,400 

2 中学校債 22,700 1義務教育施設整備事業債 22,700 
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3 歳出

補正額の財源内訳

款 項 目 補正前の額 補正額 計
区 ハ刀 金 額

2総務費 10,644,687 380,733 11,025,420 

1総務管理費 8,658,133 
＇ 

363,586 9,021,719 

143,639 257,534 401,173 そ の 他 2,613 

一般財源 254,921 

654,321 8,949 663,270 そ の 他 8,933 

一般財源 16 

1,219,773 7,004 1,226,777 そ の 他 10,466 

一般財源 △3,462 

490, 111 400 490,511 そ の 他 389 

一般財源 11 

I 113,426 89,699 203,125 国庫支出金 44,849 

一般財源 44,850 

835,962 17,147 853, 1091 

1戸籍住民基本台帳費 835,962 17,147 853,109 国庫支出金 16,477 

一般財源 670 

3民生費 -- 40,758,123 3,019,606 43,777,729 

1社会福祉費 19, 267, 9461 1,286,996 20,554,942 

1社会福祉総務費 7,987,221 1,003,848 8,991,069 国庫支出金 870,868 

県支出金 I 
78,499 

I Iそ の 他 476 
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--0123456789

節

区 分 金 額

24積立金 257,534 

24積立金 8,949 

24積立金 7,004 

24積立金 400 

17備品購入費 89,699 

11役務費 10,884 

1通信運搬費 10,884 

12委託料 5,593 

18負担金補助及 670 

び交付金

18負担金補助及 847,537 

び交付金

説

30財政調整基金積立金

60公共施設等再編整備基金積立金

80まち・ひと・しごと創生基金積立金

40文化振興基金積立金

140姉妹都市交流基金積立金

20防災対策事業費
2防災資機材整備事業費
5防災倉庫整備事業費

50旅券発給業務関係経費

90社会保障・税番号制度推進事業費

40社会福祉協議会関係経費
2社会福祉基金補助金

100国民健康保険事業保険基盤安定繰出金

明

総務費民生費

（単位千円）

257,534 

8,949 

7,004 

36 

364 

89,699 
83,913 
5,786 

670 

16,477 

487 
487 

136,423 
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--0123456789

補正額の財源内訳

款 項 目 補正前の額 補正額 計
区分 金額

一般財源 54,005 

2障がい者福祉費 7,294,640 278,789 7,573,429 国庫支出金 120,404 

県支出金 51,841 

そ の 他 410 

一般財源 106,134 

4老人福祉費 3,617,624 4,359 3,621,983 一般財源 4,359 

2児童福祉費 17,094,202 1,533,306 18,627,508 

1児童福祉総務費 4,650,006 53,357 4,703,363 国庫支出金 8,037 

県支出金 8,037 

そ の他 15,472 

一般財源 21,811 

2児童保育費 11,675, 104 1,433,004 13, 108, 108 国庫支出金 847,436 

県支出金 323,085 

一般財源 262,483 
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知艮H

区 ノ刀＼ 金 額
説 明

22償還金利子及 13,363 130介護保険事業特別会計繰出金

び割引料 190重層的支援体制整備事業費

I 200生活困窮者自立支援事業費
27繰出金 142,948 

250物価高騰対応重点支援給付金給付事業費（追加）
l物価高騰対応重点支援給付金（追加）

260物価麻騰対応重点支援事業費

12委託料 6,806 10障がい者福祉管理経費
l障がい者福祉管理経費

18負担金補助及 13,318 40自立支援給付費
2訓練等給付費

び交付金 3補装具給付費

50障がい者生活支援事業費
19扶助費 218,433 1障がい者生活支援事業費

80地域生活支援事業費
22償還金利子及 40,232 

90障がい児支援給付費
び割引料

120物価高騰対応重点支援事業費

18負担金補助及 4,359 80神奈川県後期高齢者医療広域連合関係経費

び交付金

12委託料 10,000 50一時預かり事業費

170地域型保育運営補助事業費
18負担金補助及 24,248 

180子ども未来応援基金積立金
び交付金

-- 19,109 1200ファーストプレゼント事業費

24積立金

12委託料 860,884 10民間保育所等運営事業費

30児童手当費
18負担金補助及 552,224 

60施設型給付費
び交付金

70地域型保育給付費

民生費

（単位千円）

6,525 

3,682 

9,681 

810,000 
810,000 

37,050 

47,038 
47,038 

148,448 
138,799 
9,649 

10,616 
10,616 

10,140 

49,229 

13, 318 

4,359 

10,277 

13,971 

19, 109 

10,000 

850,720 

10,164 

342,202 

201,337 



-48-

--0123456789

補正額の財源内訳

款 項 目 補正前の額 補正額 計
区 ノ刀＼ 金 額

I 

3母子福祉費 165,464 17,385 182,849 県支出金 8,344 

一般財源 9,041 

4児童福祉施設費 486,389 25,990 512,379 一般財源 25,990 

i I 

5地域児童福祉費 117, 239 3,570 I 120,809 そ の 他 3,570 

3生活保護費 4,395,975 199,304 4,595,279 

1生活保護総務費 225,292 134,852 360,144 一般財源 134,852 

I 

2扶助費 4,170,683 64,452 4,235,135 国庫支出金 48,339 

一般財源 16, 113 

I 

4衛生費 11,290,561 519,014 11,809,575 

1保健衛生費 5,738,411 424,215 6,162,626 

1保健衛生総務費 3,436,069 27,492 3,463,561 国庫支出金 27,492 

I 
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--0123456789

節

区 分 金 額

22償還金利子及 19,896 

び割引料

19扶助費 17,385 

10需用費 4,960 

7賄材料費 4,960 

12委託料 21,030 

12委託料 3,570 

22償還金利子及 134,852 

び割引料

19扶助費 64,452 

10需用費 25 

4印刷製本費 25 

11役務費 46 

l通信運搬費 46 

18負担金補助及 27,421 

び交付金

説 明

80施設等利用費

110子育て世帯生活支援特別給付金返還金

120子育て世帯生活支援特別給付金給付事務費返還金

20ひとり親家庭等医療費助成事業費

20保育園施設維持管理経費

30児童指導育成経費

10ニファミリーサポートセンター事業費

20生活保護総務管理経費ヘ

10生活保護扶助費

160物価高騰対応重点支援事業費

民生費衛生費

（単位千円）

8,685 

8,200 

11,696 

17,385 

21,030 

4,960 

3,570 

134,852 

64,452 

27,492 
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補正額の財源内訳

款 項 目 補正前の額 補正額 計
区 ノ刀＼ 金 額

2予防費 1,356,273 363,310 1,719,583 一般財源 363,310 

I 

3母子衛生費 414,071 32,685 446,756 一般財源 32,685 

4環境衛生費 176,651 728 177,379 そ の 他 710 

一般財源 18 

2清掃費 5, 552, 150 94,799 5,646,949 

1清掃総務費 1,752,545 94,799 1,847,344 そ の 他 41,581 

一般財源 53,218 

2じんかい処理費 3,507,202 

゜
3,507,202 地 方 債 13, 100 

そ の 他 △13,100 

6農林水産業費 338,821 21,925 360,746 

1農業費 179,963 6,182 186,145 

3農業振興費 17,826 6,182 24,008 国庫支出金 6,182 

2水産業費 158,858 15,743 174,601 

2漁港管理費 133,813 15,743 149,556 国庫支出金 6,000 

地 方 債 2,300 

そ の 他 7,846 

一般財源 △403 

7商工費 3,415,496 476,287 3,891,783 
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節

区 ノ刀＼ 金 額

22償還金利子及 363,310 

び割引料

22償還金利子及 32,685 

び割引料

e. 

24積立金 728 

24積立金 94,799 

18負担金補助及 6,182 

び交付金

14工事請負費 15,743 

衛生費農林水産業費商工費

（単位千円）

説 明

30感染症対策事業費 1, 761 
1感染症予防事業費 1, 761 

40疾病対策事業費 843 
2風しん抗体検査事業費 843 

90新型コロナウイルスワクチン接種事業費返還金 360,706 

10母子保健事業費 1,493 
2母子健康診査事業費 1,493 

50いとしのベビー出産・子育て応援事業費 31,192 

90太陽光発電設備普及啓発基金積立金 728 

40ごみ減量化・資源化基金積立金 94,799 

60物価高騰対応重点支援事業費 6,182 

30漁港機能保全事業費 15,743 
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補正額の財源内訳

款 項 目 補正前の額 補正額 計
区 ハ刀 金 額

1商工費 3,415,496 476,287 3,891,783 

l 

1商工振興費 3,334,591 476,287 3,810,878 国庫支出金 413,840 

一般財源 62,447 

8土木費 10,084,335 71, 141 10,155,476 

2道路橋りょう費

I 
2,983,583 67,465 3,051,048 

2道路維持費 443,780 144,617 588,397 国庫支出金 62,000 

地 方 債 82,600 

一般財源 17 

3道路新設改良費 1,133,220 11, 817 1, 145, 037 国庫支出金 2,000 

地 方 債 9,700 

一般財源 117 
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節

区 八刀 金

8旅費

2普通旅費

10需用費

1消耗品費

11役務費

1通信運搬費

2広告料

12委託料

13使用料及び賃

借料

14工事請負費

18負担金補助及

び交付金

14工事請負費

10需用費

1消耗品費

12委託料

額

80 

80 

650 

650 

1,417 

66 

1,351 

397,809 

44 

62,447 

13,840 

144,617 

20 

20 

355 

説 明

100道の駅整備推進事業費

130物価高騰対応重点支援事業費

10道路舗装修繕事業費

70北部地区幹線道路改良事業費
2下寺尾芹沢線道路改良

商工費土木費

（単位千円）

62,447 

413,840 

144,617 

11,817 
11,817 
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--0123456789

補正額の財源内訳

款 項 目 補正前の額 補正額 計
区 分 金 額

4橋りょう新設改良費 743,375 △88,969 654,406 国庫支出金 △35,331 

地 方 債 △24,200 

そ の 他 △26,734 

一般財源 △2,704 

4都市計画費 4,332,413 3,676 4,336,089 

1都市計画総務費 3,367,487 2,956 3,370,443 一般財源 2,956 

4緑化推進費 69,916 720 70,636 そ の 他 457 

一般財源 263 

9消防費 3,590,773 

゜
3,590,773 

1消防費 3,590,773 

゜
3,590,773 

1常備消防費 3,222,336 

゜
3,222,336 地 方 債 8,000 

一般財源 △8,000 

10教育費 11,324,351 3,272,561 14,596,912 

1教育総務費 1,170,678 3,048,739 4,219,417 

2事務局費 1,164,608 3,048,739 4,213,347 地 方 債 10,300 

そ の 他 18,297 

一般財源 3,020,142 

2小学校費 3,031, 720 148,323 3,180,043 

1学校管理費 2,707,964 123,874 2,831,838 国庫支出金 9,267 

地 方 債 108,900 
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節

区，分 金 額

16公有財産購入 11,442 

費

14工事請負費 △88,969 

23投資及び出資 2,956 

金

24積立金 720 

18負担金補助及 30,382 

び交付金

24積立金 3,018,357 

10需用費 5,584 

I 5光熱水費 5,584 

説

10浜園橋橋りょう整備事業費

50公共下水道事業会計出資金

30緑のまちづくり基金積立金

50森林環境譲与税基金積立金

80教育事務委託負担金

150学校施設整備基金積立金

20一般管理経費

90学校施設整備事業費

土木費消防費教育費

（単位千円）

明

△88,969 

2,956 

709 

1 1 

｀ 

30,382 

3,018,357 

5,584 

118,290 
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補正額の財源内訳

款 項 目 補正前の額 補正額 計
区分 金額

一般財源 5,707 

2教育振興費 323,756 24,449 348,205 国庫支出金 10,292 

地方債 11,000 

一般財源 3,157 

3中学校費 4,144,898 35,910 4,180,808 

1学校管理費 3,946,212 7,673 3,953,885 一般財源 7,673 

2教育振興費 198,686 28,237 226,923 国庫支出金 12,231 

地方債 12,900 

一般財源 3,106 

4学校給食費 1,059,989 27,744 1,087,733 

2学校給食用食品購入費

゜
27,744 27,744 国庫支出金 25,500 

そ の 他 2,244 

5社会教育費 1,917,066 11,845 1,928,911 

5青少年対策費 669,877 11, 845 681,722 一般財源 11,845 

歳 出 合 計 98,030,780 7,761,267 105,792,047 
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教育費

（単位千円）

底艮n

区 分 金 額
説 明

14工事請負費 I ll8, 290 1学校施設整備事業費 118,290 

10需用費 1,416 20特別支援学級関係経費 24,449 

1消耗品費 1,416 

14工事請負費 21,468 

17備品購入費 1,565 

10需用費 7,673 20一般管理経費 7,673 

I I 5光熱水費 I I 
7,673 

10需用費 1,363 20特別支援学級関係経費 28,237 

1消耗品費 1,363 

14工事請負費 25,305 

17備品購入費 1,569 

10需用費 27,744 10物価高騰対応重点支援事業費 25,500 

7賄材料費 27,744 20学校給食用食品購入費 2,244 

i 

22償還金利子及 11,845 70放課後児童健全育成事業費 11, 845 

び割引料
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継 続 費 に

全 体 計 画

款 項 事 業 名
左 の 財 源 内 訳

年度 年割額 特 定 財 源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

令和 千円 千円 千円 千円 千円

8土木費 2道路 浜園橋橋りょう
5 ゜橋りょう費 整備事業

（取付道路工）
6 

230,000 7,370 135,900 '71, 555 15,175 

7 
20,000 12,400 6,222 1,378 

計
250,000 7,370 148,300 77,777 16,553 

令和

10教育費 2小学校費 学校施設整備事業
6 ゜（円蔵小学校西棟・

中棟大規模改修工事）
7 

321,628 241,200 80,428 

計
321,628 241,200 80,428 
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関 す る 調

書

前前年度 前年度末 当該年度 当該年度 翌 年 度
継続費の

末までの までの支出 支 出 末までの 以降支出
総 額 に

支 出 額 （見込） 額 予 r 疋 額 支出予定額 予 定 額
対す る

I 進 捗 率

千円 千円 千円
千円 II 

千円 ％ 

0. 0 

i 

230,000 230,000 92.0 
| 

， 
20,000 8.0 | 

230,000 230,000 20,000 100.0 

0.0 

321,628 100. 0 

321,628 100. 0 
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債務負担行為

月‘I’J 年 度 末 ま で の

事 項 限 度 額 支 出 （ 見 込 ） 額

期 間 I 金 額

千円 千円

令和 7年度交通安全施設設置事業経費 21,848 

令和 7年度市道80 3 1号線道路改良事業経費 12,875 

令和 7年度消防団器具置場改修事業経費 11,833 
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に関する調書

当 該年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

支 出 予 定 額 特 定 財 源
一般財源

期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円

令和6年度 21,848 5,000 16,848 
s 

令和7年度

令和6年度 12,875 11, 500 1,375 
s 

令和7年度

令和6年度 11,833 8,800 3,033 
I 

令和7年度
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地 方 債 に 関 す る 調 書

（単位千円）

当該年度中増減見込み 当 該 年 度 末

区 分
前年度末

当該年度中起債見込額 現在
尚， 見 込 額

現 在 蘭． 
補正前の額 補正 額 計 補正 月ヽl9 j 補 正後

1 普通債 35,730,768 13,420,100 234,600 13,654,700 45,896,845 46,131,445 

(3) 衛 生 2,592,652 661,900 13, 100 675,000 2,933,778 2,946,878 

(5) 農林水産業 543,_964 56,600 2,300 58,900 566,796 569,096 

(7) 土 木 8,310,939 3,870,000 68,100 3,938,100 11,403,308 11,471,408 

(9) 消 防 681,365 589,400 8,000 597,400 1,155,036 1,163,036 

(10)教 云目 9,543,028 5,617,800 143,100 5,760,900 14,229,190 14,372,290 

メロ 計 59,570,787 13,753,799 234,600 13,988,399 67,678,293 67,912,893 
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議案第 3号

令和 6年度茅ヶ崎市国民健康保険事業特別会計補正予算（第4号）

令和 6年度茅ヶ崎市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第4号）は、次に定めると

ころによる。

（歳入歳出予算の補正）

第 1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ251,898千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ23,140,339千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、 「第 1表 歳入歳出予算補正」による。

令和 7年 2月21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

提案理由

本案は、地方自治法第21 8条第 1項の規定により提案する。
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第1表歳入歳出予算補正
歳入

（単位千円）

呈訊 項 補正前の額 補正額 計

1国民健康保険料 5,175,226 △136,423 5,038,803 

1国民健康保険料 5,175,226 △136,423 5,038,803 

3県支出金 15,684,012 1,098 15, 685, 110 

1県補助金 15,684,012 1,098 15, 685, 110 

4財産収入 15 800 815 

1財産運用収入 15 800 I 815 

5繰入金 l 1,930,469 136,423 | I 2,066,892 

1一般会計繰入金 1,580,469 136,423 l, 716,892 

6繰越金 22,056 250,000 272,056 

I I 1繰越金 I 22,056 250,000 272,056 

歳 入 合 計
I 

22, 888, 441 I 251,898 23,140,339 
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歳出
（単位千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

3 国民健康保険事業費納
付金

6,832,354 

゜
6,832,354 

1医療給付費分 4,533,661 

゜
4,533,661 

2後期高齢者支援金等分 1,684,527 

゜
1,684,527 

3介護納付金分 614,166 

゜
614,166 

4保健事業費 213,310 1, 0981 214,408 

2保健事業費 29,407 1,098 30,505 

5国民健康保険運営基金 15 250,800 250,815 

1国民健康保険運営基金 15 250,800 250,815 

歳 出 合 計 22,888,441 251,898 23,140,339 





-67-
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国保

括
入

総
歳

ー
歳入歳出補正予算事項別明細書

（単位千円）

款 補正前の額 補 正 額 計

1国民健康保険料 5,175,226 △136,423 5,038,803 

3県支出金 15,684,012 1,098 15,685,110 

4財産収入 15 800 815 

5繰入金 I 136,423 2,066,892 1,930,469 

6繰越金 22,056 250,000 272,056 

歳 入 合 計 22,888,441 251,898 l 23,140,339 
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歳出

款 補正前の額 補正額 計

3国民健康保険事業費納付金 6,832,354 

゜
6,832,354 

4保健事業費 213,310 1,098 214,408 

5国民健康保険運営基金 15 250,800 250,815 

歳 出 合 計 22,888,441 251,898 23,140,339 
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国保

（単位千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳
特 定 財 源

国 県支 出 金 地 方 債 I 他
l 般 財 源

そ の

゜ ゜
136,423 △136,423 

I 

1,098 

゜ ゜ ゜
゜ ゜

800 250,000 

1,098 OI | 137,223 113,577 
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2 歳入

款 項 目 補正前の額 補 正 額 計

1国民健康保険料 5,175,226 △136,423 5,038,803 

1国民健康保険料 5,175,226 △136,423 5,038,803 

1国民健康保険料 5,175,226 △136,423 5,038,803 

3県支出金 15,684,012 1,098 15,685,110 

1県補助金 15,684,012 1,098 15,685,110 

1保険給付費等交付金 15,684,012 1,098 15,685,110 

4財産収入 15 800 815 

1財産運用収入 15 800 815 

1利子及び配当金 15 800 815 

5繰入金 1,930,469 136,423 2,066,892 

1一般会計繰入金 1,580,469 136,423 1,716,892 

1一般会計繰入金 1,580,469 136,423 1,716,892 

6繰越金 22,056 250,000 272,056 

1繰越金 22,056 250,000 272,056 
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国民健康保険事業特別会計

（単位千円）

節
説 明

区 分 金 額

1医療給付費分 △86,466 l医療給付費分現年分 △86,466 

現年分

2後期高齢者支 △31,860 l後期高齢者支援金分現年分 △31,860 

援金分現年分

3介護納付金分 △18,097 1介護納付金分現年分 △18,097 

現年分

1保険給付費等 1,098 2特別交付金 1,098 

交付金

1利子収入 800 1利子収入 800 

1保険基盤安定 136,423 1保険基盤安定繰入金 136,423 

繰入金
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款 項 目 補正前の額 補 正 額 計

1繰越金 22,056 250,000 272,056 

歳 入 ムロ 計 22,888,441 251,898 23,140,339 
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国民健康保険事業特別会計

（単位千円）

節
I 

説 明
区 ノ刀＼ 金 額

1前年度繰越金 250,000 1前年度繰越金 250,000 
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3 歳出

補正額の財源内訳

款 項 目 補正前の額 補正額 計
区分 金額

3国民健康保険事業費納付金 6,832,354 

゜
6,832,354 

1医療給付費分 4,533,661 

゜
4,533,661 

1医療給付費分 4,533,661 

゜
4,533,661 そ の 他 86,466 

一般財源 △86,466 

2後期高齢者支援金等分 1,684,527 

゜
1,684,527 

1後期高齢者支援金等分 1,684,527 

゜
1,684,527 そ の 他 31,860 

一般財源 △31,860 

3介護納付金分 614,166 

゜
614,166 

1介護納付金分 614,166 

゜
614,166 そ の 他 18,097 

一般財源 △18,097 

4保健事業費 213,310 1,098 214,408 

2保健事業費 29,407 1,098 30,505 

2病院事業費 21,150 1,098 22,248 県支出金 1,098 

5国民健康保険運営基金 15 250,800 250,815 

1国民健康保険運営基金 15 250,800 250,815 

1国民健康保険運営基金 15 250,800 250,815 そ の 他 800 

一般財源 250,000 

歳 出 合 計 22,888,441 251,898 23,140,339 
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底艮n

区 分 金

， I 

18負担金補助及

び交付金

， 

l 

24積立金
I 

額
説

I 

＇ 
1,098 10病院事業会計負担金

250,800 10国民健康保険運営基金積立金

国民健康保険事業特別会計

（単位千円）

明

1,098 

250,800 
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議案第4号

令和 6年度茅ヶ崎市介護保険事業特別会計補正予算（第4号）

令和 6年度茅ヶ崎市の介護保険事業特別会計補正予算（第4号）は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算の補正）

第 1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ52,200千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 19,806,779千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、 「第 1表 歳入歳出予算補正」による。

令和 7年 2月21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

提案理由

本案は、地方自治法第21 8条第 1項の規定により提案する。
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第1表歳入歳出予算補正
歳入

（単位千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

3国庫支出金 3,889,789 11, 536 3,901,325 

1国庫負担金 3,283,701 5,040 3,288,741 

2国庫補助金 606,088 6,496 612,584 

4支払基金交付金 5,075,669 14,094 5,089,763 

l支払基金交付金 5,075,669 14,094 5,089,763 

5県支出金 2,692,853 6,525 2,699,378 
I 

| 1県負担金 2,599, 384 I 3,150 2,602,534 

2県補助金 93,469 3,375 96,844 

6繰入金 3,461,120 20,045 3,481,165 

1一般会計繰入金 3,060,618 6,525 3,067,143 

2基金繰入金 400,502 13,520 414,022 

歳 入 合 計 19,754,579 52,200 19,806,779 
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歳出
（単位千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

2保険給付費 18,101,817 25,200 18,127,017 

1保険給付費 18,101,817 25,200 18,127,017 

3地域支援事業費 723,713 27,000 750,713 

1 介護予防•生活支援サ
ービス事業費

651,402 27,000 678,402 

歳 出 合 計 19,754,579 52,200 19,806,779 
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歳入歳出補正予算事項別明細書
介護

括
入

総
歳

ー

（単位千円）

款 補正前の額 補 正 額 計
ヽ

3国庫支出金 3,889,789 11,536 3,901,325 

4支払基金交付金 5,075,669 14,094 5,089,763 

5県支出金 2,692,853 6,525 2,699,378 

6繰入金 3,461, 120 20,045 3,481,165 

歳 入 合 計 19,754,579 52,200 19,806,779 
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歳出

款 補正前の額 補正額 計

2保険給付費 18,101,817 25,200 18,127,017 

3地域支援事業費 723,713 27,000 750, 713 

歳 出 A ロ 計 19,754,579 52,200 19,806,779 
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介護

（単位千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳
特 定 財 源

国 県支 出 金 地 方 債 そ 他
般 財 源

の

8,719 ＇ 

゜
16,481 

゜
9,342 。I 17, 658 I I 

゜
18, 061 

゜
34, 139 T I I 

゜
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2 歳入

款 項 目 補正前の額 補正額 計

3国庫支出金 3,889,789 11,536 3,901,325 

1国庫負担金 3,283,701 5,040 3,288,741 

1介護給付費負担金 3,283,701 5,040 3,288,741 

2国庫補助金 606,088 6,496 612,584 

1調整交付金 395,096 1,096 396,192 

2地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支 134,130 5,400 139,530 

援総合事業）

4支払基金交付金 5,075,669 14,094 5,089,763 

1支払基金交付金 5,075,669 14,094 5,089,763 

1介護給付費交付金 4,894,360 6,804 4,901,164 

2地域支援事業支援交付金 181,309 7,290 188,599 

5県支出金 2,692,853 6,525 2,699,378 

1県負担金 2,599,384 3,150 2,602,534 

1介護給付費負担金 2,599,384 3,150 2,602,534 

2県補助金 93,469 3,375 96,844 

1地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支 83,831 3,375 87,206 

援総合事業）

6繰入金 3,461,120 20,045 3,481,165 

1一般会計繰入金 3,060,618 6,525 3,067,143 
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介護保険事業特別会計

（単位千円）

研艮μ 

説 明
区 ノ刀＼ 金 額

1現年度分 5,040 1現年度分 5,040 

I 

1調整交付金 1, 096 I 1調整交付金 1,096 

1現年度分 a, 400 I 1現年度分 5,400 

I I 

I 

l 

1現年度分 6,804 1現年度分 6,804 

1現年度分 7,290 1現年度分 7,290 

1介謹給付費負 3,150 l介護給付費負担金 3,150 

担金

1現年度分 3,375 1現年度分 3,375 
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款 項 目 補正前の額 補正額 計

l一般会計繰入金 3,060,618 6,525 3,067,143 

f 

2基金繰入金 400,502 13,520 414,022 

1介護保険運営基金繰入金 400,502 13,520 414,022 

歳 入 合 計 19,754,579 52,200 19,806,779 
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介護保険事業特別会計

（単位千円）

節
説 明

区 分 金 額

l介護給付費繰 3,150 1介護給付費繰入金 3,150 

入金

4地域支援事業 3,375 1地域支援事業繰入金（介護予防・日常生活支援総合事業）
3,375 

繰入金（介護

予防・日常生

活支援総合事

業）

1介護保険運営 13,520 1介護保険運営基金繰入金 13,520 

基金繰入金
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3 歳出

補正額の財源内訳

款 項 目 補正前の額 補正額 計
区分 金額

2保険給付費 18,101,817 25,200 18,127,017 

1保険給付費 18,101,817 25,200 18,127,017 

3高額介護サービス費 563,904 25,000 588,904 国庫支出金 5,525 

県支出金 3,125 

そ の 他 16,350 

4審査支払手数料 14,896 200 15,096 国庫支出金 44 

県支出金 25 

そ の 他 131 

3地域支援事業費 723,713 27,000 750,713 

1 介護予防•生活支援サービス事業費 651,402 27,000 678,402 

1 介護予防•生活支援サービス事 588,053 25,000 613,053 国庫支出金 5,525 

業費 県支出金 3,125 

そ の他 16,350 

2介護予防ケアマネジメント事業 60,492 1,000 61,492 国庫支出金 221 

費 県支出金 125 

そ の 他 654 

3 高額介護予防•生活支援サービ 2,857 1,000 3,857 国庫支出金 221 

ス事業費 県支出金 125 

そ の他 654 

歳 出 ムロ 計 19,754,579 52,200 19,806,779 
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底艮n 

区 ノ刀＼ 金

18負担金補助及

び交付金

11役務費
I 

I I 3手数料

18負担金補助及

び交付金

12委託料

18負担金補助及

び交付金

I 

額
説

I 

I 

2s, ooo I 10高額介護サービス費

200 10審査支払手数料

200 I 

I 

I 

25,000 10 介護予防•生活支援サービス事業費

1, ooo I 10介護予防ケアマネジメント事業費

1,000 10 高額介護予防•生活支援サービス事業費

l 

介護保険事業特別会計

（単位千円）

明

25,000 

200 

25,000 

1,000 

1,000 
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議案第 5号

令和 6年度茅ヶ崎市公共用地先行取得事業特別会計補正予算（第2号）

令和 6年度茅ヶ崎市の公共用地先行取得事業特別会計補正予算（第2号）は、次に定め

るところによる。

（繰越明許費）

第 1条 地方自治法（昭和 22年法律第67号）第21 3条第 1項の規定により翌年度に

繰り越して使用することができる経費は、 「第 1表 繰越明許費」による。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

提案理由

本案は、地方自治法第21 8条第 1項の規定により提案する。
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第 1表繰越明許費

（単位千円）

款 項 事 業 名 金 額

1 総務費 1 総務管理費 用 地 先 行 取 得 事 業 244,498 
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議案第 6号

令和 6年度茅ヶ崎市公共下水道事業会計補正予算（第2号）

（総則）

第 1条 令和 6年度茅ヶ崎市公共下水道事業会計の補正予算（第 2号）は、次に定めると

ころによる。

（業務の予定量の補正）

第 2条 令和 6年度茅ヶ崎市公共下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第2条に

定めた業務の予定量を次のとおり補正する。

（事項） （既決予定量） （補正予定量） （計）

(4) 主要な建設改良費

管渠建設事業費 1, 713, 108千円 174,244千円 1,887,352千円

（資本的収入及び支出の補正）

第 3条 予算第4条本文括弧書中「不足する額 1,751,712千円は、損益勘定留保

資金で補填するものとする。」を「不足する額 1, 755, 127千円は、損益勘定留

保資金で補填するものとする。」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補

正する。

（科目）

収入

第 1款資本的収入

第 1項企業債

第2項出資金

第4項補助金

支出

第1款資本的支出

第 1項建設改良費

（既決予定額） （補正予定額）

2,612,926千円 170,829千円

1,766,900千円 95,000千円

295,592千円 2,956千円

180,610千円 72,873千円

4,364,638千円 174,244千円

2,167,378千円 174,244千円

（計）

2,783,755千円

1,861,900千円

298,548千円

253,483千円

4,538,882千円

2,341,622千円
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（債務負担行為の補正）

第4条 予算第6条に定めた債務負担行為を次のとおり補正する。

追加

事 項 期 間

令和 7 年度公共下水道事業 令和 6年度

l 
柳島地内外管渠更生事業経費

令和 7年度

（企業債の補正）

第 5条 予算第7条に定めた起債の限度額を次のとおり補正する。

変更

補 正 月ヽr Ij 

起 債 の 目 的
限 度 額

＇ 
公 .:l:f: ’’̀‘ 下 水 道 整備 事 業 1,429,900 

計 1,766,900 

令和 7年 2月21日提出

（単位千円）

限度額

83,558 

（単位千円）

補 正 後

限 度 額

1,524,900 

1,861,900 

茅ヶ崎市長佐藤 光

提案理由

本案は、地方自治法第21 8条第 1項の規定により提案する。
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収入

款

1資本的収入

支出

款

1資本的支出

令和6年度茅ヶ崎市公共下水道事業会計補正予算実施計画

資本的収入及び支出

項 目 既決予定額 補正予定額 計

2,612,926 170,829 2,783,755 

1企 業 債 1,766,900 95,000 1,861,900 

1下水道債 1,766,900 95,000 1,861,900 

2出 資 金 295,592 2,956 298,548 

1他会計出資金 295,592 2,956 298,548 

4補 助 金 180,610 72,873 253,483 

1国庫補助金 180,610 72,873 253,483 

項 目 既決予定額 補正予定額 計

4,364,638 174,244 4,538,882 

1建設改良費 2,167,378 174,244 2,341,622 

1管渠建設事業費 1, 713, 108 174,244 1,887,352 

（単位千円）

備 考

（単位千円）

備考
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公共下水道事業会計

令和6年度茅ヶ崎市公共下水道事業補正予定キャッシュ・フロー計算書
（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

既決予定額 呻正予定額
1業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 460,475 
減価償却費 2,576,732 
退職給付引当金の増減額（△は減少） 8, 121 
賞与引当金の増減額（△は減少） 392 
貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 356 
長期前受金戻入額 △ 1, 128, 718 
償却原価法による受取利息 △ 10 
受取利息及び受取配当金 △ 1,142 
支払利息及び企業債取扱諸費 367,257 
資産減耗費 20,500 
末収金の増減額（△は増加） △ 4,405 
末払金の増減額（△は減少） △ 39,797 △ 9,216 

小計 2,259,049 △ 9,216 

利息及び配当金の受取額 1,142 
支払利息及び企業債取扱諸費支払額 △ 415,546 

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,844,645 △ 9,216 

2投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,845, 172 △ 158,404 
無形固定資産の取得による支出 △ 139,179 
国庫補助金等による収入 185,288 66,249 
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 365,145 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,433,918 △ 92,155 

3財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 500,000 
一時借入金の返済による支出 △ 500,000 
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,766,900 95,000 
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 2,580,366 
他会計からの出資による収入 295,592 2,956 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 517,874 97,956 

資金増加額（又は減少額） △ 107,147 △ 3,415 
資金期首残高 2,483,163 
資金期末残高 2,376,016 △ 3,415 

（単位千円）

計

460,475 
2,576,732 

8, 121 
392 

△ 356 
△ 1,128,718 

△ 10 
△ 1,142 
367,257 
20,500 
△ 4,405 
△ 49,013 

2,249,833 

1,142 
△ 415,546 

1,835,429 

△ 2,003,576 
△ 139,179 

251,537 
365,145 

△ 1,526,073 

500,000 

△ 500,000 
1,861,900 
△ 2,580,366 
298,548 

△ 419,918 

△ 110,562 
2,483,163 
2,372,601 
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債 務 負 担 一丁4
1
 

為

前年度末までの支払

事 項 限度額
義務発生 （見込） 額

期間 金額

令和 7 年度公共下水道事業
83,558 

柳島地内外管渠更生事業経費
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公共下水道事業会計

に 関 す る 調 書

（単位千円）

当該年度以降の支払
左の財源内訳

義 務 発 生 予 定 額

期間 金額 国県補助金 企業債 その他

令和 6 年度

s 83,558 83,558 

令和 7年度
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1 

2 

令和 6年度茅ヶ崎市公共下水道事業補正予定貸借対照表
（令和7年 3月31日）

区 ／刀＼ 既決予定額 補正予定額 計

資 産 の 部

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

ア土 地 3,219,348 3,219,348 

イ建 物 1,074,318 1,074,318 

減価償却累計額 △ 341,360 △ 341,360 732,958 

ウ構 築 物 83,663,928 158,404 83,822,332 

減価償却累計額 △ 27,276,672 △ 27,276,672 56,545,660 

工機械及び装置 7,974,193 7,974,193 

減価償却累計額 △ 4,977,061 △ 4,977,061 2,997,132 

オ車両及び運搬具 3,747 3,747 

減価償却累計額 △ 3,211 △ 3,211 536 

カエ具、器具及び備品 3,961 3,961 

減価償却累計額 △ 3,250 △ 3,250 711 
キ建 設 仮 勘 定 208,120 208,120 

有形固定資産合計
(2) 無 形 固 定 資 産
ア施 ョ豆n又」 利 用 権 2,054,851 2,054,851 

イ ソ フ 卜 ゥ 工 ア 79 79 

無形固定資産合計
(3) 投 資

ア投資有価証券 399,950 399,950 

イ 出 資 金 4,370 4,370 

ウそ の 他 投 資 24 糾

投 資 ムロ 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 2,376,016 △ 3,415 

(2) 未 収 金

ア営 業 末 収 金 549,138 549,138 

イ営業外未収金 21,100 21,100 

ウその他未収金 20 20 

貸 倒 引 当 金 △ 1,998 △ 1,998 

未 収 金 合 計

流 動 資 産 ノロ 計

資 産 合 計

（単位千円）

63,704,465 

2,054,930 

404, 344 

66,163,739 

2,372,601 

568, 260 

2,940,861 

69,104,600 
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公共下水道事業会計

区 分 既決予定額 補正予定額 計
負 債 の 部

3 固 定 負 債
(1) 企 業 債

ア建設改良費等の財源に
23,365,868 92,625 23.458.493 

充てるための企業債

企 業 債 ムロ 計 23,458,493 
(2) 引 当 金

ア退職給付引当金 69,776 69, 776 
引 当 金 ムロ 計 69, 776 
固 定 負 債 合 計 23,528,269 

4 流 動 負 債
(1) 企 業 債

ア建設改良費等の財源に
1,979,999 2,375 1. 982. 374 

充てるための企業債
企 業 債 ムロ 計 1,982,374 
(2) 未 払 金
ア営 業 未 払 金 375,121 △ 9,216 365,905 
イ営業外未払金 30,000 30,000 
ウ建設改良費未払金 178,740 178,740 
工その他未払金

゜
g 

未 払 金 A 口 計 574,645 
(3) 引 当 金

ア賞 与 引 当 金 9,218 込
引 当 金 ムロ 計 9,218 
(4) そ の他流動負債

ア預 り 金 750 碑

その他流動負債合計 匹
流 動 負 債 合 計 2,566,987 

5 繰 延 収 益

(1) 長 期 前 工戸 金

ア国県長期前受補助金 17,650,790 66,249 17,717,039 

イ 他会計長期前受補助金 8,277,334 8,277,334 

ウその他長期前受金 8,878,525 8,878.525 

長 期 前 呼又 金 合 計 34,872,898 

(2) 長期前受金収益化累計額

ア 国県長期前受補助金累計額 △ 7,076,207 △ 7,076,207 
イ 他会計長期前受補助金累計額 △ 4,550,604 △ 4,550,604 
ウ その他長期前受金累計額 △ 3,211,515 △ 3,211. 515 

長期前受金収益化累計額合計 △ 14,838,326 

繰 延 収 益 合 計 20,034,572 
負 債 ムロ 計 46,129,828 
資 本 の 部

6 資 本 金

(1) 自 己 資 本 金 18,853,664 2,956 18,856,620 

資 本 金 ムロ 計 18,856,620 
7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

ア受贈財産評価額 1,061,904 1,061,904 

イ負 担 金 520 520 

ウ補 助 金 2,494,989 2.494.989 
資 本 剰 余 金 ムロ 計 3,557,413 
(2) 利 益 剰 余 金

ア 当年度未処分利益剰余金 560,739 560, 739 
利 益 剰 余 金 合 計 560, 739 

剰 余 金 A ロ 計 4,118, 1・52 

資 本 合 計 22,974,772 

負 債 資 本 ムロ 計 69,104,600 
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注記 令和6年度

1 重要な会計方針に係る事項

(1)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

ア 満期保有目的有価証券

取得原価または償却原価（定額法）

イ 満期保有目的以外の有価証券等

該当なし

ウ出資金
出資金額

(2) 固定資産の減価償却の方法

ア有形固定資産

。減価償却の方法

定額法による。

。主な耐用年数

建物

構築物

機械及び装置

車両及び運搬具

工具、器具及び備品

イ 無形固定資産

・減価償却の方法

定額法による。

。主な耐用年数

施設利用権

ソフトウェア

(3) 引当金の計上方法

ア 退職給付引当金

15~50年

28~50年

6~20年

4年

5年

35年

5年

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を
計上している（一般会計が負担すると見込まれる額を除く）。

イ 賞与引当金

職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度
の負担に属する金額 (12月から3月までの4か月分）を計上している（一般会計が負担すると
見込まれる額を除く）。

ウ貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上して

いる。

(4)消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

2 予定貸借対照表等関連

(1)企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1年以内に償還
予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は19,197,134千円である。
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公共下水道事業会計

3 セグメント情報関連

(1)セグメントの概要
茅ヶ崎市公共下水道事業では、公共下水道事業の単ーセグメントのため、記載を省略してい
る。

4 リース契約により使用する固定資産

(1) リース取引の処理方法
地方公営企業法施行規則第55条に規定するリース会計に係る特例を適用し、所有権移転外ファ
イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってい
る。

(2)所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

1年内 8,375千円

1年超 5,584千円

計 13,959千円

5 その他

(1)賞与引当金の取り崩し

当年度において、期末勤勉手当として55,330千円を支給予定であるため、賞与引当金8,479千円
を取り崩す予定である。
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収入

款 項 目

1資本的収入

1企業債

1下水道債

2出資金

1他会計出資金

4補助金

1国庫補助金

支出

款 項 目

1資本的支出

1建設改良費

1管渠建設事業費

令和 6 年度茅ヶ崎市公共下

資本的収入

既決予定額 補正予定額 計

2,612,926 170,829 2,783,755 

1,766,900 95,000 1,861,900 

1,766,900 95,000 1,861,900 

295,592 2,956 298,548 

295,592 2,956 298,548 

180,610 72,873 253,483 

180,610 72, 873 253,483 

既決予定額 補正予定額 計

4,364,638 174,244 4,538,882 

2,167,378 174,244 2,341,622 

1,713,108 174,244 1,887,352 
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水道事業会計補正予算説明書

及び支出

節

説

区 分 金額

1公共下水道債 95,000 1 下水道整備事業債

1一般会計出資金 2,956 1 建設改良出資金

1公共下水道国庫補 72,873 1 社会資本整備総合交付金
助金

明

3 上下水道一体効率化・基盤強化推進
事業費補助金

節

説 明

区 分 金額

24委託料 110,179 10雨水施設整備事業費

27工事請負費 64,065 20汚水施設整備事業費

30長寿命化事業費

40地震対策事業費

公共下水道事業会計

（単位千円）

95,000 

2,956 

！ 52,873 

20,000 

（単位千円）

78,232 

5,647 

26,300 

64,065 
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議案第7号

令和6年度茅ヶ崎市病院事業会計補正予算（第3号）

（総則）

第1条令和 6年度茅ヶ崎市病院事業会計補正予算（第3号）は、次に定めるところによ

る。

（収益的収入及び支出の補正）

第2条令和6年度茅ヶ崎市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第 3条に定めた

収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

収入

第 1款病院事業収益

第2項医業外収益

支出

第 1款病院事業費用

第 1項医業費用

（たな卸資産購入限度額の補正）

12,981,952千円 1,098千円 12,983,050千円

1,532,411千円 1,098千円 1,533,509千円

14,178,269千円 211, 786千円 14,390,055千円

13,893,289千円 211, 786千円 14,105,075千円

第3条予算第10条中「3,187,991千円」を「3,399,777千円」に改める6

令和7年2月21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

提案理由

本案は、地方自治法第21 8条第1項の規定により提案する。
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令和 6年度茅ヶ崎市病院事業会計補正予算実施計画

収益的収入及び支出
収入

（単位千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備 考

1病院事業収益 12,981,952 1,098 12,983,050 

2医業外収益 1,532,411 1,098 1,533,509 

2補 助 金 34,414 1,098 35,512 

支出
（単位千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備考

1病院事業費用 14,178,269 211, 786 14,390,055 

1医業費用 13,893,289 211, 786 14,105,075 

2材 料 費 3,298,539 211, 786 3,510,325 
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令和6年度茅ヶ崎市病院事業補正予定キャッシュ・フロー計算書
（令和6年4月1日から令和7年 3月31日まで）

既決予定額 補正予定額

1業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は当年度純損失） △1,197,435 △210, 152 

減価償却費 899,013 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 50,000 

賞与引当金の増減額（△は減少） 34,442 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,862 

その他引当金（法定福利費引当金）の増減額（△は減少） 6,772 

長期前受金戻入額 △429,108 

受取利息及び受取配当金 △300 

支払利息 99,928 

長期前払消費税勘定償却 28,775 

固定資産除却費 6,705 

末収金の増減額（△は増加） △48,375 

未払金の増減額（△は減少） △402,719 

たな卸資産の増減額（△は増加） △9,783 

預り金の増減額（△は減少） 3,316 

その他流動負債の増減額（△は減少） 34, 185 

小計 △926,446 △210,152 

利息及び配当金の受取額 300 

利息の支払額 △99,928 

業務活動によるキャッシュ・フロー， △1,026,074 △210, 152 

2投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △576,672 

無形固定資産の取得による支出 △111,423 

長期貸付金の返還による収入 2,300 

その他投資による支出（医師公舎敷金） △2,800 

その他投資の返還による収入 1,950 

国庫補助金等による収入 7,130 

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 734,452 

投資活動によるキャッシュ・フロー 54,937 

3財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 1,000,000 

一時借入金の返済による支出 △1,000,000 

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 694,200 

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △1,251,792 
‘‘ 

リース債務返済による支出 △45,197 

財務活動によるキャッシュ・フロー △602,789 

資金増加額（又は減少額） △1,573,926 △210,152 

資金期首残高 4,806,373 

資金期末残高 3,232,447 △210, 152 

病院事業会計

（単位千円）

計

△1,407,587 

899,013 

50,000 

34,442 

△1,862 

6,772 

△429,108 

△300 

99,928 

28,775 

6,705 

△48,375 

△402,719 

△9,783 

3,316 

34, 185 

△1,136,598 

300 

△99,928 

△1,236,226 

△576,672 

△111,423 

2,300 

△2,800 

1,950 

7,130 

734,452 

54,937 

1,000,000 

△1,000,000 

694,200 

△1,251, 792 

△45,197 

△602,789 

△1,784,078 

4,806,373 

3,022,295 
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1 

2 

令和6年度茅ヶ崎市病院事業補正予定貸借対照表
（令和 7年3月31日）

区 分 既決予定額 補正予定額 計

資 産 の 部

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

ア土 地 336,264 336,264 

イ建 物 19,423,155 19,423,155 

減価償却累計額 △11,826,028 △11,826,028 7,597,127 

ウ構 築 物 267,084 267,084 

減価償却累計額 △185,956 △185,956 81,128 

工器 械 備 品 6,715,873 6,715,873 

減価償却累計額 △4,477,121 △4,477,121 2,238,752 

オ車 両 10,857 10,857 

減価償却累計額 △5,603 △5,603 5,254 

力 リ ス 資 産 126,677 126,677 

減価償却累計額 △67,133 △67,133 59, 544 

有形固定資産合計

(2) 無 形 固 定 資 産

ア電 話 加 入 権 1,803 1,803 

イ ソ フ 卜 ウ 工 ア 622, 133 622,133 

ウ リ ス 資 産 18, 796 18, 796 

無形固定資産合計

(3) 投資その他の資産

ア長 期 貸 付 金 1,050 1,050 

イ 長期前払消費税 242,081 242,081 

ウそ の 他 投 資 6,969 

“ 投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 3,232,447 △210,152 

(2) 末 収 金 2,049,992 2,049,992 

貸 倒 引 当 金 △70,235 △70,235 

(3) 貯 蔵 品 157,952 

流 動 資 産 A ロ 計

資 産 合 計

（単位千円）

10,318,069 

642,732 

250, 100 

11,210,901 

3,022,295 

1,979,757 

157, 952 

5,160,004 

16,370,~05 
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病院事業会計

区 ／刀＼ 既決予定額 補正予定額 計

負 債 の 部

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債

ア 建設改良費等の財源に
7,500,778 7,500,778 

充てるための企業債

企 業 債 合 計 7,500,778 

(2) リ ス 債 務 46,850 46,850 

(3) 引 当 金

ア退職給付引当金 1,907,253 1. 907, 253 

引 当 金 合 計 1,907,253 

固 定 負 債 ノロ 計 9,454,881 

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債

ア 建設改良費等の財源に
1,351,902 1. 351, 902 

充てるための企業債

企 業 債 合 計 1, 351, 902 

(2) リ ス 債 務 34,376 34,376 

(3) 末 払 金 1,263,436 1,263,436 

(4) 引 当 金

ア賞 与 引 当 金 374,135 374,135 

イ その他引 当金 71, 196 71, 196 

引 当 金 合 計 445,331 

(5) そ の 他流動負債
i 

ア預 り 金 58,108 58, 108 

その他流動負債合計 58. 108 

流 動 負 債 合 計 3,153,153 

5 繰 延 収 益

(1) 長 期 月ヽI・J 点又 金

ア補 助 金 779,571 779,571 

イ 一般会計繰入金 7,913,343 7,913,343 

ウそ 0) 他 2,727 二
長期 前受金合計 8,695,641 

(2) 収 益 化 累 計 額

ア補 助 金 △438,828 △438,828 

イ 一般会計繰入金 △6,330,441 △6,330,441 

ゥ そ の 他 △814 △ 
収益化累計額合計 △6,770,083 

繰 延 収 益 合 計 1,925,558 

負 債 メロ 計 14,533,592 

資 本 の 部

6 資 本 金 5,383, 112 5, 383, 112 

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 示へ 金

ア寄 附 金 21,048 21,048 

イ 補 助 金 219, 150 219,150 

ウその他資本剰余金 1, 538, 911 1. 538, 911 

資 本剰 余金合計 1,779,109 

(2) 欠 損 金

ア 当年度未処理欠損金 5, 114, 756 210,152 5,324,908 

欠 損 金 ムロ 計 5,324,908 

剰 余 金 合 計 △3,545,799 

資 本 合 計 1,837,313 

負 債 資 本 合 計 16, 370,905_ 
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注記令和6年度

1 重要な会計方針に係る事項

(1)資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法によっている。

(2)固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

・減価償却の方法

定額法による。

•主な耐用年数

建物

構築物

器械備品

車両

イ 無形固定資産

・減価償却の方法

定額法による。

ウ リース資産

15~39年

10~25年

4~20年

5~ 6年

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を0円とする定額法を採用している。

(3)引当金の計上方法

ア退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を

簡便法により計上している。

イ賞与引当金

職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の

負担に属する金額 (12月から3月までの4か月分）を計上している。

ウ修繕引当金

修継が事業の継続に不可欠な場合等、修繕の必要性が当該事業年度において見込まれるもの

を計上している。

工貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。

オその他の引当金

職員の期末勤勉手当の支給に対応して発生する法定福利費を当年度末における期末勤勉手当

支給見込額から算出し、当年度の負担に属する額 (12月から3月までの4か月分）を計上してい

る。
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(4)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

なお、控除対象外消費税等は、当事業年度の費用として処理している。ただし、新病院建設期間

中（平成10年度から平成15年度）、別棟建設期間中（平成28年度から令和元年度）及び本館改修工

事期間中（令和2年度から令和5年度）に生じた控除対象外消費税額については、長期前払消費税勘

定に計上し、 20年間で均等償却を行っている。 また、放射線治療装置更新（令和5年度）及び医療

情報システム更新（令和5年度）において生じた控除対象外消費税額については、長期前払消費税勘

定に計上し、それぞれ10年間及び5年間で均等償却を行っている。

2 予定キャッシュ・フロー計算書等関連

(1)重要な非資金取引

当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ35,186

千円、 38,705千円である。

予定キャッシュ・フロー計算書は、間接法により作成している。

3 予定貸借対照表等関連

(1)企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1年以内に償還予定

のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は5,127,536千円である。

4 セグメント情報関連

(1)セグメントの概要

茅ヶ崎市病院事業では、病院事業の単ーセグメントのため、記載を省略している。

5 リース契約により使用する固定資産

(1) リース取引の処理方法

1契約あたりのリース料総額が、 300万円を超える所有権移転外ファイナンス。リース取引につい

ては、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理（簡便処理）を行っている。

1契約あたりのリース料総額が、 300万円以下の所有権移転外ファイナンス。リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。
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収入

款 項 目

1 病院事業収益

2 医 業 外 収

| 2 補 助

支出

款 項 目

1 病院事業費用

1 医 業 費

2 材 料

益

金

用

費

令和 6 年度茅ヶ崎市病院

収益的収入

既決予定額 補正予定額 計

12,981,952 1,098 12,983,050 

1,532,411 1,098 1,533,509 

34,414 1,098 35,512 

既決予定額 補正予定額 計

14,178,269 211, 786 14,390,055 

13,893,289 211, 786 14,105,075 

3,298,539 211, 786 3,510,325 
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事業会計補正予算．説明書

及び支出

節

区 分 金額

病院事業会計

（単位千円）

説 明

2県 補 助 金 1,098 神奈川県国民健康保険保険給付費等交付金特別交付金

（単位千円）

節

説 明

区 分 金額

1薬 品 費 46,697 

2診 療 材 料 費 165,089 
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議案第 15号

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正す

る条例

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人

番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成 27年茅ヶ崎市条例第46号）の

一部を次のように改正する。

第 2条第 2号中「第 2条第 8項」を「第 2条第 9項」に改め、同条第 3号中「第 2条

第 12項」を「第 2条第 13項」に改め、同条第4号中「第 2条第 14項」を「第 2条

第 15項」に改める。

附則

この条例は、令和 7年4月 1日から施行する。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

提案理由

本案は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の改

正に伴い、所要の規定を整備するため提案する。
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議案第 16号

茅ヶ崎市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び茅ヶ崎市職員の育児休業

等に関する条例の一部を改正する条例

（茅ヶ崎市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正）

第 1条 茅ヶ崎市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成28年茅ヶ崎市条例第 38 

号）の一部を次のように改正する。

第 9条第 1項中「この項及び第 10条第 1項」を「この項、次条第 1項」に改め、 「

第 3項まで」の次に「及び第 17条の 3第 1項」を加える。

第 13条中「介護時間」の次に「、子育て部分休暇」を加える。

第17条の 2第 3項を次のように改める。

3 前条第3項の規定は、介護時間について準用する。

第 17条の 2の次に次の 1条を加える。

（子育て部分休暇）

第 17条の3 子育て部分休暇は、職員（育児短時間勤務職員等及び任期付短時間勤務

職員を除く。）が小学校就学の始期から 7歳に達する日以後の最初の 3月 31日まで

の間にある子を養育するため、 1日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当で

あると認められる場合における休暇とする。

2 子育て部分休暇の時間は、 1日につき 2時間を超えない範囲内で必要と認められる

時間とする。

3 第 17条第 3項の規定は、子育て部分休暇について準用する。

第 18条第3項中「前条第3項」を「第 17条第3項」に改める。

第 19条の見出しを「（病気休暇等の承認）」に改め、同条中「介護時間」の次に「

、子育て部分休暇」を加える。

（茅ヶ崎市職員の育児休業等に関する条例の一部改正）

第 2条 茅ヶ崎市職員の育児休業等に関する条例（平成4年茅ヶ崎市条例第 2号）の一部

を次のように改正する。

第 27条第 2項中「という。）又は」を「という。）、」に改め、 「よる介護時間」

の次に「又は同条例第 17条の 3第 1項の規定による子育て部分休暇」を加え、 「又は

当該介護時間」を「、当該介護時間又は当該子育て部分休暇」に改める。

附則
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この条例は、令和 7年4月 1日から施行する。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

提案理由

本案は、小学 1年生の子を持つ職員が勤務時間の前後に取得することができる休暇を設

けることにより、仕事と家庭の両立を支援するため提案する。
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議案第 17号

茅ヶ崎市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例等の一部を改正

する条例

（茅ヶ崎市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正）

第 1条 茅ヶ崎市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和 31年茅ヶ崎市

条例第 10号）の一部を次のように改正する。

第3条第2項中「 10 0分の 21 2. 5」を「 10 0分の 21 5」に、 「10 0分の

2 3 7. 5」を「 10 0分の 23 5」に改める。

（茅ヶ崎市特別職の職員の給与等に関する条例の一部改正）

第 2条 茅ヶ崎市特別職の職員の給与等に関する条例（昭和 33年茅ヶ崎市条例第 8号）

の一部を次のように改正する。

第4条第2項第 1号中「 10 0分の 18 0」を「 10 0分の 17 7. 5」に改め、同

項第 2号中「 10 0分の 18 5」を「 10 0分の 18 2. 5」に改める。

（茅ヶ崎市会計年度任用職員の報酬等に関する条例の一部改正）

第 3条 茅ヶ崎市会計年度任用職員の報酬等に関する条例（令和元年茅ヶ崎市条例第 26 

号）の一部を次のように改正する。

第4条第 1項中「（医療職給料表の適用を受ける会計年度任用職員にあっては、同条

第 3項に規定する割合）」を削る。

第5条中「（医師である会計年度任用職員にあっては、同条第3項に規定する割合）

」を削る。

第 16条第 2項中「 10 0分の 12 7. 5」を「 10 0分の 12 5」に改める。

第 17条第2項中「 10 0分の 10 7. 5」を「 10 0分の 10 5」に改める。

附則

この条例は、令和 7年4月 1日から施行する。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

提案理由

本案は、職員の期末手当及び勤勉手当の額の改定に鑑み、議員及び特別職の職員の期末

手当並びに会計年度任用職員の期末手当及び勤勉手当の額を改定するため提案する。
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議案第 18号

茅ヶ崎市職員給与条例及び茅ヶ崎市一般職の任期付職員の採用等に関

する条例の一部を改正する条例

（茅ヶ崎市職員給与条例の一部改正）

第 1条 茅ヶ崎市職員給与条例（昭和 26年茅ヶ崎市条例第 74号）の一部を次の

ように改正する。

第 13条の前の見出しを削り、同条に見出しとして「（扶養手当）」を付し、

同条第 2項中「前項の「扶養親族」とは」を「扶養手当の支給については」に、

「いう」を「扶養親族とする」に改め、同項中第 1号を削り、第 2号を第 1号と

し、第 3号を第 2号とし、第 4号を第 3号とし、第 5号を第 4号とし、同号の次

に次の 1号を加える。

(5) 重度心身障害者

第 13条第 2項第 6号を削り、同条第 3項中「及び第 3号から第 6号までのい

ずれかに該当する扶養親族については 1人につき 7, 8 0 0円、同項第 2号に該

当する扶養親族（以下「扶養親族たる子」という。）については 1人につき 11 

, 3 0 0円」を「に該当する扶養親族（次項において「扶養親族たる子」という

。）については 1人につき 13, 0 0 0円、前項第 2号から第 5号までのいずれ

かに該当する扶養親族については 1人につき 7, 8 0 0円」に改め、同条第 4項

中「（以下「特定期間」という。）」を削り、 「5, 5 0 0円に特定期間」を「

5, 0 0 0円に当該期間」に改め、同条に次の 1項を加える。

5 前各項に規定するもののほか、扶養親族の数の変更に伴う支給額の改定その

他扶養手当の支給に関し必要な事項は、規則で定める。

第 14条を次のように改める。

第 14条削除

第 15条第 2項中「。次項において同じ。」を削り、 「10 0分の 10」を「

1 0 0分の 16」に改め、同条第 3項を削る。

第 16条第 1項中「次の各号のいずれかに該当する職員」を「自ら居住するた

め住宅（貸間を含む。）を借り受け、家賃（使用料を含む。以下同じ。）を支払

っている職員（市が設置する公舎に入居している職員その他規則で定める職員を

除く。）」に改め、同項各号を削り、同条第 2項中「次の各号に掲げる職員の区

分に応じて、当該各号に掲げる額」を「家賃の月額に相当する額（その額が 28 
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, 0 0 0円を超えるときは、 28, 000円）」に改め、同項各号を削る。

第 26条第 1項中「勤務した」を「勤務をした」に改め、同条第 2項中「週休

日等以外の日の午前 0時から」を「午後 10時から翌日の」に改め、 「の間」の

次に「（週休日等に含まれる時間を除く。）」を加え、 「勤務した」を「勤務を

した」に改め、同条第 3項各号列記以外の部分中「定める額」の次に「（前 2項

に規定する勤務に従事する時間を考慮して規則で定める勤務をした職員にあっ

ては、その額に 10 0分の 15 0を乗じて得た額）」を加え、同項第 1号中「規

定による」及び「（当該勤務に従事する時間等を考慮して規則で定める勤務にあ

っては、その額に 10 0分の 15 0を乗じて得た額）」を削り、同項第 2号中「

規定による」を削る。

第 2 7条第 2項中「 10 0分の 12 7. 5」を「 10 0分の 12 5」に改め、

同条第 3項中「 10 0分の 12 7. 5」を「 10 0分の 12 5」に、 「10 0分

の 71. 2 5」を「 10 0分の 70」に改める。

第 30条第 2項第 1号中「 10 0分の 10 7. 5」を「 10 0分の 10 5」に

改め、同項第 2号中「 1O 0分の 51. 2 5」を「 10 0分の 50」に改める。

第 3 1条第 2項中「から第 14条まで、第 15条第 3項」を「、第 13条」に

改め、同条第 3項中「、第 14条」を削る。

第 32条中「、扶養手当」を削る。

別表第 1及び別表第 2を次のように改める。

別表第1 儒 5条関係）

1 行政職給料表(1)

職員の
職務

の紗
1級

区 分
号給 給料月額

1 183,500 

2 184,600 

3 185,800 

4 186,900 

5 188,000 

6 189,700 

7 191,300 

8 192,900 

， 194,500 

2級 3級 4級

給料月額 給料月額 給料月額

225,600 257,300 298,800 

226,800 258,300 300,300 

227,900 259,300 301,800 

229,000 260,300 303,200 

230,000 261,300 304,600 

231,500 262,300 305,700 

233,000 263,300 306,700 

234,500 264,300 307,900 

236,000 265,300 309,100 

（単位円）

5級 6級 7級 8級

給料月額 給料月額 給料月額 靡4月額

321,300 355,200 408,300 483,600 

323,100 356,900 410,200 489,400 

324,900 358,500 412,100 495,500 

326,600 360,100 413,900 501,300 

328,300 361,700 415,700 505,900 

330,000 363,500 417,500 510,200 

331,700 365,000 419,300 513, 100 

333,400 366,600 421,100 515,700 

335,000 368,000 422,700 518,100 
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10 196,200 237,500 266,300 310,700 336,700 369,600 424,200 521,400 

1 1 197,800 239,000 267,300 312,300 338,400 371,200 425,700 524,700 

1 2 199,400 240,500 268,300 313,900 340,000 372,700 427,200 526,600 

1 3 201,000 242,000 269,300 315,400 341,500 374,600 428,700 530,100 

14 202,700 243,400 270,300 317,000 343,100 376,500 430,000 533,400 

1 5 204,400 244,800 271,300 318,600 344,700 378,400 431,300 536,400 

16 206,100 246,200 272,300 320,200 346,200 380,200 432,500 538,900 

1 7 207,400 247,400 273,300 321,700 347,600 381,700 433,700 

18 209,000 248,600 274,300 323,400 349,300 383,500 435,000 

1 9 210,600 249,800 275,300 325,000 350,900 385,200 436,300 

20 212,100 251,000 276,400 326,600 352,500 386,800 437,500 

21 213,600 252,100 277,400 328,000 353,700 388,500 438,700 

22 215,200 253,200 278,700 329,700 355,200 389,900 439,500 

23 216,800 254,300 280,000 331,400 356,700 391,300 440,300 

24 218,400 255,400 281,200 333,000 358,200 392,700 441, 100 

25 220,000 256,400 282,500 334,200 359,900 394,100 441,700 

26 221,700 257,400 283,800 336,100 361,700 395,300 442,300 

27 223,000 258,400 285,000 337,800 363,400 396,500 443,000 

28 224,300 259,400 286,200 339,400 365,100 397,500 443,900 

29 225,600 260,400 287,300 340,900 366,500 398,600 444,400 

30 226,700 261,300 288,500 342,500 367,800 399,800 445,200 

31 227,800 262,200 289,800 344,100 369,000 400,900 446,000 

32 228,900 263,100 291,100 345,700 370,400 402,000 446,800 

33 230,000 263,900 292,400 347,400 371,500 402,700 447,400 

34 231,100 264,700 293,400 349,200 372,400 403,400 448,100 

35 232,200 265,500 294,400 351,000 373,400 404,100 448,900 

36 233,300 266,300 295,500 352,800 374,500 404,800 449,800 

37 234,400 267,000 296,600 354,300 375,300 405,400 450,300 

38 235,400 267,800 297,800 355,700 376,200 406,000 451,100 

39 236,400 268,600 298,900 357,100 377,100 406,500 451,900 

40 237,300 269,300 300,100 358,500 377,900 407,200 452,600 

41 238,200 270,000 301,300 360,000 378,700 407,700 453,000 
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前用間職外員
年任時務以職
定再短勤員の

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

64 

65 

66 

67 

68 

69 

70 

7 1 

72 

73 

239,100 

239,900 

240,700 

241,400 

242,000 

242,600 

243,200 

243,800 

244,400 

245,000 

245,500 

246,000 

246,400 

246,700 

247,000 

247,300 

247,600 

247,900 

248,200 

248,500 ・ 

248,800 

249,100 

249,400 

249,700 

250,000 

250,300 

250,600 

250,900 

251,200 

251,500 

251,800 

252,100 

270,800 302,600 

271,600 303,900 

272,300 305,200 

273,000 306,500 

273,800 307,800 

274,600 309,100 

275,300 310,400 

276,000 311,700 

276,700 313,000 

277,400 314,300 

278,100 315,400 

278,800 316,300 

279,500 317,600 

280,200 318,900 

280,900 320,200 

281,500 321,400 

282,200 322,700 

282,800 323,900 

283,500 325,100 

284,100 326,400 

284,800 327,500 

285,400 328,600 

286,100 329,700 

286,700 330,400 

287,400 331,300 

288,000 332,000 

288,500 332,800 

289,000 333,600 

289,600 334,000 

290,100 334,600 

290,700 335,300 

291,200 336,100 

360,800 379,500 408,400 453,800 

361,800 380,300 409,100 454,700 

362,800 381,000 409,800 455,500 

363,700 381,700 410,200 456,200 

364,800 382,400 410,800 457,100 

365,700 383,100 411,500 457,900 

366,700 383,800 412,200 458,700 

367,600 384,300 412,500 459,400 

368,300 384,900 413,400 460,200 

369,000 385,500 414,300 461,000 

369,600 386,200 415,200 461,800 

370,000 386,600 415,500 462,600 

370,600 387,200 415,900 463,400 

371,300 387,800 416,300 464,200 

372,000 388,300 416,600 465,100 

372,300 388,700 416,900 465,900 

373,000 389,300 417,400 

373,700 389,900 418,000 

374,300 390,400 418,700 

374,600 390,800 419,200 

375,100 391,300 420,000 

375,700 391,800 420,500 

376,300 392,400 421,100 

376,600 392,700 421,600 

377,200 393,100 422,400 

377,900 393,500 , 423,100 

378,500 393,900 423,600 

378,900 394,200 424,300 

379,400 394,500 425,000 

380,000 394,800 425,700 

380,500 395,000 426,400 

381,000 395,200 426,900 
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74 252,400 291,700 336,800 381,600 395,500 427,500 

75 252,700 292,300 337,500 382,100 395,800 428,200 

76 253,000 292,900 338,100 382,400 396,000 428,900 

77 253,300 293,400 338,600 382,800 396,200 429,400 

78 253,600 293,900 339,200 383,300 396,500 

79 253,900 294,300 339,700 383,700 396,700 

80 254,200 294,600 340,300 384,100 396,900 

81 254,500 294,800 340,600 384,500 397,200 

82 254,800 295,100 341,100 _385, 000 397,400 

83 255,100 295,300 341,500 385,400 397,600 

84 255,400 295,600 341,900 385,800 3971800 

85 255,700 295,800 342,300 386,100 398,400 

86 256,000 296,000 342,800 386,300 398,600 

87 256,300 296,300 343,300 386,600 398,800 

88 256,600 296,500 343,800 386,900 399,000 

89 256,900 296,800 344,100 387,200 399,600 

90 257,200 297,100 344,500 387,500 399,800 

9 1 257,500 297,400 344,900 387,800 400,000 

92 257,800 297,700 345,300 388,100 400,200 

93 258,100 298,000 345,600 388,400 400,600 

94 346,000 388,700 400,800 

95 346,400 389,000 401,000 

96 346,800 389,300 401,100 

97 347,000 389,600 401,200 

98 347,400 389,900 

・99 347,800 390, 100 

100 348,200 390,300 

101 348,.400 390,600 

102 348,800 390,900 

103 349,200 391,200 

104 349,500 391,500 

105 349,800 391,700 
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106 350,200 392,200 

107 350,600 392,700 

108 351,000 393,200 

109 351,500 393,700 

11 0 394,100 

1 1 1 394,500 

11 2 394,800 

11 3 395,000 

定年前
基進給料月裔 基準給料月額基準給料月額基誰給料月額基準給料月額基準給料月額基準給料月額基準給料月額

再任用

短時間
192,000 219,500 260,000 279,700 294,900 320,600 362,700 396,200 

勤務職

員

備考 この表は、他の給料表の適用を受けない職員に適用する。

2 行政職給料表(2)

（単位円）

職員の
疇
1級 2級 3級 j 4級 5級

の級
区 分

号給 細月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

1 199,000 205,000 234,500 298,800 321,300 

2 200,500 206,500 235,800 300,300 323,100 

3 202,000 208,000 236,800 301,800 324,900 

4 203,500 209,500 238,100 303,200 326,600 

5 205,000 211,000 239,500 304,600 328,300 

6 206,500 212,900 241,300 305,700 330,000 

7 208,000 214,800 242,600 306,700 331,700 

8 209,500 216,700 244,400 307,900 333,400 
9'/ ， 211,000 218,600 246,200 309,100 335,000 
1 0 212,400 219,700 248,000 310,700 336,700 

1 1 213,800 2?0,800 249,500 312,300 338,400 

1 2 215,200 221,900 251,300 313,900 340,000 

13 216,600 222,900 253,300 315,400 341,500 

14 217,700 223,800 254,300 317,000 343,100 

1 5 218,800 224,700 255,300 318,600 344,700 

16 219,900 225,600 256,300 320,200 346,200 

1 7 220,900 226,500 257,300 321, 700 347,600 

‘ 
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18 221,800 227,200 258,300 323,400 349,300 

1 9 222,700 227,900 259,300 325,000 350,900 

20 223,600 228,600 260,300 326,600 352,500 

21 224,500 229,200 261,300 328,000 353,700 

22 225,300 229,600 262,300 329,700 355,200 

23 226,100 229,900 263,300 331,400 356,700 

24 226,900 230,200 264,300 333,000 358,200 

25 227,700 231,500 265,300 334,200 359,900 

26 228,400 233,000 266,300 336,100 361,700 

27 229,100 234,000 267,300 337,800 363,400 

28 229,800 235,000 268,300 339,400 365,100 

29 230,500 236,000 269,300 340,900 366,500 

30 231,100 237,500 270,300 342,500 367,800 

3 1 231,700 239,000 271,300 344,100 369,000 

32 232,300 240,500 272,300 345,700 370,400 

33 233,000 242,000 273,300 347,400 371,500 

34 233,800 243,400 274,300 349,200 ・ 372,400 

35 234,600 244,800 275,300 351,000 373,400 

36 235,400 246,200 276,400 352,800 374,500 

37 236,200 247,400 277,400 354,300 375,300 

38 237,000 248,600 278,700 355,700 376,200 

39 237,800 249,800 280,000 357,100 377,100 

40 238,600 251,000 281,200 358,500 377,900 

41 239,400 252,100 282,500 360,000 378,700 

42 240,200 253,200 283,800 360,800 379,500 

43 241,000 254,300 285,000 361,800 380,300 

44 241,800 255,400 286,200 362,800 381,000 

45 242,600 256,400 287,300 363,700 381,700 

46 243,300 257,400 288,500 364,800 382,400 

47 244,000 258,400 289,800 365,700 383,100 

48 244,700 259,400 291,100 366,700 383,800 

49 245,400 260,400 292,400 367,600 384,300 
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前用間職外員

年任時務以職

定再短勤員の
50 

5 1 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

6 1 

62 

63 

64 

65 

66 

67 

68 

69 

70 

7 1 

72 

73 

74 

75 

76 

77 

78 

79 

80 

8 1 

246,100 261,300 

246,800 262,200 

247,500 263, 100 

248,200 263,900 

248,900 264,700 

249,600 265,500 

250,300 266,300 

251,000 267,000 

251,600 267,800 

252,200 268,600 

252,800 269,300 

253,400 270,000 

254,000 270,800 

254,600 271,600 

255,200 272,300 

255,800 273,000 

256,300 273,800 

256,800 274,600 

257,300 275,300 

257,800 276,000 

258,300 276,700 

258,800 277,400 

259,300 278,100 

259,800 278,800 

260,200 279,500 

260,600 280,200 

261,000 280,900 

261,400 281,500 

261,800 282,200 

262,200 282,800 

262,600 283,500 

284,100 

293,400 368,300 384,900 

294,400 369,000 385,500 

295,500 369,600 386,200 

296,600 370,000 386,600 

297,800 370,600 387,200 

298,900 371,300 387,800 

300,100 372,000 388,300 

301,300 372,300 388,700 

302,600 373,000 389,300 

303,900 373,700 389,900 

305,200 374,300 390,400 

306,500 374,600 390,800 

307,800 375,100 391,300 

309, 100 375,700 391,800 

310,400 376,300 392,400 

311, 700 376,600 392,700 

313,000 377,200 393, 100 

314,300 377,900 393,500 

315,400 378,500 393,900 

316,300 378,900 394,200 

317,600 379,400 394,500 

318,900 380,000 394,800 

320,200 380,500 395,000 

321,400 381,000 395,200 

322,700 381,600 395,500 

323,900 382,100 395,800 

325, 100 382,400 396,000 

326,400 382,800 396,200 

327,500 383,300 396,500 

328,600 383,700 396,700 

329,700 384,100 396,900 

330,400 384,500 397,200 
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82 284,800 331,300 385,000 397,400 

83 285,400 332,000 385,400 397,600 

84 286, 100 332,800 385,800 397,800 

85 286,700 333,600 386, 100 398,400 

86 287,400 334,000 386,300 398,600 

87 288,000 334,600 386,600 398,800 

88 288,500 335,300 386,900 399,000 

89 289,000 336, 100 387,200 399,600 

90 289,600 336,800 387,500 399,800 

9 1 290,100 337,500 387,800 400,000 

92 290,700 338, 100 388, 100 400,200 

93 291,200 338,600 388,400 400,600 

94 291,700 339,200 388,700 

95 292,300 339,700 389,000 

96 292,900 340,300 389,300 

97 293,400 340,600 389,600 

98 293,900 341, 100 389,900 

99 294,300 341,500 390,100 

100 294,600 341,900 390,300 

101 294,800 342,300 390,600 

1 0 2 295, 100 342,800 390,900 

103 295,300 343,300 391,200 

104 295,600 343,800 391,500 

1 0 5 295,800 344,100 391,700 

106 296,000 344,500 392, 100 

107 296,300 344,900 392,500 

108 296,500 345,300 392,700 

109 296,800 345,600 392,900 

11 0 297, 100 346,000 

1 1 1 297,400 346,400 

1 1 2 297,700 346,800 

1 1 3 298,000 347,000 
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114 298,300 347,400 

11 5 298,600 347,800 

11 6 299,000 348,200 

11 7 299,200 348,400 

11 8 299,400 348,800 

11 9 299,700 349,200 

120 300,100 349,500 

121 300,300 349,800 

1'2 2 
,-

350,200 

123 350,600 

124 351,000 

125 351,500 

定年前
基準給料月額基準給料月額基準給料月額基準給料月額基進給料月額

再任用

短時間
192,000 219,500 260,000 279,700 294,900 

勤務職

員

備考 この表は、機器◎圃磯是作、施設の清掃その他の庁務及びこれらに準ずる業務に従事する職員で規則で定

めるものに適用する。

別表第200 5条関係）
（単位円）

疇
1級 2級 3級 4級

の級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

1 327,800 410,500 455,100 566,100 

2 331,300 412,700 457,100 567,000 

3 334,700 414,800 459,000 567,900 

4 338,100 416,900 460,900 568,700 

5 341,500 419,000 462,300 569,600 

6 344,600 420,500 464,100 570,500 

7 347,700 422,000 465,900 571,400 

8 350,800 423,500 467,700 572,300 

， 354,000 424,900 469,500 573,200 
10 357,100 426,400 471,300 574,100 

1 1 360,200 427,900 473,100 574,800 

12 363,200 429,300 474,900 575,700 
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1 3 366,200 430,700 476,700 576,600 

14 368,500 432,200 478,500 577,500 

1 5 370,800 433,700 480,300 578,400 

1 6 373,000 435,100 482,100 579,300 

17 374,900 436,500 483,900 579,700 

18 376,600 438,000 485,800 580,700 

1 9 378,300 439,500 487,700 581,700 

20 380,100 440,900 489,600 582,800 

21 381,900 442,300 491,500 583,800 

22 383,700 443,700 493,200 584,800 

23 385,300 445,100 495,000 585,800 

24 386,700 446,500 496,800 586,700 

25 388,100 447,900 498,400 587,700 

26 389,600 449,300 500,200 588,700 

27 391,100 450,700 502,000 589,700 

28 392,600 452,100 503,600 590,800 

29 394,100 453,500 505,000 591,800 

30 394,800 454,900 506,700 592,800 

31 395,400 456,300 508,500 593,800 

32 396,100 457,700 510,200 594,700 

33 397,000 459,100 511,700 595,700 

34 397,600 460,800 513,000 596,700 

35 398,200 462,400 514,300 597,700 

36 398,800 464,000 515,600 598,600 

37 399,400 465,600 516,600 599,600 

38 399,900 466,800 517,900 600,600 

39 400,400 468,000 519,200 601,600 

40 400,900 469,100 520,500 602,500 

41 401,400 470,100 521,500 603,500 

42 401,800 471,100 522,300 604,500 

43 402,200 472,000 523,100 605,500 

44 402,600 472,800 523,900 606,400 
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45 403,000 473,500 524,800 

46 403,400 474,200 525,600 

47 403,800 474,900 526,400 

48 404,200 475,500 527,100 

49 404,600 476,200 527,900 

50 405,000 476,900 528,700 

51 405,400 477,500 529,400 

52 405,800 478,100 530,300 

53 406,100 478,400 531,200 

54 406,300 479,000 532,000 

55 406,700 479,700 532,900 

56 407,300 480,400 533,800 

57 407,500 480,800 534,600 

58 407,900 481,400 535,500 

59 408,300 482,100 536,400 

60 408,600 482,800 537,100 

6 1 409,000 483,200 537,900 

62 409,500 538,800 

63 410,000 539,700 

64 410,500 540,600 

65 410,700 541,400 

66 542,300 

67 543,200 

68 544,100 

69 544,900 

70 545,800 

71 546,700 

72 547,600 

73 548,400 

74 548,900 

75 549,800 

76 550,600 
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77 551,300 

78 552,200 

79 553,100 

80 554,000 

8 1 554,800 

82 555,700 

83 556,600 

84 557,500 

85 558,200 

86 559,100 

87 560,000 

88 560,900 

＇ 

89 561,600 

90 562,500 

9 1 563,400 

92 564,300 

93 565,100 

備考 この表は、保健所に勤務する医師に適用する。

（茅ヶ崎市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正）

第 2条 茅ヶ崎市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成 21年茅ヶ崎市

条例第 4号）の一部を次のように改正する。

第 7条第 4項を削り、同条第 5項中「、第 3項」を「及び前項」に改め、 「及

び前項の規定による特定任期付職員業績手当の支給」を削り、同項を同条第 4項

とする。

第 8条第1項中「第 14条まで、」を「第 13条まで及び」に改め、 「及び第

3 0条」を削り、同条第 2項中「、第 27条第 2項」の次に「、第 30条第 2項

第 1号」を加え、 「10 0分の 12 7. 5」とあるのは「 10 0分の 17 5」を

「10 0分の 12 5」とあるのは「 10 0分の 95」と、同条例第 30条第 2項

第 1号中「 10 0分の 10 5」とあるのは「 10 0分の 8 7. 5」に改める。

第 10条第 1項中「から第 14条まで」を「、第 13条」に改める。

附則

1 この条例は、令和 7年 4月 1日から施行する。
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2 令和 7年 4月 1日（以下「切替日」という。）の前日において茅ヶ崎市職員給

与条例別表第 1及び別表第 2に規定する給料表の適用を受けていた職員であって

同日においてその者が属していた職務の級が附則別表に掲げられている職務の級

であったものの切替日における号給（以下「新号給」という。）は、切替日の前

日においてその者が属していた職務の級及び同日においてその者が受けていた号

給（同表において「旧号給」という。）に応じて同表に定める号給とする。

3 切替日前に職務の級を異にする異動をした職員及び市長の定めるこれに準ず

るものをした職員の新号給については、その者が切替日において当該異動又は当

該準ずるものをしたものとした場合との権衡上必要と認められる限度において、

市長の定めるところにより、必要な調整を行うことができる。

附則別表 OO則第2項関係）

号給の切替表

1 行政職給料表(1)の適用を受ける職員の新号給

瑯の級

旧号給 3級 4級 5級 6級

1 1 1 1 1 

2 1 1 1 1 

3 1 1 1 1 

4 1 1 1 1 

5 1 1 1 1 

6 2 1 1 1 

7 3 1 1 1 

8 4 1 1 1 

， 5 1 1 1 

10 6 2 2 1 

1 1 7 3 3 1 

12 8 4 4 1 

1 3 ， 5 5 1 

14 1 0 6 6 2 

1 5 1 1 7 7 3 

16 12 8 8 4 

1 7 13 ， ， 5 

7級 8級

1 1 

1 1 

1 1 

1 1 

1 1 

1 1 

1 1 

1 1 

1 1 

1 1 

1 1 

1 1 

1 1 

1 1 

1 1 

1 2 

1 2 
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18 14 10 10 6 2 3 

1 9 1 5 1 1 1 1 7 3 3 

20 1 6 1 2 1 2 8 4 4 

2 1 1 7 1 3 1 3 ， 5 4 

22 1 8 14 14 1 0 6 5 

23 1 9 1 5 1 5 1 1 7 5 

24 20 1 6 1 6 1 2 8 6 

25 2 1 1 7 17 1 3 ， 6 
26 22 1 8 1 8 14 1 0 7 

27 23 19 19 1 5 1 1 7 

28 24 20 20 1 6 1 2 8 

29 25 2 1 21 1 7 1 3 8 

30 26 22 22 1 8 14 

3 1 27 23 23 1 9 1 5 

32 28 24 24 20 1 6 

33 29 25 25 2 1 1 7 

34 30 26 26 22 18 

35 31 27 27 23 1 9 

36 32 28 28 24 20 

37 33 29 29 25 2 1 

38 34 30 30 26 22 

39 35 3 1 31 27 23 

40 36 32 32 28 2 4 

41 37 33 33 29 25 

42 38 34 34 30 26 

43 39 35 35 3 1 27 

44 40 36 36 32 28 

45 41 37 37 33 29 

46 42 38 38 34 30 

47 43 39 39 35 3 1 

48 44 40 40 36 32 

49 45 41 41 37 33 
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50 46 42 42 38 34 

5 1 47 43 43 39 35 

52 48 44 44 40 36 

53 49 45 45 41 37 

54 50 46 46 42 38 

55 5 1 47 47 43 39 

56 52 48 48 44 40 

57 53 49 49 45 41 

58 54 50 50 46 42 

59 55 51 51 47 43 

60 56 52 52 48 44 

6 1 57 53 53 49 45 

62 58 54 54 50 46 

63 59 55 55 5 1 47 

64 60 56 56 52 48 

65 6 1 57 57 53 49 

66 62 58 58 54 50 

67 63 59 59 55 5 1 

68 64 60 60 56 52 

69 65 6 1 61 57 53 

70 66 62 62 58 54 

7 1 67 63 63 59 55 

72 68 64 64 60 56 

73 69 65 65 6 1 57 

74 70 66 66 62 

75 7 1 67 67 63 

76 72 68 68 64 

77 73 69 69 65 

78 74 70 70 66 

79 75 71 7 1 67 

80 76 72 72 68 

8 1 77 73 73 69 
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82 78 74 74 70 

83 79 75 75 7 1 

84 80 76 76 72 

85 81 77 77 73 

86 82 78 78 74 

87 83 79 79 75 

88 84 80 80 76 

89 85 81 81 77 

90 86 82 82 

91 87 83 83 

92 88 84 84 

93 89 85 85 

94 90 86 86 

95 91 87 87 

96 92 88 88 

97 93 89 89 

98 94 90 90 

99 95 91 91 

100 96 92 92 

101 97 93 93 

102 98 94 94 

103 99 95 95 

104 100 96 96 

105 101 97 97 

106 102 98 

107 103 99 

108 104 100 

109 105 101 

110 106 102 

1 1 1 107 103 

11 2 108 104 

11 3 109 1 0 5 
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114 106 

11 5 107 

11 6 108 

11 7 109 

11 8 110 

11 9 1 1 1 

120 11 2 

： 
121 11 3 

2 行政職給料表(2)の適用を受ける職員の新号給

疇環

旧号給 1級 3級 4級 5級

1 1 1 1 1 

2 1 1 1 1 

3 1 1 1 1 

4 1 1 1 1 

5 1 1 1 1 

6' 1 2 1 1 

7 1 3 1 1 

8 1 4 1 1 

， 1 5 1 1 

10 1 6 2 2 

11 1 7 3 3 

1 2 1 8 4 4 

1 3 1 ， 5 5 

14 1 10 6 6 

1 5 1 1 1 7 7 

1 6 1 1 2 8 8 

17 1 1 3 ， ， 
18 2 14 10 10 

1 9 3 1 5 1 1 1 1 

20 4 1 6 12 12 

21 5 1 7 13 13 
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22 6 1 8 14 14 

23 7 1 9 1 5 1 5 

24 8 20 1 6 1 6 

25 ， 2 1 1 7 1 7 

26 10 22 18 1 8 

27 1 1 23 1 9 1 9 

28 1 2 24 20 20 

29 1 3 25 2 1 2 1 

30 14 26 22 2 2 

3 1 1 5 27 23 23 

32 1 6 28 24 24 

33 1 7 29 25 25 

34 18 30 26 26 

35 1 9 3 1 27 27 

36 20 32 28 28 

37 21 33 29 29 

38 22 34 30 30 

39 23 35 3 1 3 1 

40 24 36 32 32 

41 25 37 33 33 

42 26 38 34 34 

43 27 39 35 35 

44 28 40 36 36 

4 5 29 41 37 37 

46 30 42 38 38 

47 3 1 43 39 39 

48 32 44 40 40 

49 33 45 4 1 41 

50 34 46 42 42 

5 1 35 47 43 43 

52 36 48 44 44 

53 37 49 45 45 
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54 38 50 46 46 

55 39 51 47 47 

56 40 52 48 48 

57 41 53 49 49 

58 42 54 50 50 

59 43 55 51 51 

60 44 56 52 52 

61 45 57 53 53 

62 46 58 54 54 

63 47 59 55 55 

64 48 60 56 56 

65 49 6 1 57 57 

66 50 62 58 58 

67 5 1, 63 59 59 

68 52 64 60 60 

69 53 65 61 6 1 

70 54 66 62 62 

71 55 67 63 63 

72 56 68 64 64 

73 57 69 65 65 

74 58 70 66 66 

75 59 7 1 67 67 

76 60 72 68 68 

77 61 73 69 69 

78 62 74 70 70 

79 63 75 71 71 

80 64 76 72 72 

81 65 77 73 73 

82 66 78 74 74 

83 67 79 75 75 

84 68 80 76 76 

85 69 8 1 77 77 
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86 70 82 78 78 

87 7 1 8 3 79 79 

88 72 84 80 80 

89 73 85 8 1 8 1 

90 74 86 82 82 

9 1 75 87 83 83 

92 76 88 84 84 

93 77 89 85 85 

94 78 90 86 86 

95 79 91 87 87 

96 80 92 88 88 

97 93 89 89 

98 94 90 90 

99 95 91 9 1 

100 96 92 92 

101 97 93 93 

102 98 94 

103 99 95 

104 100 96 

105 101 97 

1 0 6 102 98 

1 0 7 103 99 

108 104 100 

109 105 101 

110 106 102 

1 1 1 1 0 7 1 0 3 

11 2 108 104 

11 3 109 105 

11 4 11 0 106 

1 1 5 1 1 1 107 

11 6 1 1 2 108 

1 1 7 1 1 3 109 
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11 8 114 

11 9 11 5 

120 11 6 

121 11 7 

122 11 8 

1 2 3 11 9 

124 120 

125 121 

126 122 

127 123 

128 124 

129 125 

3 医療職給料表の適用を受ける職員の新号給

職務の級

旧号給 2級 3級 4級

1 1 1 1 

2 1 1 1 

3 1 1 1 

4 1 1 1 

5 1 1 1 

6 1 1 1 

7 1 1 1 

8 1 1 1 

， 1 1 1 

10 1 1 1 

1 1 1 1 1 

12 1 1 1 

1 3 1 1 1 

14 2 1 1 

15 3 1 1 

16 4 1 1 

1 7 5 1 1 
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18 6 2 1 

19 7 3 1 

20 8 4 1 

2 1 ， 5 1 

22 10 6 1 

23 1 1 7 1 

24 12 8 1 

25 1 3 ， 1 
26 14 10 1 

27 15 1 1 1 

28 16 12 1 

29 1 7 13 1 

30 18 14 1 

31 1 9 1 5 1 

32 20 1 6 1 

33 21 17 1 

34 22 18 1 

35 23 19 1 

36 24 20 1 

37 25 21 1 

38 26 22 1 

39 27 23 1 

40 28 24 1 

41 29 25 1 

42 30 26 1 

43 31 27 1 

44 32 28 1 

45 33 29 1 

46 34 30 1 

47 35 31 1 

48 36 32 1 

49 37 33 1 
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50 38 34 1 

5 1 39 35 2 

52 40 36 3 

53 4 1 37 4 

54 42 38 5 

55 43 39 6 

56 44 40 7 

57 45 41 8 

58 46 42 ， 
59 47 43 1 0 

60 48 4 4 1 1 

6 1 49 45 1 2 

62 50 46 13 

63 5 1 47 14 

64 52 48 1 5 

65 53 49 16 

66 54 50 17 

67 55 5 1 18 

68 56 52 I 1 9 

69 57 53 20 

70 58 54 21 

7 1 59 55 22 

72 60 56 23 

73 6 1 57 24 

74 58 25 

75 59 26 

76 60 27 

77 6 1 28 

78 62 29 

79 63 30 

80 64 3 1 

81 65 32 
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82 66 33 

83 67 34 

84 68 35 

85 69 36 

86 70 37 

87 71 38 

88 72 39 

89 73 40 

90 74 41 

91 75 42 

92 76 43 

93 77 44 

94 78 

95 79 

96 80 

97 81 

98 82 

99 83 

100 84 

101 85 

102 86 

103 87 

104 88 

105 89 

106 90 

107 91 

108 92 

109 93 

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光
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提案理由

本案は、国家公務員に準じて給料月額並びに期末手当及び勤勉手当の額の改定並

びに扶養手当、住居手当、管理職員特別勤務手当及び特定任期付職員業績手当の見

直しを行うとともに、地域手当の支給割合を引き上げるため提案する。



-142-

--0123456789

議案第 19号

茅ヶ崎市職員特殊勤務手当条例及び茅ヶ崎市会計年度任用職員の報酬等に

関する条例の一部を改正する条例

（茅ヶ崎市職員特殊勤務手当条例の一部改正）

第 1条 茅ヶ崎市職員特殊勤務手当条例（平成 28年茅ヶ崎市条例第43号）の一部を次

のように改正する。

第 3条第 1項第 2号中「自然現象又は」を「自然現象若しくは」に、 「これらに相

当する作業で心身に著しい負担を与えると市長が認めるもの」を「通信施設の臨時設

置、運用若しくは保守の作業」に改め、同条第 2項各号列記以外の部分中「定める額

」の次に「（大規模な災害として市長が認める災害に係る作業に従事した場合にあっ

ては、 1, 0 8 0円）」を加え、同条第 3項中「定める額とする」を「定める額（同

ーの日において当該各号に掲げる場合の 2以上に該当するときは、当該各号に定める

額のうち最も高い額）とする」に改め、同項ただし書を削り、同項第 1号中「第 1項

第 1号」を「第 1項各号」に、 「次に掲げる作業の区分に応じ、それぞれに定める」

を「前項に定める額にその 10 0分の 50に相当する額（その額に 10円未満の端数

があるときは、その端数の額を 10円に切り上げた額）を加算した」に改め、同号ア

及びイを削り、同項第 2号中「前項第 2号」を「前項」に改め、同項第 3号中「前項

各号」を「前項」に改める。

第 7条第 1項第 1号中「受けない者」を「受けない職員」に、 「定める者」を「定

める職員」に改め、同項第 2号を同項第 3号とし、同号の前に次の 1号を加える。

(2) 保健所に勤務する職員又は消防職員が感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律（平成 10年法律第 11 4号）第 21条（同法第 26条におい

て読み替えて準用する場合を含む。）又は同法第 47条の規定による移送に従事

した場合

第 7条第 2項第 1号中「前項第 1号」の次に「又は第 2号」を加え、同項第 2号中

「前項第 2号」を「前項第 3号」に改める。

第 12条中「第 7条第 1項第 2号」を「第 7条第 1項第 3号」に改める。

（茅ヶ崎市会計年度任用職員の報酬等に関する条例の一部改正）

第 2条 茅ヶ崎市会計年度任用職員の報酬等に関する条例（令和元年茅ヶ崎市条例第 2

6号）の一部を次のように改正する。

第 6条に後段として次のように加える。
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この場合において、同条例第 7条第1項第 1号中「医療職給料表の適用を受けな

い職員」とあるのは「医師以外の職員」と、同条例第 8条第 1項第 1号中「医療職

給料表の適用を受ける職員」とあるのは「医師である職員」と読み替えるものとす

る。

附則

この条例は、公布の日から施行する。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐蒔 光

提案理由

本案は、国家公務員との均衡を図るため災害応急作業等手当の支給額を改定するととも

に、感染症発生時の業務体制の見直しに伴い感染症業務手当の支給対象者を改めるため提

案する。
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議案第20号

茅ヶ崎市職員旅費条例等の一部を改正する条例

（茅ヶ崎市職員旅費条例の一部改正）

第 1条 茅ヶ崎市職員旅費条例（平成 20年茅ヶ崎市条例第4号）の一部を次のように

改正する。

第 6条第 1項中「、日当」を削り、同条中第 6項を削り、第 7項を第 6項とし、第

8項から第 14項までを 1項ずつ繰り上げる。

第 9条を次のように改める。

第 9条削除

第 17条を次のように改める。

第 17条削除

第 21条中「第 17条第 1項の日当定額の 5日分及び」を削る。

第 22条第 1項第 1号ア及びウ中「日当、」を削る。

第 24条第 2号中「で、その実費額が当該旅行について支給される日当額の 2分の

1に相当する額を超える場合には、その超える部分の金額」を「には、その実費額」

に改める。

第 27条ただし書中「並びに」を「及び」に改め、 「日当及び」を削る。

第 31条の見出し中「日当、」を削り、同条第 1項中「日当及び」を削り、 「別表

第 2の定額による」を「 14, 000円とする」に改め、同条第 2項中「別表第 2の

定額の 10分の 7に相当する額による」を「 9, 8 0 0円とする」に改め、同条第 3

項中「別表第 2の定額による」を「 5, 0 0 0円とする」に改める。

第 32条第 1項及び第 34条第 1項中「別表第 3」を「別表第 2」に改める。

第 35条第 2号ア中「日当及び」を削り、同号アただし書中「日当については 30 

日分、宿泊料については」を削る。

別表第 2を削り、別表第 3を別表第 2とする。

（茅ヶ崎市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）

第2条 茅ヶ崎市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和 3

1年茅ヶ崎市条例第 11号）の一部を次のように改正する。

第 2条第 1項中「別表第2及び別表第 3」を「、内国旅行の旅費については食卓料と

して 1夜につき 2, 4 0 0円、外国旅行の旅費については別表第 2」に改める。

別表第 2を削る。

別表第 3の1の表を次のように改める。
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1 航空賃、宿泊料及び食卓料

旅客運賃の等級を 2以上の階級に 宿泊料 食卓料

区分する航空路による外国旅行に (1夜につき） (1夜につき）

係る航空賃

最上級の直近下位の級の旅客運賃 15,000円 6, 0 0 0円

別表第 3を別表第 2とする。

（茅ヶ崎市特別職の職員の給与等に関する条例の一部改正）

第 3条 茅ヶ崎市特別職の職員の給与等に関する条例（昭和 33年茅ヶ崎市条例第 8号

）の一部を次のように改正する。

第 6条中「別表第 1及び別表第 2」を「、内国旅行の旅費については食卓料として

1夜につき 2, 4 0 0円、外国旅行の旅費については別表」に改める。

別表第 1を削る。

別表第 2の 1の表を次のように改める。

1 航空賃、宿泊料及び食卓料

旅客運賃の等級を 2以上の階級に 宿泊料 食卓料

区分する航空路による外国旅行に (1夜につき） (1夜につき）

係る航空賃

最上級の直近下位の級の旅客運賃 15,000円 6, 0 0 0円

別表第 2を別表とする。

附則

1 この条例は、令和 7年4月 1日から施行する。

2 第 1条の規定による改正後の茅ヶ崎市職員旅費条例、第 2条の規定による改正後の

茅ヶ崎市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例及び第 3条の規

定による改正後の茅ヶ崎市特別職の職員の給与等に関する条例の規定は、この条例の

施行の日以後に出発する旅行について適用し、同日前に出発した旅行については、な

お従前の例による。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

提案理由

本案は、社会情勢の変化を踏まえ、旅費の種目のうち日当を支給しないこととするため

提案する。



-146-

--0123456789

議案第 21号

茅ヶ崎市職員退職手当条例の一部を改正する条例

茅ヶ崎市職員退職手当条例（昭和 31年茅ヶ崎市条例第7号）の一部を次のように改正

する。

第 24条第 11項第4号中「職業」を「安定した職業」に、 「もの」を「者」に改め

、同条第 14項中「次の各号に掲げる退職手当ごとに、当該各号に定める」を「雇用保

険法第 56条の 3第 1項第 1号に該当する者に係る就業促進手当について同条第4項の

規定により基本手当を支給したものとみなされる日数に相当する」に改め、同項各号を

削る。

附則第 8項中「令和 7年 3月 31日」を「令和 9年 3月 31日」に改める。

附則

1 この条例は、令和 7年4月 1日から施行する。

2 改正後の茅ヶ崎市職員退職手当条例第24条第 11項（第4号に係る部分に限り、同

条第 15項において準用する場合を含む。）の規定は、退職職員（退職した茅ヶ崎市職

員退職手当条例第2条第 1項に規定する職員（同条第2項の規定により職員とみなされ

る者を含む。）をいう。以下この項において同じ。）であってこの条例の施行の日以後

に安定した職業に就いた者について適用し、退職職員であって同日前に職業に就いた者

に対する就業促進手当に相当する退職手当の支給については、なお従前の例による。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

提案理由

本案は、雇用保険法の改正を踏まえ、失業者の退職手当の支給期間に係る特例を適用す

ることができる者の範囲を拡大する等のため提案する。
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議案第22号

茅ヶ崎市手数料条例の一部を改正する条例

茅ヶ崎市手数料条例（平成 12年茅ヶ崎市条例第6号）の一部を次のように改正する。

別表第 1の20の項から 23の項までを次のように改める。

20 建築基準法（昭和25年法律第 次に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ次に定 床面積の合

201号）第6条第1項（同法第8 める金額 計は、規則

7条第1項において準用する場合を （1)床面積の缶汁が30平方メートル以内の建築 で定めると

含む。）の規定に基づく建築物の建 物 15, 0 0 0円 ころにより

疇に記る攀認申請に対する審 （2)床繭漬の缶汁が30平方メートルを超え10 算定する。

査又は同法第18条第2項（同法第 0平方メートル以内の建築物 2 8, 0 0 0円

87条第1項において準用する場合 (3)床面積の合計が100平方メートルを超え2

を含む。）の規定に基づく建築物の 00平方メートル以内の建策物 4 3, 0 0 0 

謹等に関ずる通知に対する審査 円

(4)床面積の合計が200平方メートルむ超え3

00平方メートル以内の建築物 4 8, 0 0 0 

円

(5)床面積の合計が300平方メートルむ超え5

00平方メートル以内の建築物 5 5, 0 0 0 

円

(6)床面積の合計が500平方メートルを超え1

, 00 0平方メートル以内の建築物 6 6, 0 

00円

(7)床面積の合計が1, 0 0 0平方メートルを超

え2, 0 0 0平方メートル以内の建築物 93 

, 00 0円

(8)床繭漬の鑓＋が2, 0 0 0平方メートルを超

え5, 0 00平方メートル以内の建塾物 16 

0, 0 0 0円

(9)床面積の合計が5, 0 0 0平方メートルを超

え10, 0 0 0平方メートル以内の建築物 2 

8 0, 0 0 0円
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(10)床面積の合計が10, 0 0 0平方メートル

を超え30, 0 0 0平方メートル以内の建築物

3 7 0, 0 0 0円

(11) 床面積の合計が30, 0 0 0平方メートル

を超え50, 0 0 0平方メートル以内の建築物

460, 000円

(12) 床面積の合計が5o, 0 0 0平方メートル

を超える建築物 9 0 o, 0 0 0円

21 麟 7条第1項の霙 1次に掲げる麟物の区分に応じ、それぞ紘に定 1疇積⑳

に基づく建睾物（同法第7条の3第める金額 計は、規則

5項又は第7条の4第3項の中間検 （1)建築物エネルギー消費性鮨薗合性判定対象建 で定めると

査合格証の交付を受けた建築物を除 築物償箋徽！のエネルギー消費性能の向上等に 1ころにより

く。）に関する完了検査又は同法第 関する法律（平成27年法律第53号）第11 I算定する。

18条第21項の規定に基づく建築 条第1項若しくは第2項の規定により建築物工

物（同条第30項の中間検査合格証 ネルギー消費性能適合性判定を受けなければな

の交中fを受けた建築物を除く。）に らない要確認特定建築行為又は同法第12条第

関する完了検査 2項若しくは第3項の規定により建築物エネル

ギー消費由聡箇合庄判定を求めなければならな

い要通知特定建築行為に係る建築物をいう。以

下この項及び22の項において同じ。）以外の

建次に掲げる建築物の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額

ア床面積の合計が30平方メートル以内の建

築物 2 4, 0 0 0円

イ 床面積の合計が30平方メートルを超え1

00平方メートル以内の建築物 3 0, 0 0 

0円

ウ床面積の合計が100平方メートルを超え

200平方メートル以内の建築物 3 9, 0 

00円

工床面積の合計が200平方メートルを超え

300平方メートル以内の建築物 4 4, 0 

00円
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オ床面積の合計が300平方メートルを超え

500平方メートル以内の建築物 5 3, 0 

00円

力床面積の合計が500平方メートルを超え

1, 0 0 0平方メートル以内の建築物 58 

, 00 0円

キ床面積の合計が1, 0 0 0平方メートルを

超え2, 0 0 0平方メートル以内の建築物

7 8, 0 0 0円

ク 床面積の合計が2, 00 0平方メートルを

超え5, 0 0 0平方メートル以内の建築物

120, 000円

ケ床面積の合計が5, 00 0平方メートルを

超え10, 0 0 0平方メートル以内の建築物

190, 000円

コ 床面積の合計が10, 0 0 0平方メートル

を超え30, 0 0 0平方メートル以内の建築・

物 24 0, 0 0 0円

サ床面積の合計が30, 0 0 0平方メートル

を超え50, 0 0 0平方メートル以内の建築

物 30 0, 0 0 0円

シ床面積の合計が50, 0 0 0平方メートル

を超える建築物 610, 000円

(2)建築物エネルギー消費性鮨箇合性判定対象建

築物 （1)に定める金額に、次に掲げる建築物

の区分に応じ、それぞれ次に定める金額を加算

して得た金額

ア一戸建ての住宅 14, 0 0 0円

ィ ー戸建ての住宅以外の建築物次に掲げる

完了検査に係る建築物の部分の区分に応じ、

それぞれ次に定める金額を合計した金額

（ア）住宅部分償睾幽エネルギー消費性能基



-150-

--0123456789

経済産業省
寧を定める省令（平成28年国土交通省

令第1号）第1条第2項に規定する住宅部

分をいう。以下同じ。） 次に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

a 住宅部分（増築又は改築をする場合

にあっては、当該増築又は改築をする

住宅部分。以下この項において同じ。

）の床面積償頃§物のエネルギー消費

性能の向上等に関する法律施行令（平

成28年政令第8号）第3条に規定す

る床面積をいう。以下この項において

同じ。）の合計が300平方メートル

未満の場合 2 1, 0 0 0円

b 住宅部分の床面積の合計が300平

方メートル以上2, 0 0 0平方メート

ル未満の場合 3 5; 0 0 0円

c 住宅部分の床面積の合計が2, 0 0 

0平方メートル以上5, 0 0 0平方メ

ートル未満の場合 6 7, 0 0 0円

d 住宅部分の床面積の合計が5, 0 0 

0平方メートル以上の場合 100, 

000円

（イ）非住宅部分傭築物エネルギー消費性能

基準等を定める省令第1条第1項第1号に

規定する非住宅部分をいう。以下同じ。）

（工場等（同省令第10条第1号に規定す

る工場等をいう。 145の項、 148の項

、153の項から155の項まで及び15

8の項において同じ。）の用途に供する部

分を除く。） 次に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

a 非住宅部分（増築又は改築をする場
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合にあっては、当該増築又は改築をす

る非住宅部分。以下この項において同

じ。）の床面積の合計が300平方メ

ートル末満の場合 1 9, 0 0 0円

b 非住宅部分の床面積の合計が300

平方メートル以上1, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 2 6, 0 0 0円

c 非住宅部分の床面積の合計が 1, 0 

00平方メートル以上2, 0 0 0平方

メートル未満の場合 3 8, 0 0 0円

d 非住宅部分の床面積の合計が2, 0 

00平方メートル以上5, 0 0 0平方

メートル末満の場合 9 5, 0 0 0円

e 非住宅部分の床面積の合計が5, 0 

00平方メートル以上10, 0 0 0平

方メートル未満の場合 140, 00 

0円

f 非住宅部分の床面積の合計が10, 

000平方メートル以上25, 0 0 0 

平方メートル末満の場合 1 8 0, 0 

00円

g 非住宅部分の床面積の合計が25, 

000平方メートル以上の場合 22 

0, 0 0 0円

22 一法第7条第1項の犀 1次に掲げる麟勿の区分に応じ、それぞ疇に定 1床疇醗

に基づく建罷物（同法第7条の3第める金頷 計は、規則

5項又は第7条の4第3項の中間検

査合格証の交付を受けた建築物に限

る。）に関する完了検査又は同法第

1 8条第21項の規定に基づく建築

物（同条第30項の中間検査合格証

の交付を受けた建築物に限る。）に

関する完了検査

(1)建築物エネルギー消費性能適合性判定対象建

築物以外の建築物次に掲げる建築物の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額

ア床面積の合計が30平方メートル以内の建

築物 2 3, 0 0 0円

イ 床面積の合計が30平方メートルを超え1

00平方メートル以内の建築物 2 9, 0 0 

で定めると

ころにより

算定する。
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0円

ウ床面積の合計が100平方メートルを超え

200平方メートル以内の建築物 3 8, 0 

00円

工床面積の合計が200平方メートルを超え

300平方メートル以内の建築物 4 2, 0 

00円

オ床面積の合計が300平方メートルを超え

500平方メートル以内の建築物 4 9, 0 

00円

力床面積の合計が500平方メートルを超え

1, 0 0 0平方メートル以内の建築物 55 

, 0 0 0円

キ床面積の合計が1, 0 0 0平方メートルを

超え2, 0 0 0平方メートル以内の建築物

7 5, 0 0 0円

ク 床面積の合計が2, 0 0 0平方メートルを

超え5, 0 00平方メートル以内の建築物

110, 0 0 0円

ケ床面積の合計が5, 0 0 0平方メートルを

超え10, 0 0 0平方メートル以内の建築物

18 0, 0 0 0円

コ床面積の合計が10, 0 0 0平方メートル

を超え30, 0 0 0平方メートル以内の建築

物 230, 000円

サ床面積の合計が30, 0 0 0平方メートル

を超え50, 0 0 0平方メートル以内の建築

物 290, 000円

シ床面積の合計が50, 0 0 0平方メートル

を超える建築物 600, 000円

(2)建築物エネルギー消費性能適合t生判定対象建

築物 （1) に定める金額に、次に掲げる建築物

の区分に応じ、それぞれ次に定める金額を加算
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して得た金額

ア一戸建ての住宅 14, 0 0 0円

イ ー戸建ての住宅以外の建築物次に掲げる

完了検査に係る建築物の部分の区分に応じ、

それぞれ次に定める金額を合計した金額

（ア）住宅部分次に掲げる場合の区分に応じ

、それぞれ次に定める金額

a 住宅部分（増築又は改築をする場合

にあっては、当該増築又は改築をする

住宅部分。以下この項において同じ。

）の床面積（建築物のエネルギー消費

性能の向上等に関する法律施行令第3

条に規定する床面積をいう。以下この

項において同じ。）の合計が300平

方メートル未満の場合 21, 000 

円

b 住宅部分の床面積の合計が300平

方メートル以上2, 0 0 0平方メート

閲繍の場合 35, 0 0 0円

c 住宅部分の床面積の合計が2, 0 0 

0平方メートル以上5, 0 0 0平方メ

ートル未満の場合 6 7, 0 0 0円

d 住宅部分の床面積の合計が5, 0 0 

0平方メートル以上の場合 100, 

000円

（イ）非住宅部分次に掲げる場合の区分口芯

じ、それぞれ次に定める金額

a 非住宅部分（増築又は改築をする場

合にあっては、当該増築又は改築をす

る非住宅部分。以下この項において同

じ。）の床面積の合計が300平方メ

ートル未満の場合 19, 0 0 0円

b 非住宅部分の床面積の合計が300
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平方メートル以上1, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 2 6, 0 0 0円

c 非住宅部分の床面積の合計が1, 0 

00平方メートル以上2, 0 0 0平方

メートル未満の場合 3 8, 0 0 0円

d 非住宅部分の床面積の合計が2, 0 

00平方メートル以上5, 0 0 0平方

メートル未満の場合 9 5, 0 0 0円

e 非住宅部分の床面積の合計が5, 0 

00平方メートル以上10, 0 0 0平

方メートル未満の場合 14 0, 0 0 

0円

f 非住宅部分の床面積の合計が10, 

000平方メートル以上25, 0 0 0 

平方メートル未満の場合 18 O; O 

00円

g 非住宅部分の床面積の合計が25, 

000平方メートル以上の場合 22 

0, 0 00円

23 建築基準法第7条の3第1項の 次に掲げる建睾物の区分に応じ、それぞれ次に定

霙に基づく攣鰤に関ずる中間検 める金額

査又は同法第18条第29項の規定 （1)中間検査を伴う部分の床面積の合計が30平

に基づく建築物に関する中間寃査 方メートル以内の建築物 2 4, 0 0 0円

(2)中間検査を伴う部分の床面積の合計が30平

方メートルを超え100平方メートル以内の建

築物 2 8, 0 0 0円

(3)中間検査を伴う部分の床面積の合計が100

平方メートルを超え200平方メートル以内の

建築物 37, 000円

(4)中間検査を伴う部分の床面積の合計が200

平方メートルを超え300平方メートル以内の

建築物 4 2, 0 0 0円

(5)中間検査を伴う部分の床面積の合計が300
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平方メートルを超え500平方メートル以内の

建 50, 0 0 0円

(6)中間検査を伴う部分の床面積の合計が500

平方メートルを超え1, 0 0 0平方メートル以

内の建築物 5 2, 0 0 0円

(7)中間検査を伴う部分の床面積の合計が1, 0 

00平方メートルを超え2, 0 0 0平方メート

ル以内の建築物 7 0, 0 0 0円

(8)中間検査を伴う部分の床面積の合計が2, 0 

00平方メートルを超え5, 0 0 0平方メート

ル以内の建築物 100, 000円

(9)中間検査を伴う部分の床面積の合計が5, 0 

00平方メートルを超え10, 0 0 0平方メー

トル以内の建寃物 160, 000円

(10) 中間検査を伴う部分の床面積の合計が10

, 0 0 0平方メートルを超え30, 0 0 0平方

メートル以内の建築物 210, 000円

(11) 中間検査を伴う部分の床面積の合計が30

, 0 0 0平方メートルを超え50, 0 0 0平方

メートル以内の建築物 260, 000円

(12) 中間検査を伴う部分の床面積の合計が50

, 0 0 0平方メートルを超える建築物 530 

, 0 0 0円

別表第 1の 13 5の項を次のように改める。

135 疇者、［鱈誓等の麟等の I次に掲げる醗の区分に応じ、それぞれ次に定め 1床面積の合

円滑化の促進に関する法律（平成1 る金額 計は、規則

8年法律第91号）第17条第4項

（同法第18条第2項において準用

する場合を含む。）の規定により建

築基準法第6条第1項に規定する建

攣瞬規定◎齢の蜘の申出

があった場合における高齢者、障害

者等の移動等の円滑化の（厄堡に関す

(1)建築基準法第87条の4の昇降機に係る部分

が含まれない場合次に掲げる建築物の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額

ア床面積の合計が30平方メートル以内の建

築物 1 5, 0 0 0円

イ 床面積の合計が30平方メートルを超え1

00平方メートル以内の建築物 2 8, 0 0 

で定めると

ころにより

算定する。
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る法律第17条第1項（同法第18

条第2項において準用する場合を含

む。）の規定に基づく特定建策物の

建築等及ひ囃我弗全の計画の認定の

申請に対する審査

0円

ウ床面積の合計が100平方メートルを超え

200平方メートル以内の建築物 4 3, 0 

00円

工床面積の合計が200平方メートルを超え

300平方メートル以内の建築物 4 8, 0 

00円

オ床面積の合計が300平方メートルを超え

500平方メートル以内の建築物 5 5, 0 

00円

力床面積の合計が500平方メートルを超え

1, 0 0 0平方メートル以内の建築物 66 

, 00 0円

キ床面積の合計が1, 0 0 0平方メートルを

超え2, 0 00平方メートル以内の建築物

9 3, 0 0 0円

ク床面積の合計が2, 00 0平方メートルを

超え5, 00 0平方メートル以内の建築物

160,, 000円

ケ床面積の合計が5, 00 0平方メートルを

超え10, 0 0 0平方メートル以内の建築物

280, 000円

コ床面積の合計が10, 0 0 0平方メートル

を超え30, 0 0 0平方メートル以内の建築

物 37 o, 0 0 0円

サ床面積の合計が30, 0 0 0平方メートル

を超え50, 0 0 0平方メートル以内の建築

物 460, 000円

シ床面積の合計が50, 0 0 0平方メートル

を超える建築物 9 0 0, 0 0 0円

(2)建築基準法第87条の4の昇降機に係る部分

が含まれる場合 （1)に定める金額に、次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める金
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額を加算して得た金額

ア昇陶幾を設置ずる場合（イに掲げる場合を

除く。） 昇陶幾1基につき 17, 0 0 0円

(IH瓢専用昇降機にあっては、 8, 0 0 0 

円）

イ 建築基準法第6条第1項又は第18条第3

項の規定による確認済証の交付を受けた糾降

機の設置の計画を変更して昇降機を設置する

齢罪磯1基につき 10, 0 0 0円（小

荷物専用昇降機にあっては、 5, 0 0 0円）

別表第 1の 13 8の項を次のように改める。

138 長期優良住宅の普及の｛彫但に 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定め 床面積の合

関する法律第6条第2項（同法第8 る金額 計は、規則

条第2項において準用する場合を含 (1)建築基準法第87条の4の昇降機に係る部分 で定めると

む。）の規定により建築基準法第6

条第1項に規定する建築基準関係規

定の適合についての審査の申出があ

った場合における長期優良住宅の普

及の促進に関する法律第5条第1項

から第5項まで（同法第8条第2項

においてこれらの規定を準用する場

合を含む。）の規定に基づく長期優

良住宅建築等計画の認定の申請に対

する審査

が含まれない場合 136の項、 137の項、

140の項又は141の項に定める金額に、次

に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ次に定

める金額を加算して得た金額

ア床面積の合計が30平方メートル以内の建

築物 1 5, 0 0 0円

イ 床面積の合計が30平方メートルを超え1

00平方メートル以内の建築物 2 8, 0 0 

0円

ウ床面積の合計が100平方メートルを超え

200平方メートル以内の建築物 4 3, 0 

00円

工床面積の合計が200平方メートルを超え

300平方メートル以内の建築物 4 8, 0 

00円

オ床面積の合計が300平方メートルを超え

500平方メートル以内の建築物 5 5, 0 

00円

力床面積の合計が500平方メートルを超え

ころにより

算定する。
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1, 0 0 0平方メートル以内の建築物 66 

, 0 0 0円

キ床面積の合計が1, 0 0 0平方メートルを

超え2, 000平方メートル以内の建築物

9 3, 0 0 0円

ク 床面積の合計が2, 00 0平方メートルを

超え5, 0 0 0平方メートル以内の建築物

1 6 o, 0 0 0円

ケ床面積の鉗汁が5, 0 0 0平方メートルを

超え10, 0 0 0平方メートル以内の建築物

2 8 0, 0 0 0円

コ床面積の合計が10, 0 0 0平方メートル

を超え3o, 0 0 0平方メートル以内の建築

物 37 0, 0 0 0円

サ床面積の合計が30, 0 0 0平方メートル

を超え50, 0 0 0平方メートル以内の建築

物 46 0, 0 0 0円

シ床面積の鉗汁が50, 0 0 0平方メートル

を超える建黎物 900, 000円

(2)建築基準法第87条の4の昇陶幾に係る部分

が含まれる場合 （1)に定める金額に、次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める金

額を加算して得た金額

ア昇降機を設置する場合（イに掲げる場合を

除く。） 昇降機1基につき 17, 000円

(Ij荷物専用即諷にあっては、 8, 0 00 

円）

イ 建築基準法第6条第1項又は第18条第3

項の規定による確認済証の交付を受けた昇降

機の設置の計画を変更して昇陶幾を設置する

齢靡磯1基につき 10, 0 0 0円（小

荷物専用昇降機にあっては、 5, 0 0 0円）

別表第 1の 14 5の項から 14 9の項までを次のように改める。
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145 都市の低炭素化の促進に関す 次に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ次に定

る法律（平成24年法律第84号） める金額

第53条第1項の規定に基づく低炭 (1)一戸建ての住宅健築物エネルギー消費性能

素建築物新築等計画（同法第54条

第1項第1号及び第3号に掲げる基

準に適合していることにつき、あら

かじめ登録住宅曲饂刊躙翡l又は建

麟のエネルギ—消費嘘の向上等

に関する法律第14条第1項に規定

する登録建築物エネルギー消費距詣

判定機関 (146の項、 148の項

、149の項、 155の項、 156 

の項、 158の項及び159の項ま

でにおいて「登録住宅曲馘跨磯関

等」という。）による審査を受けた

ものを除く。）の認定の申請に対す

る審査

基準等を定める省令第10条第2号イ(2)及び

ロ(2)に適合するものとして申請されたものに

限る。） 次に掲げる一戸建ての住宅の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額

ア床面積の合計が200平方メートル未満の

一戸建ての住宅 1 7, 0 0 0円

イ 床面積の合計が200平方メートル以上の

一戸建ての住宅 1 9, 0 0 0円

(2)一戸建ての住も傭築物エネルギー消費曲脂

基準等を定める省令第10条第2号イ（1)及び

ロ（2)又は同号イ（2)及び口（1)に適合するも

のとして申請されたものに限る。） 次に掲げ

る一戸建ての住もの区分囮芯じ、それぞれ次に

定める金額

ア床面積の合計が200平方メートル未満の

一戸建ての住宅 2 5, 0 0 0円

イ 床面積の合計が200平方メートル以上の

一戸建ての住宅 2 8, 0 0 0円

(3)一戸建ての住宅（（1)又は(2)に該当するも

のを除く。） 次に掲げる一戸建ての住宅の区

分は芯じ、それぞれ次に定める金額

ア床面積の合計が200平方メートル未満の

一戸建ての住宅 3 4, 0 0 0円

イ 床面積の合計が200平方メートル以上の

一戸建ての住宅 3 8, 0 0 0円

(4)一戸建ての住宅以外の建築物次に掲げる申

請に係る建築物の部分の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額を合計した金額

ア住宅部分償塞弾りエネルギー消費性能基準

等を定める省令第10条第2号イ(2)及びロ
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(2)に適合するものとして申請されたものに

限る。） 次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

（ア）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル未満の場合 3 3, 0 0 0円

（イ）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル以上2, 00 0平方メートル未満の

齢 57, 000円

（ウ）住宅部分の床面積の合計が2, 00 0平

方メートル以上5, 00 0平方メートル未

満の場合 100, 0 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 00 0平

方メートル以上の場合 160, 000円

イ住宅部分傭築物エネルギー消費性能基準

等を定める省令第10条第2号イ（1)及びロ

(2)又は同号イ(2)及び口（1)に適合するも

のとして申請されたものに限る。．） 次に掲

げる場合の区分口芯じ、それぞれ次に定める

金額

（ア）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル未満の場合 51, 000円

（イ）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル以上2, 00 0平方メートル未満の

齢 86, 0 0 0円

（ウ）住宅部分の床面積の合計が2, 000平

方メートル以上5, 0 0 0平方メートル未

満の場合 150, 0 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の斜汁が5, 0 0 0平

方メートル以上の場合 220, 000円

ウ住宅部分（ア又はイに該当するものを除く

。） 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

（ア）住宅部分の床面積の合計が300平方メ
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ートル未満の場合 6 9, 0 0 0円

（イ）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル以上2, 00 0平方メートル未満の

場合 120, 000円

（ウ）住宅部分の床面積の缶汁が2, 00 0平

方メートル以上5, 00 0平方メートル未

満の場合 2 0 0, 0 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 00 0平

方メートル以上の場合 2 8 0, 0 0 0円

工非住宅祁分健築物エネルギー消費由距店

疇を定める省領10条第1号イ（2)及び

ロ（2) 叩宝若蜀分の全部を工場等の用途に

供する場合にあっては、同号口(2))又は建

築物に係るエネルギーの使用の合理化の一層

の促進その他の建築物の低炭素化の促進のた

めに誘導すべき基準の一部を改正する件（令

経済産業省

和4年国士交通省告示第1号。 148の項及

環境省

び152の項から154の項までにおいて「

改正告示」という。）附則第3項の規定によ

り読み替えて適用される建睾物エネルギー消

費疇基疇を定める省碑10条第1号ロ

(2)及び施行日以後認定申請建築物の非住宅

部分のうち増築、改築又は修繕等をする部分

の一次エネルギー消費量並びに住宅部分のう

ち増築、改築又は修繕等をする部分の外壁、

蒻を通じて噂環失の防麟正次埒

ルギー消費量に関する基準（令和4年国士交

通省告示第1107号。 148の項、 152

の項から155の項まで及び158の項にお

いて「増改築部分告示」という。）第1第1

項第2号に適合するものとして申請されたも
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のに限る。） 次に掲げる場合の区分に応じ

、それぞれ次に定める金額

（ア）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満の場合 8 7, 0 0 0円

（イ）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1, 0 0 0平方メートル未満

の場合 11 0, 0 0 O円

（ウ）非住宅部分の床面積の合計が1, 0 0 0 

平方メートル以上2, 0 0 0平方メートル

未満の場合 150, 000円

（エ）非住宅部分の床面積の合計が2, 0 0 0 

平方メートル以上5, 0 0 0平方メートル

未満の場合 240, 000円

（オ）非住宅部分の床面積の合計が5, 0 0 0 

平方メートル以上10, 0 0 0平方メート

ル未満の場合 310, 000円

(jJ)非住宅部分の床面積の合計が10, 0 0 

0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 370, 000円

（キ）非住梵瑯分の床面積の合計が25, 00 

0平方メートル以上の場合 4 4 0, 0 0 

0円

オ非住宅部分（エに該当するものを除く。）

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次

に定める金額

（ア）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満の場合 230, 000円

（イ）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1, 0 0 0平方メートル未満

の場合 2 9 0, 0 0 0円

（ウ）非住宅部分の床面積の合計が1, 0 0 0 

平方メートル以上2, 0 0 0平方メートル

末満の場合 370, 000円
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（エ）非｛茫若祁分の床面積の合計が2, 0 00 

平方メートル以上5, 0 0 0平方メートル

未満の場合 530, 000円

（オ）非住宅部分の床面積の合計が5, 0 00 

平方メートル以上10, 0 0 0平方メート

ル未満の場合 6 5 0, 0 0 0円

(jJ)非住宅部分の床面積の合計が10, 0 0 

0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 770, 000円

（キ）非住宅部分の床面積の合計が25, 0 0 

0平方メートル以上の場合 8 7 o, 0 0 

0円

146 都市の低炭素化の促進に関す 次に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ次に定

る法律第53条第1項の規定に基づ める金額

く低炭素建築物新築等計画（同法第 （1)一戸建ての住宅 4, 7 00円

54条第1項第1号及び第3号に掲 (2)一戸建ての住宅以外の建築物次に掲げる申

げる基準に適合していることにつき 請に係る建築物の部分の区分iユ芯じ、それぞれ

、あらかじめ登録佑老出馘韓磯関 次に定める金額を合計した金額

等による審査を受けたものに限る。

）の認定の申請に対する審査

ア住宅部分次に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ次に定める金額

（ア）住宅部分の床面積の釦汁が300平方メ

ートル未満の場合 9, 40 0円

（イ）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル以上2, 00 0平方メートル未満の

場合 2 0, 0 0 0円

（ウ）住宅部分の床面積の合計が2, 00 0平

方メートル以上5, 0 0 0平方メートル未

満の場合 4 5, 0 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 0 0 0平

方メートル以上の場合 81, 000円

イ 非住宅部分次に掲げる場合の区分口芯じ

、それぞれ次に定める金額

（ア）非住宅部分の床面積の合計が300平方
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メートル未満の場合 9, 4 0 0円

（イ）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1, 0 0 0平方メートル未満

の場合 16, 000円

（ウ）非住宅部分の床面積の合計が1, 0 0 0 

平方メートル以上2, 0 00平方メートル

未満の場合 27, 000円

（エ）非住宅部分の床面積の合計が2, 000 

平方メートル以上5, 0 O 0平方メートル

未満の場合 8 0, 0 0 0円

（オ）非住宅部分の床面積の合計が5, 0 0 0 

ヘ 平方メートル以上10, 0 0 0平方メート

ル未満の場合 130, 000円

け）非住宅部分の床面積の合計が10, 0 0 

0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 160, 000円

（キ）非住宅部分の床面積の合計が25, 00 

0平方メートル以上の場合 2 0 0, 0 0 

0円

147 都市の低炭素化の偲但に関す 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定め 床面積の合

る法律第54条第2項（同法第55 る金額 計は、規則

条第2項において準用する場合を含 （1)建築基準法第87条の4の昇降機に係る部分 で定めると

む。）の規定により建築船脚去第6

条第1項に規定する建築基準関係規

定の適合についての審査の申出があ

った場合における都市の低炭素化の

促進に関する法律第53条第1項の

規定に基づく低炭素建築物新築等計

画の認定又は同法第55条第1項の

規定に基づく低炭素建築物新築等計

画の変更の認定の申請に対する審査

が含まれない場合 145の項、 146の項、 ころにより

148の項又は149の項に定める金額に、次 算定する。

に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ次に定

める金額を加算して得た金額

ア床面積の合計が30平方メートル以内の建

築物 1 5, 0 0 0円

イ 床面積の合計が30平方メートルを超え1

00平方メートル以内の建築物 2 8, 0 0 

0円

ウ床面積の合計が100平方メートルを超え

200平方メートル以内の建築物 4 3, 0 



-165-

--0123456789

00円

工床面積の合計が200平方メートルを超え

300平方メートル以内の建築物 48, 0 

00円

オ床面積の合計が300平方メートルを超え

500平方メートル以内の建築物 5 5, 0 

00円

力床面積の合計が500平方メートルを超え

1, 0 0 0平方メートル以内の建築物 66 

, 00 0円

キ床面積の合計が1, 0 0 0平方メートルを

超え2, 00 0平方メートル以内の建築物

9 3, 0 0 0円

ク 床面積の合計が2, 0 0 0平方メートルを

超え5, 000平方メートル以内の建築物

160, 0 0 0円

ケ床面積の合計が5, 0 0 0平方メートルを

超え10, 0 O 0平方メートル以内の建築物

2 8 0, 0 0 0円

コ床面積の合計が10, 0 0 0平方メートル

を超え30, 0 0 0平方メートル以内の建築

物 37 0, 0 0 0円

サ床面積の合計が30, 0 0 0平方メートル

を超え50, 0 0 0平方メートル以内の建築

物 460, 000円

シ床面積の斜汁が50, 0 0 0平方メートル

を超える建築物 900, 000円

(2)建築基準法第87条の4の昇降機に係る部分

が含まれる場合 （1)に定める金額に、次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める金

額を加算して得た金額

ア昇陶幾を設置ずる場合（イに掲げる場合を

除く。） 昇降機1基につき 17, 000円
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(;J瓢専用昇降機にあっては、 8, 0 0 0 

円）

イ 建築基準法第6条第1項又は第18条第3

項の規定による確認済証の交付を受けた昇降

機の設置の計画を変更して昇陶幾を設置する

齢犀遭1基につき 10, 0 0 0円（小

荷物専用糾剤幾にあっては、 5, 0 0 0円）

148 都市の低炭素化の促進に関す 次に掲げる建睾物の区分に応じ、それぞれ次に定

る法律第55条第1項の規定に基づ める金額

く低炭素建築物新築等計画の変更（ （1)一戸建ての住宅健築物エネルギー消費性能

変更部分について同法第54条第1

疇 1号及び第3号に掲げる膨焦に

適合していることにつき、あらかじ

め登録住宅性能評価機関等による審

査を受けたものを除く。）の認定の

申請に対する審査

基準等を定める省令第10条第2号イ(2)及び

ロ（2)に適合するものとして申請されたものに

限る。） 次に掲げる一戸建ての住宅の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額

ア床面積の合計が200平方メートル未満の

一戸建ての住宅 8, 5 0 0円

イ 床面積の合計が200平方メートル以上の

一戸建ての住宅 9, 5 0 0円

(2) —疇ての醒傭麟エネルギー消費性能

基準等を定める省令第10条第2号イ（1)及び

ロ（2)又は同号イ(2)及び口（1)に適合するも

のとして申請されたものに限る。） 次に掲げ

る一戸建ての住宅の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

ア床面積の合計が200平方メートル未満の

—疇て⑳主宅 1 2, 5 0 0円

イ 床面積の合計が200平方メートル以上の

—噂てび詞 14, 0 0 0円

(3)一戸建ての住宅（（1)又は(2)に該当するも

のを除く。） 次に掲げる一戸建ての住宅の区

分に応じ、それぞれ次に定める金額

ア床面積の合計が200平方メートル末満の

一戸建ての住宅 17, 000円
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イ 床面積の合計が200平方メートル以上の

一戸建ての住宅 1 9, 0 0 0円

(4)一戸建ての住宅以外の建黎物次に掲げる申

請に係る建築物の部分の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額を合計した金額

ア既に計画の認定を受けた住宅部分ば凋部

分（住宅部分のうち住戸以外の部分をいう。

以下この項及び155の項において同じ。）

の審査を要しない場合にあっては、共用部分

を除く。以下この項及び149の項において

同じ。） 健築物エネルギー消費国暉準等

を定める省令第10条第2号イ(2)及び口(2

）に適合するものとして申請されたものに限

る。） 次に掲げる場合の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額

（ア）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル未満の場合 1 6, 5 0 0円

（イ）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル以上2, 0 0 0平方メートル未満の

場合 2 8, 5 0 0円

（ウ）住宅部分の床面積の合計が2, 000平

方メートル以上5, 00 0平方メートル未

満の場合 5 0, 0 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 0 00平

方メートル以上の場合 8 0, 0 0 0円

イ 既に計画の認定を受けた住宅部分償虞劾

エネルギー消費曲貯議葬等を定める省令第1

0条第2号イ（1)及び口（2)又は同号イ(2)

及び口（1)に適合するものとして申請された

ものに限る。） 次に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

（ア）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル未満の場合 2 5, 5 0 0円
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（イ）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル以上2, 0 00平方メートル未満の

場合 4 3, 0 0 0円

（ウ）住宅部分の床面積の缶汁が2, 000平

方メートル以上5, 00 0平方メートル未

満の場合 7 5, 0 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 0 00平

方メートル以上の場合 11 0, 0 0 0円

ウ既に計画の認定を受けた住宅部分（ア又は

イに該当するものを除く。） 次に掲げる場

合の区分口芯じ、それぞれ次に定める金額

（ア）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル未満の場合 3 4, 5 0 0円

（イ）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル以上2,00 0平方メートル未満の

齢 60, 0 0 0円

（り）住宅部分の床面積の合計が2,000平

方メートル以上5, 00 0平方メートル未

満の場合 10 0, 0 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 00 0平

方メートル以上の場合 140, 000円

工既に計画の認定を受けた非住宅部分傭築

物エネルギー消費性能胆餡序を定める省令第

10条第1号イ(2)及び口(2) 俳宅完瑯分

の全部を工場等の用途に供する場合にあって

は、同号口(2))又ば改正告示附貝喰匂3項の

犀により読磯えて適用される建塑物エネ

ルギー消費性能基準等を定める省令第10条

第1号口(2)及び増改築部分告示第1第1項

第2号に適合するものとして申請されたもの

に限る。） 次に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ次に定める金額

（ア）非住宅部分の床面積の合計が300平方
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メートル未満の場合 4 3, 5 0 0円

（イ）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1, 0 0 0平方メートル未満

の場合 5 5, 0 0 0円

（ウ）非住若蜀分の床面積の斜汁が1, 0 0 0 

平方メートル以上2, 0 0 0平方メートル

未満の場合 7 5, 0 0 0円

（エ）非住宅部分の床面積の合計が2, 0 00 

平方メートル以上5, 0 00平方メートル

未満の場合 120, 000円

（オ）非住宅部分の床面積の缶計が5, 0 00 

平方メートル以上10, 0 0 0平方メート

ル未満の場合 1 5 5, ob o円

(jJ)非住宅部分の床面積の合計が10, 0 0 

0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 185, 000円

（キ）卦珀ビ宅剖玲の月司司漬［冶預十が25, 0 0 

0平方メートル以上の場合 2 2 0, 0 0 

0円

オ既に計画の認定を受けた非住宅部分（エに

該当するものを除く。） 次に掲げる場合の

区分に応じ、それぞれ次に定める金額

（ア）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満の場合 115, 000円

（イ）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1―, 000平方メートル未満

の場合 145, 000円

（ウ）非住宅部分の床面積の合計が1, 0 0 0 

平方メートル以上2, 0 0 0平方メートル

未満の場合 185, 000円

（エ）非住宅部分の床面積の合計が2, 0 00 

平方メートル以上5, 0 0 0平方メートル

未満の場合 265, 000円
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（オ）非住宅部分の床面積の合計が5, 0 0 0 

平方メートル以上10, 0 0 0平方メート

ル未満の場合 325, 000円

(jJ)非住宅部分の床面積の合計が10, 0 0 

0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 385, 000円

（キ）非住宅部分の床面積の合計が25, 0 0 

0平方メートル以上の場合 4 3 5, 0 0 

0円

力 新たに追加する住宅部分又は非住宅部分

145の項(4)に定める金額（この場合にお

いて、同項(4)中昧面積lとあるのは、 「

追加する床面積」と読み替えるものとする。

149 都市の低炭素化の促進に関す 次に掲げる建睾物の区分に応じ、それぞれ次に定

る法律第55条第1項の規定に基づ める金額

く低炭素建築物新築等計画の変更（ （1)一戸建ての住宅 2,. 3 5 0円

変更部分について同法第54条第1 I (2)一戸建ての住宅以外の建築物次に掲げる申

項第1号及び第3号に掲げる基準に 請に係る建築物の部分の区分に応じ、それぞれ

適合していることにつき、あらかじ

め登録住宅性能詔冊幾関等による審

査を受けたものに限る。）の認定の

申請に対する審査

次に定める金額を合計した金額

ア既に計画の認定を受けた住宅部分次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める

疇

（ア）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル未満の場合 4, 7 0 0円

（イ）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル以上2, 0 0 0平方メートル未満の

場合 1 0, 0 0 0円

（ウ）住宅部分の床面積の合計が2, 0 0 0平

方メートル以上5, 0 0 0平方メートル末

満の場合 2 2, 5 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 0 0 0平

方メートル以上の場合 4 0, 5 0 0円
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イ既に計画の認定を受けた非住宅部分次に

掲げる場合の区分口芯じ、それぞれ次に定め

る金額

（ア）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満の場合 4, 700円

（イ）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1, 00 O平方メートル未満

の場合 8, 000円

（ウ）非住宅部分の床面積の缶汁が1, 0 0 0 

平方メートル以上2, 0 00平方メートル

末満の場合 13, 5 0 0円

（エ）非住宅部分の床面積の合計が2, 00 0 

平方メートル以上5, 000平方メートル

未満の場合 4 0, 0 0 0円

（オ）非住宅部分の床面積の合計が5, 0 00 

平方メートル以上10, 0 0 0平方メート

ル未満の場合 6 5, 0 0 0円

仇）非住宅部分の床面積の合計が10, 0 0 

0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 8 0, 0 0 0円

（キ）非住咤華吟の床面積の合計が25, 00 

0平方メートル以上の場合 1 0 0, 0 0 

0円

ウ新たに追力吋る住宅部分又は非｛抒百膨}

146の項(2)に定める金額（この場合にお

いて、同項(2)中昧面積」とあるのは、 「

追力ける床疇」と読碕えるものとする。

） 

別表第 1の 15 2の項から 16 1の項までを次のように改める。

152 建築物のエネルギー消費由阻 次に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ次に定

の向上等に関する法律第11条第1 める金額

叡暉12条第2項の麟に基づ (1) —直に吋詫圏鰤埒Jレギー消費臨

く建麟エネルギー消費由齢童合性 基準等を定める省令第1条第1項第2号イ(2)
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判定 及び口(2)に適合するものとして計画されたも

のに限る。） 次に掲げる一戸建ての住宅の区

分に応じ、それぞれ次に定める金額

ア床面積の合計が200平方メートル未満の

一戸建ての住宅 17, 000円

イ 床面積の合計が200平方メートル以上の

一戸建ての住宅 1 9, 0 0 0円

(2)一戸建ての住宅傭築物エネルギー消費由能

基準等を定める省令第1条第1項第2号イ(1)

及び口（2)又は同号イ（2)及び口（1)に適合す

るものとして計画されたものに限る。） 次に

掲げる一戸建ての住宅の区分口芯じ、それぞれ

次に定める金額

ア床面積の合計が200平方メートル未満の

一戸建ての住宅 2 5, 0 0 0円

イ 床面積の合計が200平方メートル以上の

一戸建ての住宅 2 8, 0 0 0円

(3)一戸建ての住宅（（1)又は(2)に該当するも

のを除く。） 次に掲げる一戸建ての住宅の区

分口芯じ、それぞれ次に定める金額

ア床面積の合計が200平方メートル味識の

一戸建ての住宅 3 4, 0 0 0円

イ 床面積の合計が200平方メートル以上の

一戸建ての住宅 3 8, 0 0 0円

(4)一戸建ての住宅以外の建築物次に掲げる提

出又は通知に係る建築物の部分の区分に応じ、

それぞれ次に定める金額を合計した金額

ア住宅部分償箋郭りエネルギー消費性能基準

等を定める省令第1条第1項第2号イ(2)及

び口(2)に適合するものとして計画されたも

のに限る。） 次に掲げる場合の区分に応じ

、それぞれ次に定める金額

（ア）住宅部分の床面積の合計が300平方メ



-173-

--0123456789

ートル未満の場合 3 3, 0 0 0円

（イ）住宅部分の床面積の斜汁が300平方メ

ートル以上2, 0 0 0平方メートル未満の

場合 5 7, 0 0 0円

（ウ）住宅部分の床面積の合計が2, 0 0 0平

方メートル以上5, 00 0平方メートル未

満の場合 10 0, 0 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 000平

方メートル以上の場合 160, 000円

イ 住宅部分備嘩物エネルギー消費性能基準

等を定める省令第1条第1項第2号イ(1)及

び口（2)又は同号イ(2)及び口(1)に適合す

るものとして計画されたものに限る。） 次

に掲げる場合の区分囮芯じ、それぞれ次に定

める金額

（ア）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル未満の場合 5 1, 0 00円

（イ）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル以上2, 00 0平方メートル未満の

場合 8 6, 0 0 0円

（ウ）住宅部分の床面積の合計が2, 00 0平

方メートル以上5, 000平方メートル未

満の場合 150, 0 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 0 0 0平

方メートル以上の場合 220, 000円

ウ住宅部分（ア及びイに該当するものを除く

。） 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

（ア）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル未満の場合 6 9, 0 0 0円

（イ）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル以上2, 0 00平方メートル未満の

場合 120, 000円
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（ウ）住宅部分の床面積の合計が2, 00 0平

方メートル以上5, 0 0 0平方メートル未

満の場合 2 0 0, 0 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 00 0平

方メートル以上の場合 280, 000円

工非住宅部分健築物エネルギー消費性能基

疇を定める省繹1条第1疇 1号口又は

改正告示附則第3項の規定により読み替えて

適用される建睾物エネルギー消費性能基準等

を定める省令第1条第1項第1号口及び増改

築部分告示第1第1項第2号に適合するもの

として計画されたものに限る。） 次に掲げ

る場合の区分に応じ、それぞれ次に定める金

額

（ア）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満の場合 8 7, 0 0 0円

（イ）非住宅部分の床面積の缶汁が300平方

メートル以上1, 0 0 0平方メートル未満

の場合 11 0, 0 0 0円

（ウ）非住宅部分の床面積の合計が1,0 0 0 

平方メートル以上2, 000平方メートル

未満の場合 150, 000円

（エ）非住宅部分の床面積の鉗汁が2, 0 0 0 

平方メートル以上5, 0 00平方メートル

未満の場合 240, 000円

（オ）非住宅部分の床面積の合計が5, 00 0 

平方メートル以上10, 0 0 0平方メート

ル未満の場合 3 1 0, 0 0 0円

(jJ)非住宅部分の床面積の合計が10, 0 0 

0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 3 7 0, 0 0 0円

（キ）非住宅部分の床面積の合計が25, 0 0 

0平方メートル以上の場合 4 4 0, 0 0 
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0円

オ非住宅部分（エ、力又はキに該当するもの

を除く。） 次に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ次に定める金額

（ア）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満の場合 230, 000円

（イ）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1, 0 0 0平方メートル未満

の場合 2 9 0, 0 0 0円

（り）非住宅部分の床面積の合計が1, 0 0 0 

平方メートル以上2, 0 0 0平方メートル

末満の場合 370, 000円

（エ）非住宅部分の床面積の合計が2, 0 0 0 

平方メートル以上5, 0 0 0平方メートル

麟の齢 530, 000円

（オ）非住宅部分の床面積の合計が5, 0 0 0 

平方メートル以上10, 0 0 0平方メート

ル昧調の場合 650, 000円

(jJ)非住宅部分の床面積の合計が10, 0 0 

0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 770, 000円

（守）非住宅部分の床面積の合計が25, 0 0 

0平方メートル以上の場合 8 7 0, 0 0 

0円

力 非住宅部分償塞励エネルギー消費性能基

疇を定める省令第1条第1疇 1号口に適

合するものとして計画された工場、倉庫、卸

売市場その他これらに類する用途のみに供す

るものに限る。） 次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額

（ア）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メート］げミ満の場合 1 9, 0 0 0円

（イ）非住宅部分の床面積の合計が300平方
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メートル以上1, 0 0 0平方メートル未満

の場合 2 6, 0 0 0円

（ウ）非住宅部分の床面積の缶汁が1, 0 0 0 

平方メートル以上2, 0 00平方メートル

未満の場合 3 8, 0 0 0円

（エ）非住宅部分の床面積の合計が2, 0 0 0 

平方メートル以上5, 000平方メートル

未満の場合 9 5, 0 0 0円

（オ）非住宅部分の床面積の合計が5, 0 0 0 

平方メートル以上10, 0 0 0平方メート

ル未満の場合 14 0, 0 0 0円

(jJ)非住宅部分の床面積の合計が10, 0 0 

0平方メ-トル以上25, 000平方メー

トル味繍の場合 180, 000円

（キ）卦珀仔も剖砂j-(J)J未面積の合計が25, 0 0 

0平方メートル以上の場合 2 2 0, 0 0 

0円

キ非住宅部分健築物エネルギー消費性能基

疇を定める省鐸1条第1項第1号口に適

合するもの以外のものとして計画された工場

、倉鼠卸売市場そ叶也これらに類する用途

のみに供するものに限る。） 次に掲げる場

合の区分四芯じ、それぞれ次に定める金額

（ア）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満の場合 2 3, 0 0 0円

（イ）非住宅部分の床面積の出汁が300平方

メートル以上1, 0 0 0平方メートル未満

の場合 3 1, 0 0 0円

（り）非住宅部分の床面積の合計が1, 0 0 0 

平方メートル以上2, 0 0 0平方メートル

未満の場合 4 3, 0 0 0円

（エ）非住宅部分の床面積の合計が2, 0 0 0 

平方メートル以上5, 0 0 0平方メートル
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153 建築物のエネルギー消費曲詣

の向上等に関する法律第11条第2

叡疇12条第3項の規定に基づ

く建築物エネルギー消費由聴膨呆計

画の変更に係る建築物エネルギー消

費国翠給性判定

未満の場合 100, 0 0 0円

（オ）非住宅部分の床面積の合計が5, 0 0 0 

平方メートル以上10, 0 0 0平方メート

ル未満の場合 15 0, 0 0 0円

(}J)非住宅部分の床面積の合計が10, 0 0 

0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 190, 0 0 0円

（キ）非住莞齊吟の床面積の合計が25, 00 

0平方メートル以上の場合 2 3 0, 0 0 

0円

次に掲げる建築物の区分口芯じ、それぞれ次に定

める金額

(1)一国に聞完疇坊ルギー消費柑詣

基準等を定める省令第1条第1項第2号イ(2)

及び口(2)に適合するものとして計画されたも

のに限る。） 次に掲げる一戸建ての住宅の区

分に応じ、それぞれ次に定める金額

ア床面積の合計が200平方メートル未満の

一戸建ての住宅 8, 5 00円

イ 床面積の合計が200平方メートル以上の

一戸建ての住宅 9, 5 0 0円

(2)一可訳虎完疇埓ルギー消費由胆

基準等を定める省令第1条第1項第2号イ(1)

及び口（2)又は同号イ(2)及び口（1)に適合す

るものとして訓画されたものに限る。） 次に

掲げる一戸建ての住宅の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア床面積の合計が200平方メートル未満の

一戸建ての住宅 1 2, 5 0 0円

イ 床面積の合計が200平方メートル以上の

一戸建ての住宅 14, 0 0 0円

(3)一戸建ての住宅（（1)又は(2)に該当するも

のを除く。） 次に掲げる一戸建ての住宅の区
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分に応じ、それぞれ次に定める金額

ア床面積の合計が200平方メートル未満の

一戸建ての住宅 1 7, 0 0 0円

イ 床面積の合計が200平方メートル以上の

一戸建ての住宅 1 9, 0 O 0円

(4)一戸建ての住宅以外の建築物次に掲げる提

出又は通知に係る建築物の部分の区分に応じ、

それ肱に定める金額を合計した金額

ア住宅部分傭頃弾］エネルギー消費性能基準

等を定める省令第1条第1項第2号イ(2)及

び口(2)に適合するものとして計画されたも

のに限る。） 次に掲げる場合の区分に応じ

、それぞれ次に定める金額

（ア）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル未満の場合 1 6, 5 0 0円

（イ）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル以上2, 0 00平方メートル未満の

齢 28, 5 0 0円

（ウ）住宅部分の床面積の缶計が2, 0 0 0平

方メートル以上5, 00 0平方メートル未

満の場合 5 0, 0 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 0 0 0平

方メートル以上の場合 8 0, 0 0 0円

イ ｛誌部分健築物エネルギー消費性能基準

等を定める省令第1条第1項第2号イ（1)及

び口(2)又は同号イ(2)及び口(1)に適合す

るものとして計画されたものに限る。） 次

に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定

める金額

（ア）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル未満の場合 2 5, 5 0 0円

（イ）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル以上2, 00 0平方メートル未満の
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場合 4 3, 0 0 0円

（り）住宅部分の床面積の合計が2, 00 0平

方メートル以上5, 00 0平方メートル未

満の場合 7 5, 0 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 000平

方メートル以上の場合 110, 000円

ウ住宅部分（ア又はイに該当するものを除く

。） 次に掲げる場合の区分口芯じ、それぞ

れ次に定める金額

（ア）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル未満の場合 3 4, 5 0 0円

（イ）住宅部分刀床面積の合計が300平方メ

ートル以上2, 00 0平方メートル未満の

齢 60, 0 0 0円

（ウ）住宅部分の床面積の合計が2, 000平

方メートル以上5, 00 0平方メートル未

満の場合 100, 0 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 00 0平

方メートル以上の場合 140, 000円

工非住宅部分健築物エネルギー消費由詣基

疇を定める省鐸1条第1疇 1号口（非

住宅部分の全部を工場等の用途に供する場合

にあっては、同号口又は改正告示附則第3項

の規定により読み替えて適用される建築物エ

ネルギー消費性能基準等を定める省令第1条

第1項第1号口及び増改築部分告示第1第1

項第2号に適合するものとして計画されたも

のに限る。） 次に掲げる場合の区分に応じ

、それぞれ次に定める金額

（ア）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満の場合 4 3, 5 0 0円

（イ）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1, 0 0 0平方メートル未満
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の場合 5 5, 0 0 0円

（ウ）非住宅部分の床面積の缶計が1, 0 0 0 

平方メートル以上2, 000平方メートル

末満の場合 7 5, 0 0 0円

（エ）非住宅部分の床面積の合計が2, 0 0 0 

平方メートル以上5, 000平方メートル

未満の場合 120, 000円

（オ）非住宅部分の床面積の缶汁が5, 000 

平方メートル以上1o, 0 0 0平方メート

ル未満の場合 155, 000円

け）非住宅部分の床面積の缶計が10, 0 0 

0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 185, 000円

（キ）卦珀む宅部分の床面積の合計が25, 00 

0平方メートル以上の場合 2 2 0, 0 0 

0円

オ非住宅部分（エ．、力又はキに該当するもの

を除く。） 次に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ次に定める金額

（ア）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満の湯合 115, 000円

（イ）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1, 0 0 0平方メートル未満

の場合 145, 000円

（ウ）非住宅部分の床面積の合計が1, 0 0 0 

平方メートル以上2, 000平方メートル

未満の場合 18 5, 0 0 0円

（エ）非住宅部分の床面積の合計が2, 000 

平方メートル以上5, 0 0 0平方メートル

未満の場合 265, 000円

（オ）非住宅部分の床面積の合計が5, 0 0 0 

平方メートル以上10, 0 0 0平方メート

ル未満の場合 325, 000円
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(jJ)非住宅部分の床面積の合計が10, 0 0 

0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 385, 000円

（キ）非住宅部分の床面積の合計が25, 0 0 

0平方メートル以上の場合 4 3 5, 0 0 

0円

力非住宅部分健築物エネルギー消費性能基

疇を定める省領1条第1疇 1号口に適

合するものとして計画された工場、倉庫、卸

蜘 f場そq也これらに類する用途のみに供す

るものに限る。） 次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額

（ア）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満の場合 9, 5 0 0円

（イ）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1, 0 0 0平方メートル未満

の場合 1 3, 0 0 0円

（り）非住宅部分の床面積の合計が1, 0 0 0 

平方メートル以上2, 0 0 0平方メートル

未満の場合 1 9, 0 0 0円

（エ）非住宅部分の床面積の合計が2, 0 0 0 

平方メートル以上5, 000平方メートル

未満の場合 47, 500円

（オ）非住宅部分の床面積の合計が5, 0 00 

平方メートル以上10,,000平方メート

ル未満の場合 7 0, 0 0 0円

仇）非住宅部分の床面積の合計が10, 0 0 

0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 9 0, 0 0 0円

（キ）非住莞瑯分の月涌贖の合計が25, 00 

0平方メートル以上の場合 11 0, 0 0 

0円

キ非住宅部分健築物エネルギー消費性能基
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疇を定める省鰭1条第1螂 1号口に適

合するもの以外のものとして計画された工場

、倉庫、卸売市場その他これらに類する用途

のみに供するものに限る。） 次に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

（ア）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満の場合 11, 5 0 0円

（イ）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1, 0 0 0平方メートル未満

の場合 1 5, 5 0 0円

（ウ）非住宅部分の床面積の合計が1, 0 0 0 

平方メートル以上2, 0 0 0平方メートル

末満の場合 21, 5 0 0円

（エ）非住宅部分の床面積の合計が2, 00 0 

平方メートル以上5, 0 00平方メートル

未満の場合 5 0, 0 0 0円

（オ）非住宅部分の床面積の合計が5, 0 0 0 

平方メートル以上10, 0 0 0平方メート

ル未満の場合 7 5, 0 0 0円

(jJ)非住宅部分の床面積の合計が10, 0 0 

0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 9 5, 0 0 0円

（キ）非住咤滞紛の床面積の合計が25, 0 0 

0平方メートル以上の場合 11 5, 0 0 

0円

154 建築物のエネルギー消費由阻 次に掲げる建策物の区分口芯じ、それぞれ次に定

の向上等に関する法律第11条第1 める金額

項の規定により建築物エネルギー消 (1)一戸建ての住宅傭築物エネルギー消費性能

費由賠箇合距判定を受けた建築物エ 基準等を定める省令第1条第1項第2号イ(2)

ネルギー消費由馘餡測画の変更が 及び口(2)に適合するものとして申請され、又

同条第2項に規定する軽微な変更に は求められたものに限る。） 次に掲げる一戸

該当する旨の証明の申請に対する審 建ての住宅の区分に応じ、それぞれ次に定める

査又は同法第12条第2項の規定に 金額
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より建築物エネルギー消費性齢箇合

性判定を受けた建築肱エネルギー消

費由腟飴糾画の変更が同条第3項

に規定ずる軽微な変更に該当する旨

の証明の求めに対する審査

ア床面積の合計が200平方メートル未満の

一戸建ての住宅 8, 5 00円

イ 床面積の合計が200平方メートル以上の

一戸建ての住宅 9, 5 0 0円

(2)一戸建ての住宅傭築物エネルギー消費性能

基準等を定める省令第1条第1項第2号イ(1)

及び口（2)又は同号イ(2)及び口（1)に適合す

るものとして申請され、又は求められたものに

限る。） 次に掲げる一戸建ての住宅の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額

ア床面積の合計が200平方メートル未満の

一戸建ての住宅 12, 5 0 0円

イ 床面積の合計が200平方メートル以上の

—戸疇 14, 0 0 0円

(3)一戸建ての住宅（（1)又は(2)に該当するも

のを除く。） 次に掲げる一戸建ての住宅の区

分口芯じ、それぞれ次に定める金額

ア床面積の合計が200平方メートル未満の

一戸建ての住宅 1 7, 0 0 0円

イ 床面積の合計が200平方メートル以上の

一戸建ての住宅 1 9, 0 0 0円

(4)一戸建ての住宅以外の建策物次に掲げる申

請又は求めに係る建業物の部分の区分に応じ、

そ疇肱に定める領を合計した金額

ア住宅部分償頃拗エネルギー消費性能基準

等を定める省令第1条第1項第2号イ（2)及

び口(2)に適合するものとして申請され、又

は求められたものに限る。） 次に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

（ア）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル未満の場合 1 6, 5 0 0円

（イ）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル以上2, 00 0平方メートル未満の
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齢 28, 5 0 0円

（り）住宅部分の床面積の缶汁が2, 00 0平

方メートル以上5, 00 0平方メートル未

満の場合 5 0, 0 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 00 0平

方メートル以上の場合 8 0, 0 0 0円

イ 住宅部分備嘩酸エネルギー消費性能基準

等を定める省令第1条第1項第2号イ（1)及

び口（2)又は同号イ(2)及び口（1)に適合す

るものとして申請され、又ゆ知bられたもの

に限る。） 次に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ次に定める金額

（ア）住宅部分の床面積の缶汁が300平方メ

ートル未満の場合 25, 500円

（イ）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル以上2, 0 0 0平方メートル未満の

場合 '43, 000円

（ウ）住宅部分の床面積の斜汁が2, 0 0 0平

方メートル以上5, 0 0 0平方メートル未

満の場合 7 5, 0 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 0 0 0平

方メートル以上の場合 11 0, 0 0 0円

ウ住宅部分（ア又はイに該当するものを除く

。） 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

（ア）住宅部分の床面積の斜汁が300平方メ

ートル未満の場合 3 4, 5 0 0円

（イ）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル以上2, 000平方メートル未満の

場合 6 0, 0 0 0円

（ウ）住宅部分の床面積の合計が2, 0 0 0平

方メートル以上5, 0 0 0平方メートル未

満の場合 100, 0 0 0円
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（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 0 00平

方メートル以上の場合 140, 000円

工非住宅部分備嘩物エネルギー消費性能基

疇を定める省鐸1条第1疇 1号口徘

｛遷紛噂部をエ欝の用途に尉る齢

にあっては、同号口又は改正告示附則第3項

の規定により読み替えて適用される建築物エ

ネルギー消費性能基準等を定める省令第1条

第1項第1号口及び増改築部分告示第1第1

項第2号に適合するものとして申請され、又

は求められたものに限る。） 次に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

（ア）非住宅部分の床面積の缶計が300平方

メートル未満の場合 4 3, 5 0 0円

（イ）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1, 0 00平方メートル未満

の場合 5 5, 0 0 0円

（ウ）非住宅部分の床面積の合計が1, 0 0 0 

平方メートル以上2, 0 00平方メートル

未満の場合 7 5, 0 0 0円

（エ）非住宅部分の床面積の合計が2, 000 

平方メートル以上5, 000平方メートル

未満の場合 120, 0 0 0円

（オ）非住宅部分の床面積の合計が5, 0 0 0 

平方メートル以上i0, 0 0 0平方メート

ル未満の場合 155, 000円

(jJ)非住宅部分の床面積の斜汁が10, 0 O 

0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 185, 000円

（キ）非住弁瑯分の床面積の合計が25, ob 

0平方メートル以上の場合 2 2 0, 0 0 

0円

オ非住宅部分（エ、力又はキに該当するもの
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を除く。） 次に掲げる場合の区分四芯じ、

それぞれ次に定める金額

（ア）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満の場合 115, 000円

（イ）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1, 0 0 0平方メートル未満

の場合 145, 000円

（ウ）非住宅部分の床面積の合計が1, 0 0 0 

平方メートル以上2, 0 0 0平方メートル

末満の場合 18 5, 0 0 0円

（エ）非住宅部分の床面積の合計が2, 00 0 

平方メートル以上5, 0 00平方メートル

未満の場合 265, 000円

（オ）非住宅部分の床面積の合計が5, 0 00 

平方メートル以上10, 0 0 0平方メート

ル未満の場合 325, 000円

(jJ)非住宅部分の床面積の合計が10, 00̀  

0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 385, 000円

（キ）卦珀仔も部分の抹頑蹟の合計が25, 0 0 

0平方メートル以上の場合 4 3 5, 0 0 

0円

力非住宅部分健築物エネルギー消費性能基

疇を定める省鐸1条第1疇 1号口に適

合するものとして申請され、又は求められた

工場、倉庫、卸売市場そび也これらに類する

用途のみに供するものに限る。） 次に掲げ

る場合の区分口芯じ、それぞれ次に定める金

額

（ア）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満の場合 9, 5 0 0円

（イ）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1, 0 0 0平方メートル未満
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の場合 1 3, 0 0 0円

（ウ）非住宅部分の床面積の合計が1, 0 0 0 

平方メートル以上2, 0 00平方メートル

末満の場合 19, 0 0 0円

（エ）非住宅部分の床面積の合計が2, 0 00 

平方メートル以上5, 0 0 0平方メートル

未満の場合 47, 500円

（オ）非住宅部分の床面積の合計が5, 0 00 

平方メートル以上10, 0 0 0平方メート

ル未満の場合 7 0, 0 0 0円

(jJ)非住宅部分の床面積の合計が10, 00 

0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 9 0, 0 0 0円

（キ）卦珀む宅剖V分の月司面漬¢x合計が25, 0 0 

0平方メートル以上の場合 11 0, 0 0 

0円

キ非住宅部分健築物エネルギー消費性能基

疇を定める省繹1条第1疇 1号口に適

合するもの以外のものとして申請され、又は

求められた工場、倉庫、卸売市場その他これ

らに類する用途のみに供するものに限る。）

次に掲げる場合の区分口芯じ、それぞれ次

に定める金額

（ア）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満の場合 11, 5 0 0円

（イ）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1, 0 0 0平方メートル未満

の場合 1 5, 5 0 0円

（ウ）非住宅部分の床面積の合計が1, 0 0 0 

平方メートル以上2, 0 00平方メートル

未満の場合 2 1, 5 0 0円

（エ）非住宅部分の床面積の合計が2, 0 00 

平方メートル以上5, 0 0 0平方メートル
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未満の場合 5 0, 0 0 0円

（オ）非住宅部分の床面積の合計が5, 0 0 0 

平方メートル以上10, 0 0 0平方メート

ル未満の場合 7 5, 0 0 0円

(jJ）非住宅部分の床面積の合計が10, 0 0 

0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 9 5, 0 0 0円

（キ）痢主宅帯吟の床面贖の合計が25, 0 0 

0平方メートル以上の場合 11 5, 0 O 

0円

二；：：：t二＝麟の区分虚じ、そ疇紘に定
項の規定に基づく建築物エネルギー （1)一戸建ての住宅傭築物エネルギー消費曲詣

消費出能向上計画（同法第30条第

1項第1号から第3号までに掲げる

基準に適合していることにつき、あ

らかじめ弼尉祖甜乖評個幾関等に

よる審査を受けたもの又は登録住宅

性能評価機関から住宅の品質確保の

促進等に関する法律第5条第1項に

規定する住宅曲饂刊旧書（以下この

項、 156の項、 158の項及び1

59の項において屯完猜乖評価書

」という。）が交付された住宅に係

るものを除く。）の認定の申請に対

する審査傭築物のエネルギー消費

性能の向上等に関する法律第30条

第2項の規定により建築基準法第6

条第1項に規定する建築基準関係規

定の適合についての審査の申出があ

った場合を除く。）

基準等を定める省令第10条第2号イ(2)及び

ロ(2) （屑省令附貝暉3条第2項の規定が適用

される場合にあっては、同号口(2)）に適合す

るものとして申請されだものに限る。） 次に

掲げる一戸建ての住宅の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア床面積の合計が200平方メートル未満の

一戸建ての｛控も 1 7, 0 0 0円

イ 床面積の合計が200平方メートル以上の

一戸建ての住宅 1 9, 0 0 O円

(2)一戸建ての住も健郷勿エネルギー消費由脂

基準等を定める省令第10条第2号イ(1)及び

ロ（2)又は同号イ（2)及び口（1)に適合するも

のとして申請されたものに限る。） 次に掲げ

る一戸建ての住もの区分切芯じ、それぞれ次に

定める金額

ア床面積の合計が200平方メートル末満の

一戸建ての住宅 2 5, 0 0 0円

イ 床面積の合計が200平方メートル以上の

一戸建ての住宅 2 8, 0 0 0円
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(3)一戸建ての住も（（1)又は(2)に該当するも

のを除く。） 次に掲げる一戸建ての住宅の区

分に応じ、それぞれ次に定める金額

ア床面積の合計が200平方メートル未満の

一戸建ての住宅 3 4, 0 0 0円

イ 床面積の合計が200平方メートル以上の

一戸建ての住宅 3 8, 0 0 0円

(4)一戸建ての住宅以外の建築物次に掲げる建

築物の部分の区分に応じ、それぞれ次に定める

金額を合計した金額

ア住宅部分洪用部分の審査を要しない場合

にあっては、共用部分を除く。以下この項、

156の項、 158の項及び159の項にお

いて同じ。） 健黎肱亡ネルギー消費由i蹟；

準等を定める省令第10条第2号イ（2)及び

ロ(2) （同省令附則第3条第2項の規定が適

用される場合にあっては、同号口(2)）に適

合するものとして申請されたものに限る。）

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次

に定める金額

（ア）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル未満の場合 3 3, 0 0 0円

（イ）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル以上2, 00 0平方メートル未満の

場合 57, 000円

（ウ）住疇分の床躙呪計が2, 00 0平

方メートル以上5, 00 0平方メートル未

満の場合 100, 0 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 0 0 0平

方メートル以上の場合 160, 000円

イ住疇分建麟エネルギー消費疇基準

等を定める省令第10条第2号イ（1)及びロ

(2)又は同号イ（2)及び口（1)に適合するも
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のとして申請された建喫物に係るものに限る

。） 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

（ア）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル未満の場合 51, 000円

（イ）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル以上2, 00 0平方メートル未満の

場合 8 6, 0 0 0円

（ウ）住疇3分項華積韓計が2, 0 0 0平

方メートル以上5, 00 0平方メートル未

満の場合 150, 0 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 0 0 0平

方メートル以上の場合 220, obo円

ウ住宅部分（ア又はイに該当するものを除く

。） 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

（ア）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル未満の場合 6 9, 0 0 0円

（イ）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル以上2, 0 0 0平方メートル未満の

場合 120, 000円

（ウ）住宅部分の床面積の合計が2, 00 0平

方メートル以上5, 00 0平方メートル未

満の場合 2 0 0, 0 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 00 0平

方メートル以上の場合 280, 000円

工非住宅部分健築物エネルギー消費性能基

準等を定める省令第10条第1号イ(2)及び

ロ(2) （非住宅部分の全部を工場等の用途に

供る齢及環省頷疇2条第2項の規

定が適用される場合にあっては、同号口(2)

）又は建築物エネルギー消費性能基準等を定

める省令の一部を改正する省令（令和4年
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経済産業省
国士兌鰭令第1号。 158の項において「

改正省令」という。）附則第3項の規定によ

り読み替えて適用される建築物エネルギー消

費由固粗麟芦を定める省令第10条第1号ロ

(2)及び増改築部分告示第1第1項第2号に

適合するものとして申請された建契物に係る

ものに限る。） 次に掲げる場合の区分口芯

じ、それぞれ次に定める金額

（ア）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満の場合 8 7, 0 0 0円

（イ）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1, 0 0 0平方メートル未満

の場合 110, 000円

（り）非住宅部分の床面積の合計が1, 0 0 0 

平方メートル以上2, 0 00平方メートル

未満の場合 150, 000円

（エ）非住宅部分の床面積の合計が2, 00 0 

平方メートル以上5, 0 0 0平方メートル

未満の場合 240, 000円

（オ）非住宅部分の床面積の合計が5, 00 0 

平方メートル以上10, 0 0 0平方メート

ル未満の場合 310, 000円

け）非住宅部分の床面積の合計が10, 0 0 

0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

卜几未満の場合 370, 000円

（キ）非住持嘩吟の床面積の合計が25, 00 

0平方メートル以上の場合 44 0, 0 0 

0円

オ非住宅部分（エに該当するものを除く。）

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次

に定める金額

（ア）非住宅部分の床面積の合計が300平方
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メートル未満の場合 230, 000円

（イ）非住宅部分の床面積の針計が300平方

メートル以上1, 0 0 0平方メートル未満

の場合 290, 000円

（り）非住宅部分の床面積の缶汁が1, 0 0 0 

平方メートル以上2, 0 0 0平方メートル

未満の場合 3 7 0, 0 0 0円

（エ）非住宅部分の床面積の合計が2, 0 00 

平方メートル以上5, 0 00平方メートル

未満の場合 5 3 0, 0 0 0円

（オ）非住宅部分の床面積の合計が5, 0 00 

平方メートル以上10, 0 0 0平方メート

ル未満の場合 650, 000円

(jJ)非住宅部分の床面積の合計が10, 0 0 

0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 7,7 0, 0 0 0円

（キ）非｛主宅齋紛の月咀而責び冷計が25, ob 

0平方メートル以上の場合 8 7 0, 0 0 

0円

(5) 2以上の建築物償嘩物のエネルギー消費性

能の向上等に関する法律第29条第3項に規定

する他の建築物を含胚場合をいう。 156の項

、158の項及び159の項において同じ。）

当該計画に係る建築物について、次に掲げる

魁競勿の区分囮芯じ、それぞれ次に定める金額

を合計した金額

ア申請に係る建築物 (1)、（2)又は(3)に

定める金額

イ 他の建築物（ウに掲げるものを除く。）

(1)、（2)又は(3)に定める金額

ウ他の建築物償築物のエネルギー消費曲詣

の向上等に関する法律第30条第1項第4号

に掲げる基準に適合していることにつき、あ
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ら力屯め登録住宅田揺韓磯関等による審査

を受けたもの又は登録住毬雌稗隋臆関から

住宅由馘平価書が交付された住宅に係るもの

に限る。） 156の項(1)、（2)又は(3)

に定める金額

156 建築物のエネルギー消費性能 次に掲げる建黎物の区分に応じ、それぞれ次に定

の向上等に関する法律第29条第1 める金額

項の規定に基づく建築物エネルギー (1)一戸建ての住宅 4, 70 0円

消費出胆向上計画（同法第30条第 (2)一戸建ての住宅以外の建築物次に掲げる申

1項第1号から第3号までに掲げる

基準に適合していることにつき、あ

らかじめ登録佑毬雌固隋磯関等に

よる審査を受けたもの又は登録住宅

性能評価機関から住宅性餌閉価書が

交付された住宅に係るものに限る。

）の認定の申請に対する審査（同条

第2項の規定により建築基準法第6

条第1項に規定する建築基準関係規

定の適合についての審査の申出があ

った場合を除く。）

請に係る建築物の部分の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額を合計した金額

ア住宅部分次に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ次に定める金額

（ア）住宅部分の床面積の斜汁が300平方メ

ートル未満の場合 9, 4 0 0円

（イ）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル以上2, 00 0平方メートル未満の

場合 2 0, 0 0 0円

（ウ）住宅部分の床面積の合計が2, 00 0平

方メートル以上5, 0 0 0平方メートル未

満の場合 4 5, 0 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 00 0平

方メートル以上の場合 81, 000円

イ 非住宅部分次に掲げる場合の区分に応じ

、それぞれ次に定める金額

（ア）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満の場合 9, 4 0 0円

（イ）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1,0 0 0平方メートル未満

の場合 1 6, 0 0 0円

（り）非住宅部分の床面積の合計が1, 0 0 O 

平方メートル以上2, 0 0 0平方メートル

未満の場合 27, 000円
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（エ）非住宅部分の床面積の合計が2, 0 0 0 

平方メートル以上5, 0 0 0平方メートル

未満の場合 8 0, 0 0 0円

（オ）非住宅部分の床面積の合計が5, 0 0 0 

平方メートル以上10, 0 0 0平方メート

ル未満の場合 130, 000円

仇）非住宅部分の床面積の合計が10, 0 0 

0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 160, 000円

（キ）非住宅部分の床面積の合計が25, 0 0 

0平方メートル以上の場合 2 0 0, 0 0 

0円

(3) 2以上の建築物 当該計画に係る建睾物につ

いて、次に掲げる建睾物の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額を合計した金額

ア 申請に係る建築物 （1)又は(2)に定める

金額

イ 他の建築物償築物のエネルギー消費性能

の向上等に関する法律第30条第1項第4号

に掲げる基準に適合していることにつき、あ

らかじめ登録佑老性饂靴睛隻関等による審査

を受けたもの又は登録住宅性能評圃幾関から

住宅性能詔面書が交付された住宅に係るもの

を除く。） 1 5 5の項（1)、（2)又は(3)

に定める金額

ウ他の建築物償築物のエネルギー消費性能

の向上等に関する法律第30条第1項第4号

に掲げる基準に適合していることにつき、あ

らかじめ登録住宅性詣附両幾関等による審査

を受けたもの又は登録住宅性能評価機関から

住宅性能詔厠書が交付された住宅に係るもの

に限る。） （1)又は(2)に定める金額

1 5 7 麟物のエネルギ可麟性能 1次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定め I床面積の合
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の向上等に関する法律第30条第2

項（同法第31条第2項において準

用する場合を含む。）の規定により

建築基暉去第6条第1項に規定する

建築基準関係規定の適合についての

審査の申出があった場合における建

築物のエネルギー消費性能の向上等

に関する法律第29条第1項の規定

に基づく建築物エネルギー消費性能

向上計画の認定又は同法第31条第

1項の規定に基づく建築物エネルギ

一消費距能向上計画の変更の認定の

申請に対する審査

る金額 ～ 計は、規則

(1)建築基準法第87条の4の昇降機に係る部分 で定めると

が含まれない場合 155の項、 156の項、 ころにより

158の項又は159の項に定める金額に、次 計算する。

に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ次に定

める金額を加算して得た金額

ア床面積の合計が30平方メートル以内の建

築物 1 5, 0 0 0円

イ 床面積の合計が30平方メートルを超え1

00平方メートル以内の建築物 2 8, 00 

0円

ウ床面積の合計が100平方メートルを超え

200平方メートル以内の建築物 4 3, 0 

00円

工床面積の合計が200平方メートルを超え

300平方メートル以内の建築物 4 8, 0 

00円

オ床面積の合計が300平方メートルを超え

500平方メートル以内の建築物 5 5, 0 

00円

力床面積の合計が500平方メートルを超え

1, O O 0平方メートル以内の建築物 66 

, 0 0 0円

キ床面積の合計が1, 0 0 0平方メートルを

超え2, 00 0平方メートル以内の建築物

9 3, 0 0 0円

ク 床面積の合計が2, 00 0平方メートルを

超え5, 00 0平方メートル以内の建築物

160, 000円

ケ床面積の合計が5, 0 0 0平方メートルを

超え10, 0 0 0平方メートル以内の建睾物

280, 000円

コ床面積の合計が10, 0 0 0平方メートル
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158 建築物のエネルギー消費曲能

の向上等に関する法律第31条第1

項の規定に基づく建睾物エネルギー

消費性能向上計画の変更儀更部分

について同法第30条第1項第1号

から第3号までに掲げる基準に適合

していることにつき、あらかじめ登

録住宅由馘平価機関等による審査を

受けたもの又は登録住宅由馘判廊椅

関から住宅曲詣附面書が交付された

住宅に係るものを除く。）の認定の

申請に対する審査（同法第31条第

2項において準用する同法第30条

を超え30, 0 0 0平方メートル以内の建築

物 37 0, 0 0 0円

サ床面積の合計が30, 0 0 0平方メートル

を超え50, 0 0 0平方メートル以内の建築

物 46 0, 0 0 0円

シ床面積の針汁が50, 0 0 0平方メートル

を超える建築物 9 0 0, 0 0 0円

(2)建築基準法第87条の4の昇陶幾に係る部分

が含まれる場合 （1)に定める金額に、次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める金

額を加算して得た金額

ア昇降機を設置する場合（イに掲げる場合を

除く。） 昇降機1基につき17, 000円

(4疇専用昇降機にあっては、 8, 0 00 

円）

イ 建築基準法第6条第1項又は第18条第3

項の規定による確認済証の交付を受けた昇降

機の設置の計画を変更して昇陶幾を設置する

場合昇降機1基につき 10, 0 0 0円（小

荷物専用昇降機にあっては、 5, 000円）

次に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ次に定

める金額

(1) —可に叶詫疇立ルギー消費祖E

基準等を定める省令第10条第2号イ(2)及び

ロ(2) （同省令附則第3条第2項の規定が適用

される場合にあっては、同号口(2)）に適合す

るものとして申請されたものに限る。） 次に

掲げる一戸建ての住宅の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア床面積の合計が200平方メートル未満の

一戸建ての住宅 8, 5 0 0円

イ 床面積の合計が200平方メートル以上の

一戸建ての住宅 9, 5 0 0円
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第2項の規定により建築基準法第6 (2)一戸建ての住宅傭築物エネルギー消費性能

条第1項に規定する建築基準関係規 基準等を定める省令第10条第2号イ(1)及び

定の適合についての審査の申出があ 口(2)又は同号イ（2)及び口（1)に適合するも

った場合を除く。） のとして申請されたものに限る。） 次に掲げ

る一戸建ての住宅の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

ア床面積の合計が200平方メートル未満の

一戸建ての住宅 1 2, 5 0 0円

イ 床面積の合計が200平方メートル以上の

一戸建ての住宅 14, 0 0 0円

(3)一戸建ての住宅（（1)又は(2)に該当するも

のを除く。） 次に掲げる一戸建ての住宅の区

分に応じ、それぞれ次に定める金額

ア床面積の合計が200平方メートル未満の

一戸建ての住宅 1 7, 0 0 0円

イ 床面積の合計が200平方メートル以上の

一戸建ての住宅 1 9, 0 0 0円

(4)一戸建ての住宅以外の建睾物次に掲げる申

請に係る建黎物の部分（既に計画の認定を受け

た部分で変更しない部分を含む。）の区分口芯

じ、それぞれ次に定める金額を合計した金額

ア既に計画の認定を受けた住宅部分償嘆物

エネルギー消費由眠胆餡与を定める省令第1

0条第2号イ(2)及び口(2) （同省令附則第

3条第2項の規定が適用される場合にあって

は、同号口（2))に適合するものとして申請

されたものに限る。） 次に掲げる場合の区

分口芯じ、それぞれ次に定める金額

（ア）住宅部分の床面積の缶汁が300平方メ

ートル未満の場合 1 6, 5 0 0円

（イ）住翠紛の困詞防繹が300平方メ

ートル以上2, 0 0 0平方メートル未満の

齢 28, 5 0 0円



-198-

--0123456789

（ウ）住宅部分の床面積の合計が2, 0 00平

方メートル以上5, 0 0 0平方メートル未

満の場合 5 0, 0 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 00 0平

方メートル以上の場合 8 o, 0 0 0円

イ既に計画の認定を受けた住宅部分償嘩物

エネルギー消費由胆駆餡阜を定める省令第1

0条第2号イ（1)及び口（2)又は同号イ(2)

及び口（1)に適合するものとして申請された

ものに限る。） 次に掲げる場合の区分口芯

じ、それぞれ次に定める金額

（ア）住宅部分の床面積の缶汁が300平方メ

ートル未満の場合 2 5, 5 0 0円

（イ）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル以上2, 00 0平方メートル未満の

齢 43, 0 0 0円

（ウ）住宅部分の床面積の斜汁が2, 00 0平

方メートル以上5, 0 0 0平方メートル未

満の場合 7 5, 0 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 00 0平

方メートル以上の場合 11 o, 0 0 0円

ウ 既に計画の認定を受けた住宅部分（アに該

当するものを除く。） 次に掲げる場合の区

分四芯じ、それぞれ次に定める金額

（ア）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル未満の場合 3 4, 5 0 0円

（イ）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル以上2, 000平方メートル未満の

場合 6 0, 0 0 0円

（ウ）住宅部分の床面積の合計が2, 0 0 0平

方メートル以上5, 0 0 0平方メートル未

満の場合 10 0, 0 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 00 0平
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方メートル以上の場合 14 0, 0 0 0円

工既に計画の認定を受けた非住宅部分健築

物エネルギー消費由固詞疇を定める省令第

10条第1号イ(2)及び口（2) （非住宅部分

喚部を工場等の用途に供する場合及ひ澗省

令附則第2条第2項の規定が適用される場合

にあっては、同号口(2))又は改正省令附則

第3項の規定により読み替えて適用される建

築物エネルギー消費曲詣膨餡阜を定める省令

第10条第1号口(2)及び増改築部分告示第

1第1項第2号に適合するものとして申請さ

れたものに限る。） 次に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額

（ア）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満の場合 4 3, 5 0 0円

（イ）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1, 0 0 0平方メートル未満

の場合 5 5, 0 0 0円

（ウ）非住宅部分の床面積の合計が1, 0 0 0 

平方メートル以上2, 00 0平方メートル

未満の場合 7 5, 0 0 0円

（エ）非住宅部分の床面積の缶汁が2, 0 0 0 

平方メートル以上5, 0 00平方メートル

未満の場合 120, 000円

（オ）非住宅部分の床面積の缶計が5, 000 

平方メートル以上10, 0 0 0平方メート

ル未満の場合 155, 000円

(jJ)非住宅部分の床面積の合計が10, 0 0 

0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 185, 000円

（キ）非住咤瑯分の床面積の合計が25, 0 0 

0平方メートル以上の場合 2 2 0, 0 0 

0円
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オ既に計画の認定を受けた非住宅部分（エに

該当するものを除く6) 次に掲げる場合の

区分に応じ、それぞれ次に定める金額

（ア）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル未満の場合 115, 000円

（イ）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1, 0 0 0平方メートル未満

の場合 145, 000円

（ウ）非住宅部分の床面積の合計が1, 0 0 0 

平方メートル以上2, 0 00平方メートル

未満の場合 185, 000円

（エ）非住宅部分の床面積の合計が2, 000 

平方メートル以上5, 0 0 0平方メートル

未満の場合 265, 000円

（オ）非住宅部分の床面積の合計が5, 000 

平方メートル以上10, 0 0 0平方メート

ル未満の場合 325, 000円

(jJ)非住宅部分の床面積の合計が10, 0 0 

0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 385, 000円

（キ）卦珀セ宅部分の床面積の合計が25, 0 0 

0平方メートル以上の場合 4 3 5, 0 0 

0円

力新たに追力吋る住宅部分又は非住宅部分

155の項(3)に定める金額（この場合にお

いて、同項(3)中「床面積lとあるのは、 「

追加する床面積」と読み替えるものとする。

） 

(5) 2以上の建築物 当該計画に係る建築物につ

いて、次に掲げる建築物の区分に応じ、それぞ

和欠に定める金額を合計した金額

ア 申請に係る建築物で、建睾物のエネルギー

消費由能に変更が生じるもの (1)、（2)又
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は(3)に定める金額

イ 既に計画の認定を受けた他の建築物で、建

麟のエネルギ一消費性能に変更が生じるも

の（ウに掲げるものを除く。） （1)、（2)

又は(3)に定める金額

ウ既に計画の認定を受けた他の建築物で、建

鰤の畔Jレギ—消費賤に変更が生じるも

の傭築物のエネルギー消費距脂の向上等に

関する法陶窮30条第1項第4号に掲げる基

準に適合していることにつき、あらかじめ登

録住宅性組附冊卿母等による審査を受けたも

のに限る。） 159の項（1)又は(2)に定

める金額

工新たに計画に追力吋で建築物傭築物のエ

ネルギー消費曲能の向上等に関する法律第3

0条第1項第4号に掲げる基準に適合してい

ることにつき、あらかじめ登録（控控謙劉噛

機関等による審査を受けたもの又は登録住宅

性から住宅由固刊冊書が交＃され

た住宅に係るものを除く。） 155の項(1

）、（2)又は(3)に定める金額

オ新たに計画に追力吋て建築物傭築物のエ

ネルギー消費曲脂の向上等に関する法律第3

0条第1項第4号に掲げる基準に適合してい

ることにつき、あら力屯め登録住宅出饂韓i

機関等による審査を受けたもの又は登録住宅

国蓉隋硼翡lから住宅由睦韓i書が交付され

た住宅に係るものに限る。） 156の項(1

）又は(2)に定める金額

159 建策物のエネルギー消費由能 次に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ次に定

の向上等に関する法律第31条第1 める金額

項の規定に基づく建睾物エネルギー （1)一戸建ての住宅 2, 3 5 0円

消費由胆向上計画の変更僚更部分 (2)一戸建ての住宅以外の建築物次に掲げる申
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について同法第30条第1項第1号

から第3号までに掲げる基準に適合

していることにつき、あらかじめ登

録性能評価機関等による審査を

受けたもの又は登録（控囲帷酋階臆

関から住宅由詞靴冊書が交利された

住宅に係るものに限る。）の認定の

申請に対する審査（同法第31条第

2項において準用する同法第30条

第2項の規定により建築基準法第6

条第1項に規定する建築基準関係規

定⑬箇合についての審査の申出があ

った場合を除く。）

請に係る建築物の部分の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額を合計した金額

ア既に計画の認定を受けた建築物の住宅部分

次に掲げる場合の区分口芯じ、それぞれ次

に定める金額

（ア）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル未満の場合 4, 7 0 0円

（イ）住宅部分の床面積の合計が300平方メ

ートル以上2, 000平方メートル未満の

場合 10, 0 0 0円

（ウ）住宅部分の床面積の合計が2, 000平

方メートル以上5, 0 0 0平方メートル未

満の場合 2 2, 5 0 0円

（エ）住宅部分の床面積の合計が5, 00 0平

方メートル以上の場合 4 0, 5 0 0円

イ 既に計画の認定を受けた建築物の非住宅部

分次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

（ア）非住宅部分の床面積の缶汁が300平方

メートル未満の場合 4, 7 00円

（イ）非住宅部分の床面積の合計が300平方

メートル以上1, 0 0 0平方メートル未満

の場合 8, 000円

（ウ）非住宅部分の床面積の合計が1, 0 0 0 

平方メートル以上2, 0 0 0平方メートル

末満の場合 1 3, 5 0 0円

（エ）非住宅部分の床面積の缶計が2, 0 0 0 

平方メートル以上5, 0 0 0平方メートル

未満の場合 4 0, 0 0 0円

（オ）非住宅部分の床面積の鉗汁が5, 0 00 

平方メートル以上10, 0 0 0平方メート

ル昧繍の場合 6 5, 0 0 0円

(jJ)非住宅部分の床面積の合計が10, 0 0 
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0平方メートル以上25, 0 0 0平方メー

トル未満の場合 8 0, 0 0 0円

（キ）非住宅窟玲の片涌茸責¢冶清十が25, 0 0 

0平方メートル以上の場合 100, 0 0 

0円

ウ新たに追加する住宅部分又は非住宅部分

156の項(2)に定める金額（この場合にお

いて、同項(2)中昧岡葡とあるのは「追

ヵける床面積」と読み替えるものとする。）

(3) 2以上の建築物 当該計画に係る建築物につ

いて、次に掲げる建築物の区分に応じ、それぞ

加欠に定める金額を合計した金額

ア 申請に係る建睾物で、建築物のエネルギー

消費由胆に変更が生じるもの （1)又は(2)

に定める金額

イ 既に計画の認定を受けた他の建睾物で、建

築物のエネルギー消費性能に変更が生じるも

の健築物のエネルギー消費曲脂の向上等に

関する法律第30条第1項第4号に掲げる基

準に適合していることにつき、あらかじめ登

録｛控控国劉唯臆関等による審査を受けたも

のを除く。） 158の項(1)、（2)又は(3)

に定める金額

ウ既に計画の認定を受けた他の建業物で、建

築物のエネルギー消費性能に変更が生じるも

の健築物のエネルギー消費曲能の向上等に

関する法律第30条第1項第4号に掲げる基

準に適合していることにつき、あらかじめ登

録住宅性饂沼雌糊月等による審査を受けたも

のに限る。） （1)又は(2)に定める金額

工新たに計画に追力ける建築物償頃幽のエ

ネルギー消費性能の向上等に関する法律第3

0条第1項第4号に掲げる基準に適合してい
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ることにつき、あらかじめ登録住宅由饂判面

機関等による審査を受けたもの又は登録住宅

性能評価機関から住宅性能評価書が交付され

た住宅に係るものを除く。） 155の項(1

）、（2)又は(3)に定める金額

オ新たに計画に追加する建築物健築物のエ

ネルギー消費由能の向上等に関する法律第3

0条第1項第4号に掲げる基準に適合してい

ることにつき、あらかじめ登録住宅性能評価

機関等による審査を受けたもの又は登録住宅

性能評価機関から住宅性能評価書が交付され

た住宅に係るものに限る。） 156の項(1

）又は(2)に定める金額

160 削除

1 6 1 削除

附則

（施行期日）

1 この条例は、令和 7年4月 1日から施行する。

（経過措置）

2 改正後の別表第 1の20の項の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という

。）以後にされた建築基準法（昭和 25年法律第 20 1号）第 6条第 1項（同法第 87 

条第 1項において準用する場合を含む。）の規定に基づく申請又は同法第 18条第 2項

（同法第 87条第 1項において準用する場合を含む。）の規定に基づく通知に対する審

査について適用し、施行日前にされたこれらの規定に基づく申請又は通知に対する審査

については、なお従前の例による。

3 改正後の別表第 1の21の項から 23の項までの規定は、施行日以後にされた建築基

準法第 7条第 1項（同法第87条第 1項において準用する場合を含む。）若しくは第 7

条の 3第 1項の規定による申請又は同法第 18条第20項の規定による通知に対する検

査について適用し、施行日前にされたこれらの規定に基づく申請又は通知に対する検査

については、なお従前の例による。

4 改正後の別表第 1の13 5の項の規定は、施行日以後にされた高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18年法律第 91号）第 17条第 1項（同法第

1 8条第 2項において準用する場合を含む。）の規定に基づく申請に対する審査につい
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て適用し、施行日前にされた同項の規定に基づく申請に対する審査については、なお従

前の例による。

5 改正後の別表第 1の13 8の項の規定は、施行日以後にされた長期優良住宅の普及の

促進に関する法律（平成20年法律第87号）第5条第 1項から第 5項まで（同法第8

条第 2項においてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規定に基づく申請に対する

審査について適用し、施行日前にされたこれらの規定に基づく申請に対する審査につい

ては、なお従前の例による。

6 改正後の別表第 1の14 5の項から 14 9の項までの規定は、施行日以後にされた都

市の低炭素化の促進に関する法律（平成 24年法律第 84号）第 53条第 1項及び第5

5条第 1項の規定に基づく申請に対する審査について適用し、施行日前にされたこれら

の申請に対する審査については、なお従前の例による。

7 改正後の別表第1の15 2の項及び 15 3の項の規定は、施行日以後にされた脱炭素

社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を

改正する法律（令和4年法律第69号）第2条の規定による改正後の建築物のエネルギ

ー消費性能の向上等に関する法律（平成 27年法律第 53号。以下「新建築物省エネ法

」という。）第 11条第 1項若しくは第2項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能

確保計画の提出又は新建築物省エネ法第 12条第2項若しくは第3項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能確保計画の通知に対する建築物エネルギー消費性能適合性判定

（新建築物省エネ法第 11条第 1項に規定する建築物エネルギー消費性能適合性判定を

いう。）について適用し、施行日前にされた脱炭素社会の実現に資するための建築物の

エネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律第 2条の規定による改

正前の建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（以下「旧建築物省エネ法」と

いう。）第 12条第 1項若しくは第2項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能確保

計画の提出又は旧建築物省エネ法第 13条第 2項若しくは第 3項の規定に基づく建築物

エネルギー消費性能確保計画の通知に対する建築物エネルギー消費性能適合性判定（旧

建築物省エネ法第 12条第 1項に規定する建築物エネルギー消費性能適合性判定をいう

。）については、なお従前の例による。

8 改正後の別表第 1の15 4の項の規定は、施行日以後にされた新建築物省エネ法第 1

1条第 1項若しくは旧建築物省エネ法第 12条第 1項の規定により建築物エネルギー消

費性能適合性判定を受けた建築物エネルギー消費性能確保計画の変更が新建築物省エネ

法第 11条第2項に規定する軽微な変更に該当する旨の証明の申請又は新建築物省エネ

法第 12条第 2項若しくは旧建築物省エネ法第 13条第 2項の規定により建築物エネル

ギー消費性能適合性判定を受けた建築物エネルギー消費性能確保計画の変更が新建築物
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省エネ法第 12条第3項に規定する軽微な変更に該当する旨の証明の求めに対する審査

について適用し、施行日前にされた旧建築物省エネ法第 12条第 1項の規定により建築

物エネルギー消費性能適合性判定を受けた建築物エネルギー消費性能確保計画の変更が

同条第2項に規定する軽微な変更に該当する旨の証明の申請又は旧建築物省エネ法第 1

3条第 2項の規定により建築物エネルギー消費性能適合性判定を受けた建築物エネルギ

ー消費性能確保計画の変更が同条第3項に規定する軽微な変更に該当する旨の証明の求

めに対する審査については、なお従前の例による。

9 改正後の別表第 1の15 5の項から 15 9の項までの規定は、施行日以後にされた新

建築物省エネ法第29条第1項及び第31条第 1項の規定に基づく申請に対する審査に

ついて適用し、施行日前にされた旧建築物省エネ法第34条第 1項及び第 36条第 1項

の規定に基づく申請に対する審査については、なお従前の例による。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

提案理由

本案は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律の改正による建築物エネル

ギー消費性能適合性判定対象建築物の範囲の拡大及び建築基準法の改正による建築確認等

の審査項目の増加を踏まえ、建築物の建築等に係る審査の手数料の額を改めるため提案す

る。
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議案第 23号

茅ヶ崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例及び茅ヶ崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例

（茅ヶ崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例の一部改正）

第 1条 茅ヶ崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例（平成 26年茅ヶ崎市条例第48号）の一部を次のように改正する。

第 37条第 1項中「をいう。）」を「をいう。第42条第 3項において同じ。）」に

、 「小規模保育事業B型（同条」を「小規模保育事業B型（同条例第 28条」に、 「小

規模保育事業C型（同条」を「小規模保育事業C型（同条例第 28条」に改める。

第42条第 1項中「この項」の次に「、次項及び第4項から第 7項まで」を加え、同

項第 1号中「を行う」を「（次項において「保育内容支援」という。）を実施する」に

改め、同項第 2号中「をいう」の次に「。第4項及び第 5項において同じ」を加え、同

項第 3号中「に限る」の次に「。第 6項第 1号において同じ」を加え、同条中第 5項を

第 11項とし、第4項を第 10項とし、第 3項を第 9項とし、同条第 2項中「あっては

」の次に「、第1項の規定にかかわらず」を加え、同項を同条第 8項とし、第 1項の次

に次の 6項を加える。

2 市長は、特定地域型保育事業者による保育内容支援の実施に係る連携施設の確保

が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満たす

と認めるときは、前項第 1号の規定を適用しないこととすることができる。

(1) 特定地域型保育事業者が保育内容支援連携協力者を適切に確保すること。

(2) 次のア及びイに掲げる要件を満たすこと。

ア 特定地域型保育事業者と保育内容支援連携協力者との間でそれぞれの役割の

分担及び責任の所在が明確化されていること。

イ 保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするた

めの措置が講じられていること。

3 前項各号の保育内容支援連携協力者とは、小規模保育事業A型若しくは小規模保

育事業B型又は事業所内保育事業を行う者（第 5項において「小規模保育事業A型

事業者等」という。）であって、第 1項第 1号に掲げる事項に係る連携協力を行う

ものをいう。
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4 市長は、特定地域型保育事業者による代替保育の提供に係る連携施設の確保が著

しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件のいずれかを満たす

ときは、第 1項第 2号の規定を適用しないこととすることができる。

(1) 特定地域型保育事業者が代替保育連携協力者を適切に確保した場合には、次の

ア及びイに掲げる要件を満たすと市長が認めること。

ア 特定地域型保育事業者と代替保育連携協力者との間でそれぞれの役割の分担

及び責任の所在が明確化されていること。

イ 代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするための

措置が講じられていること。

(2) 市長が特定地域型保育事業者による代替保育連携協力者の確保の促進のために

必要な措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者の確保が著しく困難であるこ

と。

5 前項各号の代替保育連携協力者とは、第 1項第 2号に掲げる事項に係る連携協力

を行う者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

るものをいう。

(1) 特定地域型保育事業者が特定地域型保育事業を行う場所又は事業所（次号にお

いて「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において代替保育が提供

される場合 小規模保育事業A型事業者等

(2) 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘案して小

規模保育事業A型事業者等と同等の能力を有すると市が認める者

6 市長は、次のいずれかに該当するときは、第 1項第 3号の規定を適用しないこと

とすることができる。

(1) 市長が、児童福祉法第 24条第 3項（同法附則第 73条第 1項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。）の規定による調整を行うに当たって、特定地域

型保育事業者による特定地域型保育の提供を受けていた満 3歳未満保育認定子ど

もを優先的に取り扱う措置その他の特定地域型保育事業者による特定地域型保育

の提供の終了に際して、当該満 3歳末満保育認定子どもに係る教育・保育給付認

定保護者の希望に基づき、引き続き必要な教育又は保育が提供されるよう必要な

措置を講じているとき。

(2) 特定地域型保育事業者による第 1項第 3号に掲げる事項に係る連携施設の確保

が著しく困難であると認めるとき（前号に該当する場合を除く。）。

7 前項（第 2号に係る部分に限る。）の場合において、特定地域型保育事業者は、

児童福祉法第 59条第 1項に規定する施設のうち次に掲げるもの（入所定員が 20 
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人以上のものに限る。）であって、市長が適当と認めるものを第 1項第 3号に掲げ

る事項に係る連携協力を行う施設又は事業所として適切に確保しなければならない

゜
(1)法第 59条の 2第 1項の規定による助成を受けている者の設置する施設（児童

福祉法第 6条の 3第 12項に規定する業務を目的とするものに限る。）

(2) 児童福祉法第 6条の 3第 12項に規定する業務又は同法第 39条第 1項に規定

する業務を目的とする施設であって、同法第6条の 3第9項第 1号に規定する保

育を必要とする乳児・幼児の保育を行うことに要する費用に係る地方公共団体の

補助を受けているもの

附則第 5項中「 10年」を「 15年」に改める。

（茅ヶ崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第 2条 茅ヶ崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成 2

6年茅ヶ崎市条例第49号）の一部を次のように改正する。

第6条第 5項中「次条第 2号」を「次条第 1項第 2号」に改める。

第7条中「第 3号」の次に「及び第 6項第 1号」を加え、同条第 1号中「を行う」

を「（次項において「保育内容支援」という。）を実施する」に改め、同条第 2号中

「をいう」の次に「。第4項及び第 5項において同じ」を加え、同条第 3号中「に限

る」の次に「。第6項第 1号において同じ」を加え、 「当該利用乳幼児の」を「当該

利用乳幼児に係る」に改め、同条に次の 6項を加える。

2 市長は、家庭的保育事業者等による保育内容支援の実施に係る連携施設の確保が

著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満たすと

認めるときは、前項第 1号の規定を適用しないこととすることができる。

(1) 家庭的保育事業者等が保育内容支援連携協力者を適切に確保すること。

(2) 次のア及びイに掲げる要件を満たすこと。

ア 家庭的保育事業者等と保育内容支援連携協力者との間でそれぞれの役割の分

担及び責任の所在が明確化されていること。

イ 保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするた

めの措置が講じられていること。

3 前項各号の保育内容支援連携協力者とは、第 28条に規定する小規模保育事業A

型若しくは小規模保育事業B型又は事業所内保育事業を行う者（第 5項において「

小規模保育事業A型事業者等」という。）であって、第 1項第 1号に掲げる事項に

係る連携協力を行うものをいう。

4 市長は、家庭的保育事業者等による代替保育の提供に係る連携施設の確保が著し
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く困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件のいずれかを満たすと

きは、第 1項第 2号の規定を適用しないこととすることができる。

(1) 家庭的保育事業者等が代替保育連携協力者を適切に確保した場合には、次のア

及びイに掲げる要件を満たすと市長が認めること。

ア 家庭的保育事業者等と代替保育連携協力者との間でそれぞれの役割の分担及

び責任の所在が明確化されていること。

イ 代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするための

措置が講じられていること。

(2) 市長が家庭的保育事業者等による代替保育連携協力者の確保の促進のために必

要な措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者の確保が著しく困難であること

゜
5 前項各号の代替保育連携協力者とは、第 1項第 2号に掲げる事項に係る連携協力

を行う者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

るものをいう。

(1) 家庭的保育事業者等が家庭的保育事業等を行う場所又は事業所（次号において

「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において代替保育が提供され

る場合 小規模保育事業A型事業者等

(2) 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘案して小

規模保育事業A型事業者等と同等の能力を有すると市が認める者

6 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、第1項第 3号の規定を適用しな

いこととすることができる。

(1) 市長が、法第 24条第 3項の規定による調整を行うに当たって、家庭的保育事

業者等による保育の提供を受けていた利用乳幼児を優先的に取り扱う措置その他

の家庭的保育事業者等による保育の提供の終了に際して、利用乳幼児に係る保護

者の希望に基づき、引き続き必要な教育又は保育が提供されるよう必要な措置を

講じているとき。

(2) 家庭的保育事業者等による第 1項第 3号に掲げる事項に係る連携施設の確保が

著しく困難であると認めるとき（前号に該当する場合を除く。）。

7 前項（第 2号に該当する場合に限る。）の場合において、家庭的保育事業者等は

、法第 59条第 1項に規定する施設のうち次に掲げるもの（入所定員が 20人以上

のものに限る。）であって、市長が適当と認めるものを第 1項第 3号に掲げる事項

に係る連携協力を行う施設又は事業所として適切に確保しなければならない。

(1) 子ども。子育て支援法（平成 24年法律第 65号）第 59条の 2第 1項の規定
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による助成を受けている者の設置する施設（法第6条の 3第 12項に規定する業

務を目的とするものに限る。）

(2) 法第 6条の 3第 12項及び第 39条第 1項に規定する業務を目的とする施設で

あって、法第 6条の 3第9項第 1号に規定する保育を必要とする乳児・幼児の保

育を行うことに要する費用に係る地方公共団体の補助を受けているもの

第 17条第1項第2号中「栄養士」を「栄養士又は管理栄養士」に改め、同条第 2

項に次の 1号を加える。

(3)保育所、幼稚園、認定こども園等から調理業務を受託している事業者のうち、

当該家庭的保育事業者等による給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄養面等、

調理業務を適切に遂行できる能力を有するとともに、利用乳幼児の年齢及び発達

の段階並びに健康状態に応じた食事の提供や、アレルギー、アトピー等への配慮

、必要な栄養素量の給与等、利用乳幼児の食事の内容、回数及び時機に適切に応

じることができる者として市が適当と認めるもの（家庭的保育事業者が第 23条

に規定する家庭的保育事業を行う場所（第 24条第 2項に規定する家庭的保育者

の居宅に限る。）において家庭的保育事業を行う場合に限る。）

第 38条第2号中「（平成 24年法律第65号）」を削る。

第46条第 1項中「第 7条第 1号」を「第 7条第 1項第 1号」に改め、同条第 2項

中「第 7条」を「第 7条第 1項」に改める。

附則第 3項中「第7条」を「第 7条第 1項」に、 「10年」を「 15年」に改める

゜
附則

この条例は、令和 7年4月 1日から施行する。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

提案理由

本案は、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施

設等の運営に関する基準及び家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の改正に伴い

、特定地域型保育事業者及び家庭的保育事業者等による連携施設の確保に係る要件を緩和

する等のため提案する。
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議案第 24号

茅ヶ崎市介護保険条例の一部を改正する条例

茅ヶ崎市介護保険条例（平成 12年茅ヶ崎市条例第 10号）の一部を次のように改正す

る。

第6条及び第 7条を削り、第8条を第6条とし、第9条から第 15条までを 2条ずつ繰

り上げる。

第 16条の前の見出しを削り、同条を第 14条とし、同条の前に見出しとして「（過料）」

を付し、第 17条を第 15条とし、第 18条を第 16条とする。

附則

1 この条例は、令和 7年4月 1日から施行する。

2 この条例の施行の日前に改正前の第6条第 1項第 1号及び第2号に掲げる事業を利用

した者に係る利用料については、なお従前の例による。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

提案理由

本案は、地域支援事業に係る利用料について、事業内容に鑑み、実費徴収として取り扱

うこととするため提案する。
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議案第25号

茅ヶ崎市地域包括支援センターによる包括的支援事業の実施に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例

茅ヶ崎市地域包括支援センターによる包括的支援事業の実施に関する基準を定める条例

（平成27年茅ヶ崎市条例第 10号）の一部を次のように改正する。

第3条第 1号中「員数」の次に「（茅ヶ崎市高齢者福祉計画・介護保険事業計画推進委

員会が第 1号被保険者の数及び地域包括支援センターの運営の状況を勘案して必要である

と認めるときは、常勤換算方法（当該地域包括支援センターの職員の勤務延時間数を当該

地域包括支援センターにおいて常勤の職員が勤務すべき時間数で除することにより、当該

地域包括支援センターの職員の員数を常勤の職員の員数に換算する方法をいう。）による

ことができる。次号において同じ。）」を加え、同条第2号中「前号の」を「第 1号の」

に改め、同号の表中「前号ア」を「第 1号ア」に改め、同号を同条第3号とし、同条第 1

号の次に次の 1号を加える。

(2)前号の規定にかかわらず、茅ヶ崎市高齢者福祉計画・介護保険事業計画推進委員会

が地域包括支援センターの効果的な運営に資すると認めるときは、複数の地域包括支

援センターが担当する区域を一の区域として、当該区域内の第 1号被保険者の数につ

いて、おおむね3, 0 0 0人以上6, 0 0 0人未満ごとに同号アからウまでに掲げる

常勤の職員の員数を当該複数の地域包括支援センターに配置することにより、当該区

域内の一の地域包括支援センターがそれぞれ同号の基準を満たすものとする。この場

合において、当該区域内の一の地域包括支援センターに置くべき常勤の職員の員数の

基準は、同号アからウまでに掲げる者のうちから 2人とする。

附則

この条例は、令和 7年4月 1日から施行する。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

提案理由

本案は、介護保険法施行規則の改正を踏まえ、地域包括支援センターの職員に係る基準

及び当該職員の員数を緩和するため提案する。
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議案第 26号

茅ヶ崎市建築基準条例の一部を改正する条例

茅ヶ崎市建築基準条例（平成22年茅ヶ崎市条例第47号）の一部を次のように改正す

る。

第 19条中「ないもの」を「あるもの又は特定主要構造部（法第2条第9号の2イに規

定する特定主要構造部をいう。以下同じ。）が耐火構造であるもの以外のもの」に改め、

同条に次の 1項を加える。

2 前項の規定の適用上一の建築物であっても建築物が火熱遮断壁等（政令第 10 9条の

8に規定する火熱遮断壁等をいう。以下同じ。）で区画されている場合における当該火

熱遮断壁等により分離された部分が 2以上ある建築物の当該建築物の部分は、同項の規

定の適用については、それぞれ別の建築物とみなす。

第 25条に次の1項を加える。

5 第 1項又は第 2項の規定の適用上一の建築物であっても建築物が火熱遮断壁等で区画

されている場合における当該火熱遮断壁等により分離された部分が 2以上ある建築物の

当該建築物の部分は、これらの規定の適用については、それぞれ別の建築物とみなす。

第27条に次の 1項を加える。

2 前項の規定の適用上一の建築物であっても建築物が火熱遮断壁等で区画されている場

合における当該火熱遮断壁等により分離された部分が 2以上ある建築物の当該建築物の

部分は、同項の規定の適用については、それぞれ別の建築物とみなす。

第29条第 1項中「ものは、」の次に「主要構造部を」を、 「準耐火構造」の次に「と

し、又は特定主要構造部を耐火構造」を加え、同条に次の 1項を加える。

3 第 1項の規定の適用上一の建築物であっても建築物が火熱遮断壁等で区画されている

場合における当該火熱遮断壁等により分離された部分が 2以上ある建築物の当該建築物

の部分は、同項の規定の適用については、それぞれ別の建築物とみなす。

第38条第2項各号列記以外の部分、第 39条第1項、第41条第5項及び第42条第

2項中「主要構造部」を「特定主要構造部」に改める。

第47条に次の 1項を加える。

5 前項の規定の適用上一の建築物であっても建築物が火熱遮断壁等で区画されている場

合における当該火熱遮断壁等により分離された部分が 2以上ある建築物の当該建築物の

部分は、同項の規定の適用については、それぞれ別の建築物とみなす。
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第51条第 1項中「とし」の次に「、特定主要構造部を耐火構造とし」を加え、同条に

次の 1項を加える。

4 前3項の規定の適用上一の建築物であっても建築物が火熱遮断壁等で区画されている

場合における当該火熱遮断壁等により分離された部分が 2以上ある建築物の当該建築物

の部分は、これらの規定の適用については、それぞれ別の建築物とみなす。

第58条第 1項中「主要構造部が政令第 10 8条の 3第 1項第 1号」を「特定主要構造

部が政令第 10 8条の4第 1項第 1号」に、 「第 19条」を「第 19条第 1項」に、 「で

主要構造部」を「で特定主要構造部」に改め、同条第 2項中「主要構造部が政令第 10 8 

条の 3第 1項第 1号に該当する建築物（当該建築物の主要構造部」を「特定主要構造部が

政令第 10 8条の4第 1項第 1号に該当する建築物（当該建築物の特定主要構造部」に、

「主要構造部が政令第10 8条の 3第 1項第2号に該当する建築物（当該建築物の主要構

造部」を「特定主要構造部が同項第 2号に該当する建築物（当該建築物の特定主要構造部」

に、 「で主要構造部」を「で特定主要構造部」に改める。

第64条第4項中「又は第 17条」を「、第 17条、第20条、第28条第 1項又は第

4 2条第4項第 1号」に改め、同項を同条第 12項とし、同項の前に次の 3項を加える。

9 法第3条第2項の規定により、第 17条、第21条又は第34条の規定の適用を受け

ない建築物に係る大規模の修繕又は大規模の模様替のうち、当該建築物における屋根又

は外壁に係る大規模の修繕又は大規模の模様替であって、当該建築物の避難の安全上支

障とならないものについては、これらの規定は、適用しない。

1 0 法第 3条第2項の規定により、第 53条の規定の適用を受けない建築物に係る大規

模の修繕又は大規模の模様替のうち、当該建築物における屋根又は外壁に係る全ての大

規模の修繕又は大規模の模様替については、同条の規定は、適用しない。

1 1 法第 3条第 2項の規定により、第 19条第 1項、第25条第 1項若しくは第 2項、

第27条第 1項、第 29条第 1項又は第47条第3項の規定の適用を受けない建築物で

あって、当該建築物が火熱遮断壁等で区画されている場合における当該火熱遮断壁等に

より分離された部分（以下この項において「独立部分」という。）が 2以上あるものに

ついて増築、改築、大規模の修繕又は大規模の模様替（以下この項において「増築等」

という。）をする場合においては、当該増築等をする独立部分以外の独立部分に対して、

これらの規定は、適用しない。

第64条中第 3項を第8項とし、第2項を第7項とし、同項の前に次の 4項を加える。

3 法第 3条第2項の規定により、第 17条、第 21条、第28条第 2項、第 33条、第

3 4条、第39条、第40条、第42条第4項第3号、第45条、第47条第 1項若し
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くは第 2項又は第50条の規定の適用を受けない建築物に係る増築（居室の部分に係る

ものを除く。以下この項及び次項において同じ。）又は改築で増築又は改築に係る部分

の対象床面積の合計が基準時における延べ面積の 20分の 1 (5 0平方メートルを超え

る場合にあっては、 50平方メートル。次項及び第 5項において同じ。）を超えず、か

つ、当該増築又は改築が当該増築又は改築に係る部分以外の部分における避難の安全上

支障とならないものについては、当該増築又は改築をする部分以外の部分に対して、こ

れらの規定は、適用しない。

4 法第 3条第2項の規定により、第22条、第24条、第35条第 2項、第 36条第 1

項第4号又は第41条第 1項、第2項若しくは第4項の規定の適用を受けない建築物に

係る増築又は改築で増築又は改築に係る部分の対象床面積の合計が基準時における延べ

面積の 20分の 1を超えず、かつ、当該増築又は改築が当該増築又は改築に係る部分以

外の部分における避難及び消火の安全上支障とならないものについては、当該増築又は

改築をする部分以外の部分に対して、これらの規定は、適用しない。

5 法第 3条第 2項の規定により、第 53条の規定の適用を受けない建築物に係る増築又

は改築で増築又は改築に係る部分の対象床面積の合計が基準時における延べ面積の 20 

分の 1を超えず、かつ、当該増築又は改築が当該増築又は改築に係る部分以外の部分に

おける延焼の危険性を増大させないものについては、当該増築又は改築をする部分以外

の部分に対しては、同条の規定は、適用しない。

6 法第3条第2項の規定により、第 19条第 1項、第25条第 1項若しくは第2項、第

2 7条第 1項、第29条第 1項又は第47条第3項の規定の適用を受けない建築物に係

る増築又は改築のうち、増築又は改築に係る部分がこれらの規定に適合するものであっ

て、かつ、火熱遮断壁等で区画されるものである場合においては、これらの規定は、適

用しない。

第 64条中第 1項を第2項とし、第 1項として次の 1項を加える。

この条において「基準時」とは、法第 3条第2項（法第86条の 9第 1項において準

用する場合を含む。以下この項及び第8項において同じ。）の規定により第 17条、第

2 1条、第22条、第24条、第28条第2項、第33条、第34条、第 35条第 2項、

第 36条第 1項第4号、第39条、第40条、第41条第 1項、第2項若しくは第4項、

第42条第4項第 3号、第45条、第47条第 1項若しくは第 2項、第 50条又は第 5

3条の規定の適用を受けない建築物について、法第 3条第 2項の規定により引き続きそ

れらの規定（それらの規定が改正された場合においては、改正前の規定を含む。）の適

用を受けない期間の始期をいう。
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第 67条第 1項中「第 19条」を「第 19条第 1項」に、 「第 24条から第 30条まで」

を「第24条、第 25条第 1項から第4項まで、第 26条、第27条第 1項、第28条、

第 29条第 1項若しくは第 2項、第 30条」に改める。

附則

この条例は、令和 7年 4月 1日から施行する。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

提案理由

本案は、建築基準法の改正により建築物の防火に関する規制が緩和されたことを踏まえ、

共同住宅の設置等に係る防火上の制限及び既存建築物に対する制限を緩和するため提案す

る。
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議案第27号

茅ヶ崎市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改

正する条例

茅ヶ崎市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭和 39年茅ヶ崎市

条例第34号）の一部を次のように改正する。

別表を次のように改める。

別表（第2条関係）

退鯰疇表

階級 5年以上1

0年未満

団長

239,000 

副団長 229,000 

分団長 219,000 

副分団長 214,000 

部長及び班長 204,000 

団員 200,000 

附・則

10年以上

1 5年未満

円 円

344,000 

329,000 

318,000 

303,000 

283,000 

264,000 

勤務年数

1 5年以上 20年以上
20年未満 25年未満

円 円

459,000 594,000 

429,000 534,000 

413,000 513,000 

388,000 478,000 

358,000 438,000 

334,000 409,000 

1 この条例は、令和 7年4月 1日から施行する。

25年以上 30年以上 35年以上

30年未満 35年未満

F 円 円

779,000 979,000 1,079,000 

709,000 909,000 1,009,000 

659,000 849,000 949,000 

624,000 809,000 909,000 

564,000 734,000 834,000 

519,000 689,000 789,000 

2 改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後に退職した非常勤消防団員につい

て適用し、同日前に退職した非常勤消防団員については、なお従前の例による。

令和 7年2月21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

提案理由

本案は、消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の改正を踏まえ、

非常勤消防団員として 35年以上勤務して退職した者に支給する退職報償金の額を増額

するため提案する。
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議案第 28号

茅ヶ崎市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する

条例

茅ヶ崎市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例（令和4年茅ヶ崎市条例第4

2号）の一部を次のように改正する。

第 2条第 1項中「第 26条第4項」を「第 25条第4項」に、 「第 26条第 2項」を

「第 25条第 2項」に、 「第 27条」を「第 26条」に改め、同条第 3項中「、特定任

期付職員業績手当」を削る。

第 6条第 2項中「前項の「扶養親族」とは」を「扶養手当の支給については」に、 「

いう」を「扶養親族とする」に改め、同項第 1号を削り、同項中第2号を第 1号とし、

第 3号を第 2号とし、第4号を第 3号とし、第 5号を第4号とし、同号の次に次の 1号

を加える。

(5) 重度心身障害者

第 6条第2項第 6号を削る。

第 8条中「次の各号のいずれかに該当する職員」を「自ら居住するため住宅（貸間を

含む。）を借り受け、家賃（使用料を含む。）を支払っている職員（市が設置する公舎

に入居している職員その他病院事業管理者が定める職員を除く。）」に改め、同条各号

を削る。

第 12条中「第 20条第 1項」を「第 19条第 1項」に改める。

第 15条第 1項中「第 26条第 1項」を「第25条第 1項」に、 「第 18条及び第 2

6条第 3項」を「第 25条第 3項」に、 「勤務した」を「勤務をした」に改め、同条第

2項中「週休日等以外の日の午前 0時から」を「午後 10時から翌日の」に改め、 「の

間」の次に「（週休日等に含まれる時間を除く。）」を加え、 「勤務した」を「勤務を

した」に改める。

第 18条を削り、第 19条を第 18条とする。

第 20条第 2項中「（配偶者」の次に「（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。以下この項において同じ。）」を加え、同条を第 19条とし、第 2

1条から第 25条までを 1条ずつ繰り上げる。

第 26条第 3項中「、第 11条から第 13条まで及び第 17条」を「及び第 11条か

ら第 13条まで」に改め、同条を第 25条とし、第 27条を第 26条とし、第 28条を

第 27条とする。
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附則

この条例は、令和 7年4月 1日から施行する。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

提案理由

本案は、市の職員に準じて、扶養手当、管理職員特別勤務手当及び特定任期付職員業績

手当の見直しを行うため提案する。
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議案第 29号

茅ヶ崎市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する

条例

茅ヶ崎市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例（令和4年茅ヶ崎市条例第4

2号）の一部を次のように改正する。

第 19条第2項中「若しくは介護時間」を「、介護時間」に、 「の承認」を「若しくは

子育て部分休暇（当該職員がその小学校就学の始期から 7歳に達する日以後の最初の 3月

3 1日までの間にある子を養育するため 1日の勤務時間の一部について勤務しないことが

相当であると認められる場合における休暇をいう。）の承認」に改める。

附則

1 この条例は、令和 7年4月 1日から施行する。

2 この条例及び茅ヶ崎市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正

する条例（令和 7年茅ヶ崎市条例第 号）の規定により改正される茅ヶ崎市病院事業

職員の給与の種類及び基準に関する条例の規定は、茅ヶ崎市病院事業職員の給与の種類

及び基準に関する条例の一部を改正する条例の規定によってまず改正され、次いでこの

条例の規定によって改正されるものとする。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

提案理由

本案は、市の職員に準じて設ける子育て部分休暇を無給の休暇とするため提案する。
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議案第 30号

茅ヶ崎市土地の埋立て等の規制に関する条例を廃止する条例

茅ヶ崎市士地の埋立て等の規制に関する条例（平成 23年茅ヶ崎市条例第 16号）

廃止する。

附 則

ー

2
 

（施行期日）

この条例は、令和 7年4月 1日から施行する。

（経過措置）

この条例の施行の際現に廃止前の茅ヶ崎市土地の埋立て等の規制に関する条例（以下

「旧条例」 という。）第5条第 1項又は第 11条第 1項の規定による許可を受けて行わ

れている埋立て等（旧条例第 2条第 2号に規定する埋立て等をいう。以下同じ。）に係

る旧条例第 10条から第21条までの規定の適用については、令和 8年 3月 31日まで

の間は、なお従前の例による。

3
 
この条例の施行の日

i
 :
 

4
 

（以下「施行日」

は、

という。）前にした旧条例第 17条の規定によ

る命令に係る旧条例第 18条から第20条までの規定の適用については、令和8年 3月

3 1日までの間は、なお従前の例による。

前 2項の規定によりなお従前の例によることとされる埋立て等又は命令に係る土地の

区域（以下「埋立て等区域」 という。） の全部又は一部を含む士地の区域において宅地

造成及び特定盛土等規制法（昭和 36年法律第 19 1号。以下「法」 という。）第 12 

5
 

条第 1項又は第 16条第 1項の規定による許可がされたときは、当該許可がされた日以

後、当該埋立て等区域のうち、当該許可に係る土地の区域については、前 2項の規定は、

適用しない。

附則第2項及び第3項の規定によりなお従前の例によることとされる埋立て等区域の

全部又は一部を含む土地の区域において法第20条第2項から第4項まで若しくは第2

3条第 1項若しくは第2項の規定による命令又は法第20条第5項（法第23条第 3項

において準用する場合を含む。） の規定による災害防止措置がされたときは、当該命令

又は災害防止措置がされた日以後、当該埋立て等区域のうち、 当該命令又は災害防止措

6
 

置に係る土地の区域については、附則第2項及び第3項の規定は、適用しない；

施行日前にした行為及び附則第 2項及び第 3項の規定によりなお従前の例によること

とされる場合における施行日以後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前



-223-

--0123456789

の例による。

7 前項の規定によりなお従前の例により罰則を適用する場合において、その行為をした

日が令和 7年 6月 1日以後であるときは、旧条例第 23条及び第 24条中「懲役」とあ

るのは、 「拘禁刑」と読み替えてこれらの規定を適用する。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

提案理由

本案は、本市の区域の全域が宅地造成及び特定盛土等規制法の規定による宅地造成等工

事規制区域に指定され、本市の区域において埋立て等を行う者は、同法の許可を受けなけ

ればならなくなることから、茅ヶ崎市士地の埋立て等の規制に関する条例を廃止するため

提案する。
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議案第31号

固定資産評価審査委員会委員の選任について

次の者を茅ヶ崎市固定資産評価審査委員会委員に選任したいので同意されたい。

令和 7年 2月 21日提出

住所

氏名

生年月日

提案理由

（略）

大八木浩一

（略）

茅ヶ崎市長佐藤 光

本案は、固定資産評価審査委員会委員を選任するため、地方税法第42 3条第3項の規

定により提案する。
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経歴概要

住所 （略）

経歴

（以下略）

議案第 31号資料

大八木浩一

（略）
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議案第 31号資料

参考

地方税法抜粋

（固定資産評価審査委員会の設置、選任等）

第42 3条 固定資産課税台帳に登録された価格に関する不服を審査決定するために、市

町村に、固定資産評価審査委員会を設置する。

（第 2項省略）

3 固定資産評価審査委員会の委員は、当該市町村の住民、市町村税の納税義務がある者

又は固定資産の評価について学識経験を有する者のうちから、当該市町村の議会の同意

を得て、市町村長が選任する。

（第4項及び第 5項省略）

6 固定資産評価審査委員会の委員の任期は、 3年とする。ただし、補欠の委員の任期は

、前任者の残任期間とする。

（第 7項から第 9項まで省略）



-227-

--0123456789

議案第 32号

動産の取得について

次のとおり動産を取得する。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

1 動産の名称令和 7年度中学校教科書改訂に伴う教科書及び指導者用指導書等

2 契約方法随意契約

3 契約金額 21,081,257円

4 納入期限令和7年 3月 31日

5 契約の相手方神奈川県茅ヶ崎市共恵 1-11-3

有限会社長谷川書店

代表取締役長谷川稔

提案理由

本案は、令和 7年度中学校教科書改訂に伴う指導者用指導書及び指導用教材の取得につ

いて、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第 3条の規定によ

り提案する。
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議案第 33号の 1

市道路線の廃止について

次のとおり市道路線を廃止する。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

整理
路線名 起 』占'‘‘ 終 点 延 長 幅 員番号

△ 南湖二丁目 南湖二丁目 m m 
2 3 2 6号線

4 3 6 3番口地先 4 3 6 5番地先 12.53 1. 82 

提案理由

本案は、一般交通の用に供する必要がなくなった市道路線を廃止するため、道路法第 1

0条第3項の規定により提案する。
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議案第33号の 1資料

案 内 図
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N |公 図 写
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議案第 33号の 2

市道路線の廃止について

次のとおり市道路線を廃止する。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

整理
路線名 起 点 終 点 延長 幅員

番号

△ 7074号線
香川字中通 香川字中通 m 2. 70 m 

～ 
1 1 0 8番 2地先 1 1 1 1番 2地先 33.22 4. 75 

提案理由

本案は、一般交通の用に供する必要がなくなった市道路線を廃止するため、道路法第 1

0条第 3項の規定により提案する。
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議案第33号の 2資料

案 内 図
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議案第 34号の 1

市道路線の認定について

次のとおり市道路線を認定する。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

整理
路線名 起 点 終 点 延 長 幅 員番号

松林一丁目 松林一丁目 m m 
① 3 5 3 5号線

1 5 4 3番 4地先 1 5 4 3番 14地先 38.91 4.50 

提案理由

本案は、株式会社サンライズエステートが築造し、令和 6年 11月 8日に本市に帰属し

た道路を市道路線として認定するため、道路法第8条第 2項の規定により提案する。
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~34号パ石□］
案 内 図

5

t

 

i

-
i

1

 

9” 
”
t
 

”
q
 

”
i
 

夕

i”-,＇‘‘‘ 
一'‘‘、亀
‘, 
‘, 

t
r、t
 
｀`
 '`
 ̀`̀`
.s只`

r
i
l
 

1
 g
l
.
 

．．
 
賓ヽ
f

••• 
，
 



-236-

--0123456789

| 議案第34号の 1資料

N |公 図 写 | 
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議案第 34号の 2

市道路線の認定について

次のとおり市道路線を認定する。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

整理
路線名 起 点 終 点 延 長 幅 員番号

松林一丁目 松林一丁目 m m 
② 3 5 3 6号線

1 7 0 7番 1 地先 1 5 4 3番 29地先 77. 72 4.50 

提案理由

本案は、株式会社サンライズエステートが築造し、令和 6年 11月 8日に本市に帰属し

た道路を市道路線として認定するため、道路法第 8条第2項の規定により提案する。



案 内 図
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議案第34号の2資料
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議案第34号の 3

市道路線の認定について

次のとおり市道路線を認定する。

令和 7年 2月21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

整理
路線名 起 点 終 点 延 長 幅 員番号

松林二丁目 松林二丁目 m m 
③ 3 5 3 7号線

4 9 8番 2地先 4 9 9 番 1地先 23.23 4.51 

提案理由

本案は、令和 6年 12月 27日に市内在住の個人及び株式会社ARKから本市に寄附さ

れた道路を市道路線として認定するため、道路法第 8条第2項の規定により提案する。
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議案第34号の3資料 1 
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議案第34号の 3資料
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議案第34号の4

市道路線の認定について

次のとおり市道路線を認定する。

令和 7年 2月 21日提出

茅ヶ崎市長佐藤 光

整理
路線名 起

‘占’‘‘ 終 点 延 長 幅 員番号

④ 7 7 2 0号線
香川五丁目 香川五丁目 m 3. 41 m 

～ 
1 1 0 8番 9地先 1 1 1 1番 4地先 16.31 3.50 

提案理由

本案は、市道 70 7 4号線の廃止に伴い、新たに市道路線として認定するため、道路法

第 8条第2項の規定により提案する。
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［ 議案第34号の4資料

案 内 図
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報告第 1号

専決処分の報告について

次のとおり令和 7年 2月 3日専決処分したので、地方自治法第 18 0条第 2項の規定に

より報告する。

令和 7年 2月 21日提出

本市の義務に属する損害賠償の額を次のように定める。

1 損害賠償の額

2 損害賠償の相手方

3 損害賠償の理由

金 18, 700円

市内在住の女性

茅ヶ崎市長佐藤 光

令和 7年 1月 21日11時 20分頃、浜須賀小学校敷地内から児童が凧あげをしてい

たところ、校庭西側の防球ネットを越えて凧が飛んでいき、相手方民家の屋根上のアン

テナに糸が絡んだまま取れなくなったため、アンテナからの凧糸の除去に対する作業費

を賠償したものです。
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